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第１節 移動系通信市場 

 

１ 個社別の市場評価 

（１）NTT ドコモの市場支配力の存在の確認 

1.1 個社別の市場評価における市場支配力の判定は、携帯電話サービスの市場シェアを基に

行う。2013 年度末時点の携帯電話市場における首位の NTT ドコモの市場シェアについて、

契約数ベースのサービスシェアは 43.8％、端末設備シェアは    ％、収益シェアは    ％

1と、いずれの場合においても 40％を超過している。なお、端末設備シェアと収益シェアは、

それぞれ第二種指定電気通信設備制度2、禁止行為規制の対象事業者の指定の基準3に用い

られている。 

1.2 NTT ドコモの３つの市場シェアは、５年前の 2008 年度末には 50％を超過していたが、そ

の後継続して減少してきている。その結果、2008 年度末には 20％超に上った２位以下の事

業者とのシェアの格差は縮小している。 

1.3 サービスシェア、端末設備シェア、収益シェアの３つの観点から、首位の NTT ドコモは、

単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。ただし、いずれのシェアも２位

以下の事業者との差は縮小傾向にあることから、同社の市場支配力を行使する地位は低下

している。 

 

（２）NTT ドコモの市場支配力の行使の可能性 

1.4 過去５年間にスマートフォンの契約比率は、1.2％（2008 年度末）から 47.0％（2013 年

度末）に上昇した。スマートフォンの急速な普及が進む中、番号ポータビリティ（MNP）の

利用が増加し、2013 年度末の利用数は累計で 2,665 万に達している4。 

1.5 NTT ドコモに KDDI とソフトバンクモバイルを加えた上位３社に関しては、激しい顧客獲

得競争を展開しており、それが MNP 利用による加入者数の増減5や契約数の純増数の差6と

なって顕在化し、市場シェアの変動をもたらしている。 

1.6 MVNO 契約数全体のうち、MNO である MVNO を除いた契約数が、独立してサービスを行って

                                                  
1 競争評価 2013 の市場評価においては、参考資料１のとおり、従来から契約数をベースとしたサービスシェアに加えて、端末設備シ

ェアや収益シェア（いずれも対外非公表）、周波数シェア等を考慮している。それぞれのシェアの推移は、参考資料２のとおり。 
2 第二種指定電気通信設備制度の概要については、参考資料３のとおり。 
3 禁止行為規制の対象事業者の指定の基準の内容については、参考資料４のとおり。 
4 単年度でも、番号ポータビリティの利用数は増加を重ねており、2008年度は198万であったものが、2013年度には657万であった。 
5 参考資料６のとおり、直近５年間のMNP利用による加入者数について、NTT ドコモが一貫して転出超であるのとは対照的に、ソフト

バンクモバイルは一貫して転入超、KDDI は一時期を除き転入超を確保している。2013 年度の同加入者の増減数は、NTT ドコモ 123

万減に対し、KDDI84 万増、ソフトバンクモバイル 40 万増となっている。 
6 参考資料７のとおり、2013 年度の上位３社間の契約純増数は、ソフトバンクモバイルが１位、KDDI が２位、NTT ドコモが３位となって

いる。 
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いる MVNO によるもの7と言えるが、中でも MNO の対抗プランとなりうる SIM カード系プラ

ンを販売する MVNO の契約数は 2013 年度末時点で 170 万であり、そのほとんどが NTT ドコ

モの回線を使用している。その数は増加傾向にあり、MVNO へのネットワーク開放が徐々に

進んでいると評価できる8。 

1.7 市場競争をめぐる上位３事業者間の関係や、禁止行為規制や第二種指定電気通信設備に

係る規制措置等にかんがみれば、NTT ドコモが単独で市場支配力を実際に行使する可能性

は低い。 

  

                                                  
7 個社で見た場合 NTT ドコモが首位であり、グループ化を考慮した場合は参考資料 10 のとおり、同社が３位になる。 
8 2012 年度においては、上位３事業者間の接続協議における交渉上の地位の優劣の差が相当程度縮小している状況等にかんがみ、

携帯電話市場における端末設備シェアが第３位であるソフトバンクモバイルの設置する電気通信設備についても第二種指定電気通

信設備として指定されている。2014 年には、ソフトバンクモバイルと KDDI の両社がレイヤー２接続を可能とする接続約款の届出を行

った。 
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２ 企業グループ別の市場評価 

（１）同一グループ内の企業による一体的な事業運営 

1.8 第１編第１章においては、携帯電話・BWA・PHS の複数機能を具備した端末や複数の携帯

電話の保有周波数を共用する端末による通信サービスを「移動＋移動型」の連携サービス

として取り扱った。これは同一グループ内の携帯電話会社同士、携帯電話・BWA の会社間、

携帯電話・PHS の会社間の一体的な事業運営及び周波数利用9により可能となっているもの

である。 

1.9 携帯電話に加えて BWA と PHS を加えた移動系通信市場10全体において、企業グループ単位

のサービスシェアを算定する場合、連携サービスに該当する契約数がグループ内の複数社

から報告されており、重複する契約数を排除する必要がある。2013 年度末の補正後の NTT

ドコモ、ソフトバンクグループ、KDDI グループのサービスシェアは、それぞれ 42.3％、

29.6％、28.1％11である。 

 

（２）３グループによる協調的寡占の存在と行使 

1.10 移動系通信市場全体に占める３グループの合計シェアは 100％であり、同市場は寡占状

態にある。また、市場集中度（HHI）は 3,456 と高い水準12にあることから、３グループ各

社が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

1.11 ３グループに属する移動系通信事業者のうち、第二種指定電気通信設備制度の適用を受

けるのは、NTT ドコモ、KDDI、沖縄セルラー、ソフトバンクモバイルの４社（以下、「上位

MNO」という。）である。それ以外の UQ コミュニケーションズやイー・アクセス、ウィルコ

ム、Wireless City Planning の４社（以下、「下位 MNO」という。）は、当該制度の適用外

でより自由度が高い。 

1.12 後記 1.22 のとおり、上位 MNO の料金・サービスは類似性が高い。それに対し、下位 MNO

は、同一の企業グループ内の上位 MNO との連携サービスを除くと、特徴ある低廉なサービ

ス・商品を販売している。したがって、３グループに属する上位 MNO と下位 MNO の８社す

べてが、協調的な行動をとっているとは直ちには言い難い。 

1.13 ただし、第二種指定電気通信設備制度の適用を受けない下位 MNO は、ネットワーク開放

度を示す MVNO 契約数について、グループ内取引の割合が 74％と高い13。また、下位 MNO の

市場シェア（連携サービスを除く。）は全体で７％に過ぎず、関係する上位 MNO と比べて著

しく低い水準にある。このように下位 MNO は、上位 MNO を中核とした企業グループの戦略

上、セカンドブランドとして位置付けられていると推定され、その企業グループ外へのネ

                                                  
9 グループ企業内の取引状況については、参考資料 11、周波数の保有状況については参考資料 12 のとおり。 
10 移動系通信サービス全体の契約数の推移については、参考資料 13 のとおり。 
11 グループ内取引の重複排除にかかる考え方については、参考資料 14 のとおり。 
12 移動系通信市場の市場集中度の推移については、参考資料 15 のとおり。 
13 上位－下位MNO間のグループ内取引については、参考資料 16 のとおり。 
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ットワーク開放の透明性と公平性に関しては注視していく必要がある。 

 

（３）企業グループ単位の市場評価における NTT ドコモの市場支配力 

1.14 移動系通信市場全体における NTT ドコモのサービスシェアは、携帯電話市場のみの場合

に比べて 1.5 ポイント低下するものの、依然として 40％を超過していることから、単独で

市場支配力を行使しうる地位にあると認められる。ただし、前記 1. 7 の制約条件下で、NTT

ドコモが単独で市場支配力を行使する可能性は低い。 

1.15 その一方で NTT ドコモは、日本電信電話株式会社（NTT）が 66.65％14の議決権を有する、

NTT グループの主要な会社である。３グループ内における移動系と固定系を含む国内電気

通信事業に占める NTT グループの収益のシェアは、54.4％15に達することから、料金統合

請求をはじめとしたグループ内連携の動向を注視する必要がある。 

 

  

                                                  
14 2014 年３月末時点。 
15 2013（平成 25 年度）における３グループの売上高については、参考資料 17 のとおりであり、参考資料 18 のとおり各グループの増

収・増益の要因分析を行っている。 
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３ 移動系のデータ通信と音声通信の各市場の市場評価  

（１）競争評価 2013 における画定市場の分析・評価 

1.16 移動系データ通信市場と移動系音声通信市場の市場評価については、第２編第２章のと

おりである。 

1.17 競争評価 2012 では、前者の部分市場として「移動系超高速ブロードバンドサービス市

場」を取り上げたが、同市場が揺籃期にあったことから市場評価を差し控えた。2013 年度

においては、同サービスの契約数は大幅に伸張し、同年度末時点で 5,387 万16に達してい

ることから、第２編第２章では同市場の評価の在り方について記述している。 

 

（２）現行の移動系通信市場の市場画定の問題点 

1.18 移動系データ通信市場の中で、顕著な変化が見られたもう一つのサービスが、「データ

通信専用サービス」である。同サービスは、タブレットや Wi-Fi ルータ、通信モジュール

の利用数から成るが、2013 年度に入って契約数の報告が義務づけられた。同年度末時点の

契約数は 3,432 万に上る。 

1.19 データ通信専用サービスの伸張とは対照的に、契約数の減少が続いているのが「音声通

話専用サービス」で、2013 年度末時点の契約数は 70 万17にとどまる。 

1.20 上記 1.16 のとおり、現行の移動系通信市場の画定市場は、移動系データ通信市場と移

動系音声通信市場の２つである。音声通話専用サービスの契約数が相対的に小規模である

ため、移動系音声通信市場の契約数のほとんどが、移動系データ通信市場の内数である18。 

1.21 さらに、音声・データの両通信機能を兼ね備えた音声通話・データ通信共用サービスが

移動系通信市場の 78％と主流を占める中、音声通話とデータ通信を切り離した移動系デー

タ通信市場と移動系音声通信市場が現在普及しているサービスの実態にそぐわないものと

なっている。 

 

 

  

                                                  
16 移動系超高速ブロードバンド市場における契約数の推移とシェアについては、参考資料 19 のとおり。 
17 データ通信専用サービス及び音声通話専用サービスの契約数及びその割合については、参考資料 20 のとおり。 
18 移動系通信市場を、①データ通信専用サービス、②音声通信・データ通信共用サービス、③音声通話専用サービスに分類したと

する。現在の画定市場である移動系データ通信市場の契約数は、①と②の和である。また、移動系音声通信市場の契約数は②と③

の和である。③が僅少であるため、移動系音声通信市場の契約数のほとんどが、移動系データ通信市場に含まれている。 



10 
 

４ 料金・サービスの評価 

（１）上位 MNO 間の料金競争 

1.22 2013 年度末時点における上位 MNO のデータ定額通信料は、月間データ使用量の上限が

7GB のものが中心となっており画一化している19。過去においても、上位 MNO の料金プラン

は、スマートフォンへの移行や 3.9G（LTE）のサービス開始等を経て、変更時期の若干の

ズレが見られるものの、ほぼ同一の水準で推移してきた。 

1.23 上位 MNO の中には、高齢者や子供向けの割安料金プランを提供している場合もあるが、

データ通信量に応じた多段階のプランは設定されておらず、月間通信量が 2.4GB の平均的

な利用実態のユーザーに対応したものは限定的である。このように、料金水準だけに着目

すれば、客観的には上位 MNO 間の料金競争が進展しているとは言い難い。 

 

（２）下位 MNO と MVNO の料金・サービス 

1.24 下位 MNO は、上位 MNO を中核とした企業グループのいずれかに属しているが、中心価格

帯が 3,000 円～4,000 円20程度の上位 MNO よりも低廉な料金プランを提供しており、上位

MNO のグループ戦略上の補完的な役割を果たしている。他方、月間データ使用量の少ない

利用者向けのサービスを提供している MVNO は、さらに低価格帯の利用者層を獲得している

21。 

1.25 このように、移動系通信サービスの料金・サービスの選択肢は一定程度確保されている

ものの、下位 MNO と SIM カード型22の MVNO の合計契約数の割合は、移動系通信市場全体の

8％程度23にとどまる。それらのうち、移動系のデータ通信専用サービスが主流で、音声通

信サービスの契約数は限られる。 

1.26 さらに、上位 MNO の販売促進費を投入したキャンペーンや、日々の多様な広告・宣伝の

媒体を活用した販売力によって、サービスを選択する利用者にとって上位 MNO のサービス

の訴求力が、下位 MNO と MVNO に比べて大きくなっていると考えられることから、それが３

社の高いシェアを維持する要因の１つとなっている可能性がある。 

 

（３）基本的な料金・サービス以外の提供条件が競争状況に与える影響 

1.27 上位 MNO の一般的な営業活動以外の要因で、下位 MNO と MVNO の利用者数が伸び悩む背

景には、SIM ロックを起因として高止まりするスイッチングコストがある24。SIM ロックは

                                                  
19 参考資料 21 のとおり、上位MNO の主力サービスである月間データ使用量７GB の料金プランは、同一の価格水準となっている。 
20 以後、料金プラン等金額の記載のあるものについては、別に断りのない限り、税抜価格を記載。 
21 MNO・MVNOの代表的なデータ通信料金プランについては、参考資料 22 のとおり。MNOが特定の利用者層に向けた割安プラン

を提供している場合もある。 
22 「SIM カード型」とは、独自の料金プランで SIM カードによりデータ通信サービス単体を提供する形態をとるものをいう。

http://www.soumu.go.jp/main_content/000285061.pdf 
23 グループ内の重複取引を除いた場合の割合（参考資料 23）。 
24 「スイッチングコストの構成イメージ」については、参考資料 24 のとおり。スイッチングコストについて、より詳細には第２章第１節 2-2

（3）を参照。 
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通信サービスと端末料金の一体化を招き、そこに端末料金を対象とした各社の割引制度を

加わることで、料金体系は複雑なものとなっている。 

1.28 このように、通信料金の比較を通じた適切なサービス選択の機会が不十分な状況にあっ

ては、一般的な利用者が自分に必要かつ適切なサービスを利用する上で、提供されている

サービスの品質とサービス変更の自由度が重要となる。 

1.29 サービス品質に関し、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によって

得られた実効速度と、表示される最高速度（ベストエフォート）との間には乖離がある中、

各社の実効速度に一定の違いが見られる25が、このような実態について利用者に分かりや

すい情報提供がなされていない可能性がある。 

1.30 またサービス変更に関し、キャンペーン割引等を考慮しない場合においては、SIM ロッ

ク解除26が可能でない端末から新たな端末に移行する際に要するコストを含めたスイッチ

ングコストが高額になる傾向があるが、実際には通信サービスの契約と端末販売に際して

端末価格に対応した割引制度の導入やキャンペーン割引等を行うビジネスモデルが主流と

なっている27。 

1.31 上位 MNO にあっては、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあることの

ほか、その源泉でもある希少性28を有する電波資源を利用している現状に加え、公正な競

争の確保と利用者利益の保護の観点から、価格情報を補完するサービス品質に関する情報

として、データ通信サービスの通信速度等についての分かりやすい情報の提供を行うとと

もに、料金の面でもその複雑さを回避しつつ、より積極的に競争することが望ましい。 

 

（４）上位下位レイヤーによるネットワークレイヤーへのレバレッジ効果 

1.32 上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響については、上位

レイヤーのプラットフォーム事業者等の中には、サービスシェア等が非常に高い事業者が

複数あり、当該事業者が特定の通信事業者のみにサービスを提供している事例がある。そ

うした場合、利用者は通信サービスのほか、上位下位レイヤーを一体的に選択せざるを得

ず、通信サービスに隣接領域からのレバレッジが働いているという見方ができる。 

1.33 そうした隣接領域の代表例として、アップル社の iTunes（上位レイヤー）と iPhone（下

                                                  
25 携帯電話事業者の３G・LTE 端末における実効速度の計測結果については、参考資料 25 のとおり。 
26 SIM ロック解除の動向については、参考資料 26 のとおり。 
27 ICTサービス安心・安全研究会「消費者保護ルールの見直し・充実に関するWG 中間とりまとめ」（平成26年７月14日）によれば、

参考資料 27 のとおり、こうしたキャンペーン割引等の原資となっているのは長期ユーザーの利用料であり、長短のユーザー間の不公

平が指摘されている。 
28 モバイル市場のボトルネック性に関しては 「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申（平成 23 年 12 月情報通信

審議会）において、次のような記述がある。 

・なお、現在のモバイル市場は、複数のMNOによる競争の存在等により、設備のボトルネック性は存在しないとされ、二種指定設備

制度はこの考え方を前提としているが、周波数政策等との関係で、同考え方の見直しの必要性が生じるかどうかについては、今後そ

の動向を踏まえて検討していくことが必要である。（P96） 

・二種指定設備制度の適用対象の拡大については、上述のとおり、主に、欧州において採用されている「着信ボトルネック」の考えを

背景に全MNO へ適用拡大すべきという意見と、少なくとも上位３社のMNOには適用対象を拡大すべきとの意見の２つが示されて

いる。（P98） 
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位レイヤー）が挙げられる。一方、同社では SIM フリー端末を発売しており29、その購入

者は通信サービスの提供条件のみに着目したサービス選択をする余地が残されている。他

方で、SIM フリー端末の利用数は未だ限定的であると考えられる。プラットフォーム事業

者が、利用者の通信サービスの乗り換えにどのような影響を及ぼしているかについて、引

き続き注視をしていく必要がある。 

 

  

                                                  
29 2013 年（平成 25 年）11 月 22 日に、SIM フリーの iPhone 5s/iPhone 5c をオンラインの Apple Store で発売開始。国内での SIM フリ

ー版は同 5s/5c が初。なお、iPad の SIM フリー版は、2014 年（平成 26 年）７月１日開始が国内初（その時点で発売していた全モデル

を提供）。 
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５ 今後の留意事項 

（１）移動系通信市場の市場画定の見直し 

1.34 前記 1.20 のとおり、移動系通信市場は、いわゆる携帯電話を指す音声通信・データ通

信共用サービスと、タブレットや Wi-Fi ルータ、通信モジュール等を含むデータ通信専用

サービスの両サービスがほぼ 100％を占める。 

1.35 そこで 2014 年度においては、移動系通信市場の市場画定を「音声通信・データ通信共

用市場」と「データ通信専用市場」について実施することが考えられる。その場合、契約

数規模の小さい音声通信専用サービスについては、前者の市場の中で分析を行っていくこ

ととする。 

1.36 なお、市場画定の見直しに伴い、現行の「移動系データ通信市場」と「移動系音声通信

市場」の廃止を含む見直しを同時に実施することとする。 

 

（２）新たなサービスの市場環境への影響分析 

1.37 2014 年度に入り、上位 MNO の３社は相次いで新たな料金プランの受付を開始した30。各

社の新料金プランは、音声通話定額のほか多段階のデータプラン選択制、データ容量の家

族間でのシェアが出来る点などが特徴となっている31。これらは、既存の料金プランとは

大きく異なることから、新料金プランの競争環境への影響を注視していく必要がある3233。 

1.38 2014 年度において、NTT 東西による FTTH サービス34が、他の多様なサービスとの連携を

通じ、移動系通信市場への競争環境に影響を及ぼす可能性がある。当該サービスの在り方

を注視するとともに、2014 年度の競争評価の中で所要の分析を行うこととする。 

 

（３）MVNO の事業環境と同一グループ内取引の状況把握 

1.39 移動系通信市場の分野は、もとより電波資源の希少性等から携帯電話、PHS、BWA といっ

た事業領域に他社からの回線提供を受けずに直接参入ができる事業者数は限られ、寡占が

                                                  
30 上位 MNO３社の新プランのサービス開始時期は、NTT ドコモが 2014 年６月、ソフトバンクモバイルが同年７月、KDDI が同年８月。 
31 データ容量について、翌月繰り越しが可能（ソフトバンクモバイル）、翌月以降（62 日間まで）も追加購入分の利用可能（KDDI）とい

った面での差異はある。また、データ定額パックの種類が３社ともに６種類であるが、KDDI では他の２社よりも少ないデータ使用量を

前提としたパッケージとなっている。上位３社の新プランの概要及び米国キャリアとの比較については、参考資料 28、参考資料 29 の

とおり。 
32 2013 年度までの上位MNO３社の既存プランでは、音声通話は従量制、データ容量の選択肢は１種類（７GB）又は２種類（７GB と３

GB）、家族間のデータシェアは不可であった。 
33 新料金プランでは、月間データ容量が選択制であることから、利用者が自らのデータ使用量に注意を払うようになるとともに、自宅

内外でのオフロードが進む可能性がある。２０１３年度末の携帯電話契約数全体（１億４９５６万）に占めるMNO の設置した有料Wi-Fi

を利用可能な契約数は 39％に上る。 
34 最近の代表的なサービス事例として、NTT 西日本が提供している「フレッツ 光ネクスト 隼（はやぶさ）」や 2014 年７月に NTT東日

本が提供を開始した「フレッツ 光ネクスト ギガファミリー/ギガマンション・スマートタイプ」が挙げられる。その他に、同年５月に NTT グ

ループ公表の「光コラボレーションモデル」が、公正競争を確保した上でサービス提供が開始された場合も含まれうる。 

https://flets.com/campaign/hikari.html?link_id=glp_head 

http://flets-w.com/next/ 

http://www.ntt.co.jp/news2014/1405jznv/ndyb140513d_01.html 
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生じやすい分野である35。 

1.40 上位 MNO と同一の企業グループに属する下位 MNO の間では、ネットワークの相互利用を

通じた一体的な事業運営が深化している。そこで、今後の移動系通信市場における更なる

競争促進を図る観点から、周波数の割当を受けていない MVNO に適正な参入機会が確保され

るよう、事業者間取引のより精緻なフォローアップが必要となる。その際、次の諸点を考

慮する必要がある。 

① 「グループ性を反映した周波数割当て36」を実施していくに当たり、複数の移動系通

信事業者による周波数の一体運用の状況の把握37 

② 同一グループ内の MNO と「MNO である MVNO」との間の取引条件と、当該グループ外

の独立系 MVNO が提供される取引条件の衡平化の観点からの透明性の確保 

③ 上位 MNO による端末と通信サービスの一体提供の原因となっている SIM ロックの状

況とその解除措置への対応状況の把握 

 

（４）その他の市場動向の把握に資する情報収集の充実 

1.41 「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針38」（平成 24 年２月）中、

「事後規制を軸とする政策体系の中で、･･･（中略）･･･変化の激しい電気通信事業分野に

おいては、公正競争を確保するためにこれらの市場の動向を的確に把握し、政策展開に反

映することが重要となっている」とある。 

1.42 電気通信事業分野における適時適切な政策対応が可能となるよう、上記の（１）から（３）

までの関連項目を含め、市場支配力の動向の把握に資する多様な観点からの情報の収集を

積極的に行っていくこととする。 

  

                                                  
35 参考資料30 のとおり、携帯電話等の周波数の割当てを決める開設計画の審査において、MVNOへの回線の開放度合いを考慮し

ている。 
36 「電波政策ビジョン懇談会 中間とりまとめ」（平成 26 年７月 14 日公表）P.36-40 参照。 
37 例えば、MNO・MVNO 間のデータ通信と音声通信の契約の区分やローミングの状況などが想定される。 
38 「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針」（2012 年（平成 24 年）２月総務省）中「１－１ 競争評価の背景」

参照。 
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第２節 固定系ブロードバンド市場 

 

１ 固定系ブロードバンド市場全体の競争状況の評価 

（１）固定系ブロードバンド市場の動向 

2.1 2013 年度末の固定系ブロードバンド市場の総契約数は、3,585 万（対前年度比 1.6％増）

で増加トレンドを維持39している。そのうち７割を占める FTTH（対前年度比 6.3％増）の

寄与度は、メタルから光ファイバへのマイグレーションが進む中で一層高まっている4041。 

2.2 2013 年度には、それまで一定の市場シェアを占めていた J:COM とイー・アクセスが、そ

れぞれ KDDI とソフトバンクの企業グループの傘下企業となった42。その結果、市場集中度

（HHI）は全国ベースで 3,493 となり、前年度の 3,199 から大幅に増加43している。 

 

（２）NTT 東西の市場支配力の存在と行使 

2.3 NTT 東西の固定系ブロードバンド市場における 2013 年度末時点のシェアについて、設備

シェアは 84％、サービスシェアは 55％44と、いずれの場合でも過半を占める。さらに、市

場集中度（HHI）が上昇する中、NTT 東西が単独で市場支配力を行使し得る地位にある。 

2.4 ただし、NTT 東西を対象とした禁止行為規制や第一種指定電気通信設備に係る規制措置が

ある中、２位の市場シェアを有する企業グループが市場シェアを伸ばしており、NTT 東西

が実際に市場支配力を行使する可能性は低い45。なお、固定系ブロードバンド市場の競争

状況の評価の詳細については、第２編第３章のとおりである。 

 

  

                                                  
39 参考資料 32 参照。 
40 FTTH以外の契約数を見ると、CATVインターネットが対前年度比0.2%増でほぼ横ばい、ADSLが同17.6%減と大幅な減少となって

いる。 
41 固定系ブロードバンドの基盤利用率（2014 年 3月末）は 65.3％で、対前年度の伸び率は 0.6 ポイントにとどまる。その背景には、高

齢者を中心としたブロードバンド非利用者や、携帯電話のみ利用者が一定数いることが挙げられる。 
42 総務省が毎年３、６、９、12 の各月に公表している 「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」におい

て、固定系ブロードバンド市場の事業者別シェアを企業グループ別に算定している。 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban04_02000081.html 
43 参考資料 33 参照。 
44 参考資料 31 参照。 
45 2014 年 2 月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平成 25 年度）」中、

禁止行為に関する検証及び第一種指定電気通信設備に関する検証を含む、NTT 東西等における規制の遵守状況等の検証を実施

している。 
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２ FTTH 市場の競争状況の評価 

（１）設備競争の状況 

2.5 FTTH は、固定系ブロードバンド市場の中心的なサービスである。同サービスで利用され

る光ファイバ回線の NTT 東西の設置比率は、78％と高い水準にあり、近年はほぼ横ばいで

推移している46。 

2.6 2013 年度における FTTH の設備競争の状況を地域別に見た場合、光ファイバ回線数の純増

数に占める NTT 東西の割合が 50％以上の都道府県数は 39 であった47。これは 2013 年度１

年間に 83％の都道府県において、NTT 東西が純増数の過半のシェアを獲得したことを意味

する。 

 

（２）サービス競争の状況 

2.7 2013 年度末時点の NTT 東西のサービスシェアは、全国ベースで 71％と高水準になる。た

だし、過去３年間にサービス競争では大きな進展が見られ48、同市場での NTT 東西のサー

ビスシェアは低下傾向にある。 

2.8 2013 年度末に FTTH 契約の純増数について、NTT 東西のシェアが 50％にとどまる一方、設

備事業者が 29％、それ以外の競争事業者が 21％それぞれ利用者を獲得49している。それら

競争事業者の純増数が NTT 東西を上回った都道府県数は 22 府県に上る。 

2.9 アクセス回線のサービスシェアのほか、ISP による NTT 東西の FTTH サービス（フレッツ

光）の販売シェアを見ると、2013 年度にはソフトバンクグループ50が 57％を占め、NTT 系

以外の ISP の割合は合計で 77％に上った。 

 

（３）NTT 東西の市場支配力の存在と行使 

2.10 FTTH 市場における首位の NTT 東西について、設備シェアは 78％、サービスシェアは 71％

であった。その数値は、両シェアともに２位の KDDI グループよりも圧倒的に高く、2013

年度の設備・サービスの両面の純増数でも NTT 東西は他の競争事業者を上回る。2013 年度

末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 5,391（対前年度末比 81 減）という高水準にあ

る。 

2.11 FTTH 市場における市場支配力に関しては、事業者別のサービスシェア及び市場集中度

（HHI）の水準にかんがみれば、NTT 東西が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考

                                                  
46 参考資料 34 参照。光ファイバ回線の NTT東西設置比率は 78%、加入者回線全体の NTT東西設置比率は 84%である。 
47 参考資料 35 参照。 
48 NTT 東西の FTTH契約数の前年度比の純増数のシェアを見ると、2009 年度には 76％であったところ、2013 年度には 50％にまで

低下している（参考資料40 参照）。また、FTTH契約数の純増数に占める競争事業者の割合が50％以上の都道府県の数について、

2010 年度は４であったところ、2013 年度には 22 まで増加している（参考資料 41 参照）。 
49 参考資料 40 参照。 
50 参考資料 42 参照。 「Yahoo! BB 光」の商品名でフレッツを販売するソフトバンクは、フレッツ純増数の 57％を占めている。 
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えられる。 

2.12 他方、NTT 東西を対象とした禁止行為規制や第一種指定電気通信設備に係る規制措置が

ある中、２位の市場シェアを有する企業グループが市場シェアを伸ばしており、NTT 東西

が実際に市場支配力を行使する可能性は低い51。 

 

  

                                                  
51 2014 年２月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基づく検証結果（平成 25 年度）」中、

禁止行為に関する検証及び第一種指定電気通信設備に関する検証を含む、NTT 東西等における規制の遵守状況等の検証を実施

している。 
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３ 料金・サービスの評価 

（１）料金・サービスの動向 

2.13 最近の FTTH サービスの利用者料金の推移によれば、１社が値下げ等を行うと、他社が

それを追随して値下げや対抗した期間限定のキャンペーン料金を導入することが多くなっ

ている。もとより近畿地方で他社よりも低料金サービスを提供していたケイ・オプティコ

ムを除くと、プライスリーダーは KDDI（2008 年）、NTT 東日本・NTT 西日本（2012 年）、So-net

（2013 年４月）とめまぐるしく変化してきている52。 

2.14 2013 年度においては、So-net の FTTH サービスへの参入や KDDI の連携サービス53の効果

が顕在化する中、NTT 西日本が長期割引サービスを提供するなど、FTTH 事業者間での料金

競争が進んでいる。ただし、一見すると差別化が図られている各社間の料金体系であって

も、実際にはキャンペーン等によって主要な各社は同水準となっており、そのことが利用

者アンケートの FTTH 月間利用料比較の結果にも現れている54。 

2.15 利用者アンケートによれば、サービス選択上、回線速度、月額利用料金、初期費用とい

った価格と品質の条件が重視されているところ55、各社ともに価格は同水準で、通信品質

も調査結果によれば各社間のバラツキは少ない56。 

2.16 このように FTTH 事業者が料金・サービスの差別化に腐心する競争環境にあって、グル

ープ内外の事業者同士で固定通信と移動通信を組み合わせた割引を行う連携サービスが効

果を発揮していることは、第１編第１章の戦略的評価の分析結果のとおりである。この点

を後記４で取り上げる。 

 

（２）サービス変更の動向 

2.17 2013 年度の利用者アンケートによれば、NTT 東西、KDDI 等の各社が提供する FTTH サー

ビスに対する満足度はともに低下し、FTTH 全体では 50％をわずかに下回った57。その一方

で、インターネット接続回線の他社への変更を望まない利用者は約８割に上る。その理由

として、初期工事費の負担感や申込手続の煩雑さといったスイッチングコストに関係する

項目を挙げる回答者が多かった58。 

2.18 サービス変更に当たり必要となるスイッチングコストについては、サービスの解約料と、

新規契約先での契約手数料・登録料や初期工事費から成るのは各社ともに共通であり、お

                                                  
52 参考資料 43 参照。 
53 第１編第１章を参照。 
54 参考資料 44 参照。各社約５千円/月で横並びとなっている。 
55 参考資料 45 参照。「回線速度が速いこと」38%、「月額利用料金が安いこと」37%、「初期費用が安いこと」29%が上位となっている。 
56 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、事業者別の 100Mbps のサービスの実効速度を比較した場合、

ある特定の条件下におけるものであるが、NTT 東西、KDDI、電力系事業者の各社ともにほぼ等しい速度幅となった。 
57 参考資料 46 参照。FTTH全体の満足度は 54%（2012 年度）から 48%（2013 年度）に低下。 
58 参考資料 47 参照。「新たに初期費用を払いたくないから」44%、「新たに設定するのが大変であるから」29%、「申し込み等の手続き

が面倒であるから」29%が上位となっている。 
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おむね１万円から５万円と高額である59。他方、キャンペーン等によって初期工事相当額

を月額利用料金から割り引くことで、利用者の初期負担を軽減し、その結果としてサービ

ス利用上の一定の流動性が確保されている。 

2.19 こうした構図は、移動系通信サービスに酷似している。ただし、移動系通信では、各社

間に差異が見られる通信速度や携帯端末が選択誘因となりうるが、固定系通信サービスで

はそのような他社とのサービスの差別化が図りにくい60。 

  

                                                  
59 参考資料 48 参照。例えば、戸建てに居住する住民が、契約が 2年以内にNTT東日本のフレッツ光ネクストから、KDDI の auひか

りホームにサービスを変更する場合は、解約料 9,500 円+契約手数料・登録料 800 円+初期工事費等 37,500 円の合計 47,800 円が必

要となる。 
60 第２編第３章【図表Ⅱ－３－36】参照。 
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４ 今後の留意事項 

（１）固定系超高速ブロードバンド市場の分析の導入 

2.20 第１編の戦略的評価において、「移動＋固定型」の連携サービスの代表例として「au ス

マートバリュー61」を取り上げた。その中で、同サービスの効果は、移動系通信市場より

も固定系通信市場でより大きく、2012 年３月の提供開始後から KDDI の FTTH サービス及び

J:COM の CATV インターネット（30Mbps）の契約数の増加に寄与してきたことが明らかにな

った62。 

2.21 競争評価 2013 の画定市場である固定系ブロードバンド市場の中では、FTTH と CATV イン

ターネット63はそれぞれ独立した部分市場として取り扱われている。他方、戦略的評価の

中で両サービス間の需要の代替性が明らかになったところであり、今後は「固定系超高速

ブロードバンド市場64」を固定系ブロードバンド市場の部分市場としていくことが考えら

れる。 

2.22 「固定系超高速ブロードバンド市場」では、全国ベースの設備競争とサービス競争の動

向把握を主軸としつつ、地域毎の競争環境の差異が明らかになるよう、固定系超高速ブロ

ードバンドサービスの市区町村別の提供事業者数65や、都道府県別の事業者別シェア、基

盤整備率、基盤利用率といった地域性を考慮した分析指標を導入する必要がある。 

2.23 なお、固定系と移動系は、表示速度上は同水準の超高速ブロードバンドサービスであっ

たとしても、両者間にはサービス品質面で大きな差異66があり、両者の代替性は限定的で

ある。しかしながら、移動系のみの利用で足りるとする利用者層が既に一定割合おり67、

今後増加していくと考えられることから、この点も考慮していく必要がある。 

 

（２）FTTH 市場の分析・評価の多角化 

2.24 前記（１）のとおり、2014 年度の競争評価において、固定系超高速ブロードバンド市場

を部分市場とした場合であっても、FTTH 市場についての独立した分析を継続する必要があ

る。 

 

                                                  
61 参考資料 49、50 参照。 
62 2013年度に入ってKDDIが J:COMをグループ内の連結子会社としたことも相まって、KDDIグループの同サービスの市場シェアは

2013 年末現在で 17％超にまで上昇している。 
63 現行のCATV インターネット市場の契約数について、固定系超高速ブロードバンドに属する通信速度が 30Mbps 以上のサービスと

それ以外のものとを特に分計してこなかった。CATV インターネット（30Mbps 以上）の契約数は、これまで固定系超高速ブロードバンド

の基盤利用率の算定に際しての必要なデータの一つとして利用されてきた。 
64 参考資料 51 参照。固定系超高速ブロードバンドサービスの契約数は 2,771 万（2013 年 12 月末）。 
65 参考資料52 参照。固定系超高速ブロードバンドサービスが2以上の事業者により提供されている市区町村数（設備ベース）は、全

国で約４割、関東と近畿では８割近くに達する。 
66 参考資料 53 参照。 
67 第１編戦略的評価【図表Ⅱ－６】中の「固定系ブロードバンドサービスの非利用者の実態」によれば、固定系ブロードバンド利用者、

携帯電話のみによるブロードバンド利用者、ブロードバンド非利用者の割合は、それぞれ 65％、14％、21％であった。 
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2.25 2014 年度において、NTT 東西による FTTH サービス6869が、他の多様なサービスとの連携

を通じ、現行の固定系と移動系の通信市場の競争環境に影響を及ぼす可能性がある。した

がって、分析対象としての FTTH 市場の重要性が、固定系超高速ブロードバンド市場の部分

市場化によって低下するものではない。 

2.26 FTTH 市場との関係で、今後重要性が増していくのが ISP 市場である。インターネット接

続サービスは、回線サービスとセットで提供されている形態が多いことから、もとより

FTTH 市場と密接な関係にある7071。大手 ISP 事業者の多角化戦略の一環で MVNO サービスの

提供は一般化しつつある。今後 ISP が、「移動＋固定型」のワンストップサービスの提供を

強化していった場合、FTTH 市場への影響力は強まる可能性があり、両市場の関係性を十分

に考慮する必要がある。 

 

（３）連携サービス72に対応した市場画定の在り方 

2.27 現行の競争評価の市場画定や電気通信事業法制の制度的枠組は、固定系通信と移動系通

信とを明確に区分している。その一方で、現状では複数の市場に跨がった連携サービスが

登場してきており、「au スマートバリュー」のように一定の契約数を確保しているものも

あるものの、固定系と移動系の両通信市場全体の中で評価した場合、その影響力は未だ限

定的である。 

2.28 前記 2.25 のとおり、仮に NTT 東西による FTTH サービスについて「移動＋固定型」の連

携サービスが公正競争の観点から問題がないと認められる場合には、連携サービス利用数

が増加して同サービスの位置付けが大きく変わる可能性がある。他方、それが固定系・移

動系の両通信を同時契約した場合における単なる割引サービスにとどまるのか、既存のサ

ービスと本質的に異なる形態のものなのかを見極める必要がある。 

2.29 現状では連携サービスの数や提供事業者が限られる中、「移動＋固定型」の連携サービ

スの契約数のほか、同サービスと密接に関連する Wi-Fi サービス73やグループ内の料金統

合請求サービス74の提供状況等について適切に把握していく必要がある。 

  

                                                  
68 参考資料 54、55 参照。 
69 最近の代表的なサービス事例として、NTT 西日本が提供している「フレッツ 光ネクスト 隼（はやぶさ）」や 2014 年７月に NTT東日

本が提供を開始した「フレッツ 光ネクスト ギガファミリー/ギガマンション・スマートタイプ」が挙げられる。その他に、同年５月に NTT グ

ループ公表の「光コラボレーションモデル」が、公正競争を確保した上でサービス提供が開始された場合も含まれうる。 

https://flets.com/campaign/hikari.html?link_id=glp_head 

http://flets-w.com/next/ 

http://www.ntt.co.jp/news2014/1405jznv/ndyb140513d_01.html 
70 主要な ISP とアクセス回線事業者の関係については、定点的評価第３章【図表Ⅱ-３-50】参照。 
71 FTTH市場と ISP 市場の事業者別（グループ別）の市場シェアは、必ずしも連動しない。例えば 2.9 のとおり、2013 年度にフレッツ

光を最も多く販売した ISP としてのソフトバンクグループは、FTTH市場における市場シェアは僅少である。 
72 参考資料56参照。競争評価2013利用者アンケートでは、アンケート全回答者中、連携サービスの利用意向を示した回答者は41%

であり、利用意向を示した回答者のうち、約７割が NTT の連携サービスの利用を希望する結果となった。 
73 参考資料 57 参照。 
74 参考資料 58 参照。代表的なものとして、NTT グループが提供する「おまとめ請求」や「tabal まるごと決済」が挙げられる。 
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（４）その他の市場動向に把握に資する情報収集の充実 

2.30 電気通信事業分野における適時適切な政策対応が可能となるよう、上記の（１）から（３）

までの関連項目を含め、市場支配力の動向の把握に資する多様な観点からの情報の収集を

積極的に行っていくこととする75。 

2.31 とりわけ重要視すべきは、支配的事業者と同一グループ内の事業者、支配的事業者とグ

ループ外の事業者、両方の当事者間の競争条件の公平性の確保である。そこで、必要に応

じて取引条件の透明性の確保のための報告体制の整備を行うことが望ましい。 

 

                                                  
75 現在の情報収集の手段として、報告規則に基づく報告や、競争評価のために実施している事業者アンケートと利用者アンケートが

ある。報告規則については、市場環境の変化に対応した改正を随時行うこととしており、近年では、データ通信専用サービス（2013 年

２月）、MVNOサービス（同年９月）、公衆無線 LAN アクセスサービス（2014 年３月）を対象とする改正が行われた。 



社名 ｻｰﾋﾞｽｼｪｱ（＊1）

（四半期ﾃﾞｰﾀ）
携帯電話
端末ｼｪｱ

周波数ｼｪｱ（＊1） 収益ｼｪｱ
（禁止行為規制関係）

収益ｼｪｱ（＊２）
（国内売上高）

個社

NTTﾄﾞｺﾓ 43.8％ 39.0％ －

KDDI 28.1％ 26.8％ －

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 24.9％ 22.0％ －

ｲｰ･ｱｸｾｽ 3.1％ 12.2％ －

ｸﾞﾙｰﾌﾟ化

NTTﾄﾞｺﾓ 42.3％
（40.2％）

30.7％ 54.4％

KDDIｸﾞﾙｰﾌﾟ 28.1％
（28.4％）

30.7％ 22.9％

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ 29.6％
（31.4％）

38.6％ 22.7％

移動系通信市場における評価指標の多様化 / 市場評価の精緻化

 現行の競争評価においては、サービスシェアのみを評価指標としている。

 今後はグループ化の影響を考慮して多様な指標を用いて市場評価を実施していくこととする。

＊１ 2014年３月末の数値。個社の場合は「携帯電話」、グループの場合には「携帯電話・PHS・BWA」におけるシェアをそれぞれ指す。 「グループ化」欄のカッコ書きはグループ化による単純合算の数値。
＊２ 2013年度決算段階の数値による３ｸﾞﾙｰﾌﾟの国内売上高より算出。

参考資料1

評価指標の拡大
（サービスシェア
以外の指標導入
とグループシェ
アを考慮）

対
外
非
公
表

対
外
非
公
表

携帯電話市場におけるシェアの推移 参考資料2

サービスシェアの推移

端末設備シェアの推移

収益シェアの推移

 NTTドコモのサービスシェア、端末設備シェア、収益シェアは、いずれも２位以下の事業者との格差が縮小
傾向にある。
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ＮＴＴドコモ

ＫＤＤＩ（沖縄セルラー含む）

ソフトバンクモバイル

イー・アクセス

出所：総務省資料
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第二種指定電気通信設備制度（移動系）

行為規制

業務区域ごとに
10％超（当初は25％超）のシェアを占める端末設備を有すること指定要件

ＮＴＴドコモ（０２年）、ＫＤＤＩ（０５年）、沖縄セルラー（０２年）、
ソフトバンクモバイル（１２年）を指定

指定対象設備
基地局回線及び移動体通信役務を提供するために設置され
る電気通信設備であって、他の電気通信事業者との適正か
つ円滑な接続を確保すべき電気通信設備

接続関連規制
■接続約款（接続料・接続条件）の届出制

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■製造業者等への不当な規律・干渉の禁止

利用者料金
関連規制

第二種指定電気通信設備を設置する者に対する規制

更に、収益ベースのシェアが25％を超える場合に

個別に指定された者に対する規制

ＮＴＴドコモ（０２年）を指定

■電気通信
事業会計の
整理義務

■接続会計の整理義務

【参考】第二種指定電気通信設備制度について 参考資料3

【参考】禁止行為制度と市場支配的な事業者の指定基準

 禁止行為制度とは、市場支配的な電気通信事業者が市場支配力を濫用することにより、公正競争環境を損なうことを防止

する観点から、特定の電気通信事業者に対する不当に優先的又は不利な取扱い等を禁止する制度。

 収益シェアに加え、事業規模等も勘案し、ガイドラインの基準に基づき、市場支配的な事業者を指定。

③ 上記①及び②を基本とするが、その際には、業務区域毎に、下記を踏まえ総合的に判断

事業規模（資本金、収益、従業員数）、市場への影響力・ブランド力、需要/供給の代替性、価格の弾力性、サービスや端末等の販売・流通における優位性、

共同支配 等

①一定期間継続して収益シェア40%を超過

ア シェアが1位

イ シェアが2位以下

 市場支配力を推定し、③の諸要因を勘案し、特段の事情が無い限り指定

 シェアの水準及び③の諸要因を勘案し、特に市場支配力が推定される場合に限り指定

 シェアの順位が1位の者とシェアの格差が小さく、かつ、③の諸要因を勘案し、特に市場支配力が推定される場合に限り指定

収益シェアが25%超

②一定期間継続して25%を超え40%以下の収益シェアを有する者が存在する場合

市場支配的な事業者の指定基準
（電気通信事業法第３０条第１項の規定に基づく禁止行為等の規定の適用を受ける電気通信事業者（移動通信分野における市場支配的な電気通信事業者）の

指定に当たっての基本的考え方（平成24年４月策定））

参考資料4



スマートフォンの契約比率の推移 参考資料5
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（万件）

契約数（万件） 08年度末 09年度末 10年度末 11年度末 12年度末 13年度末

フィーチャーフォ
ン(FP) 10,172 10,212 9,957 8,736 7,335 6,468

スマートフォン
(SP) 120 315 955 2,568 4,358 5,734

合計（FP+SP） 10,292 10,527 10,912 11,304 11,693 12,202

SP契約比率 1.2％ 3.0％ 8.8％ 22.7％ 37.3％ 47.0％

 過去５年間で、スマートフォン契約比率は、1.2％（2008年度末）から47.0％（2013年度末）まで拡大。

出所：MM総研資料

MNPの利用動向 参考資料6

 番号ポータビリティの利用は年々増加しており、2013年度末時点で累計利用数は2,665万件に上る。

各社のMNP利用による契約者数増減の推移

出所：競争評価2013事業者アンケート

携帯電話契約純増数に占めるMNPの寄与度
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移動系通信(携帯電話・PHS・BWA)純増数の推移

 移動系通信市場（携帯電話・PHS・BWA）全体の２０１３年度における対前年度純増数は、個社単位で見たとき

ソフトバンクモバイルが１位、KDDIが２位、NTTドコモが３位であり、グループ化を考慮した場合には１位のソフト

バンクグループと２位のKDDIグループとの差は大きくなる。

参考資料7

注：１４．３のみグループ化考慮。

注１ KDDIグループには、KDDIのほか、沖縄セルラー、UQコミュニケーションズが含まれる。
注２ ソフトバンクグループには、ソフトバンクモバイルのほか、イー・アクセス、ウィルコム、Wireless City
Planningが含まれる。
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個社単位 グループ単位の純増数
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4036.6

データ通信専用サービス

による需要増

（iPhoneをはじめとした

新サービス・商品による

需要増効果）

iPhone効果等

携帯電話契約純増数の分析 参考資料8

 ソフトバンクモバイルのiPhone販売直前の四半期末（２００８年６月）以降の純増数を要因で分解すると、その

６割がデータ通信専用サービスの契約数によるものと説明できる。

出所：総務省資料

データ通信専用サービス
による需要増効果

2,589万

その他



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

13.9 13.12 14.3

ＭＶＮＯ以外の契約数 ＭＶＮＯ契約数

（単位：万契約）

267.7 

359.0 

484.0 

578.2 592.7 
642.0 

717.3 

809.6 

11.9 
69.2 

215.2 

512.9 
556.2 

615.3 
657.4 

723.4 

279.6 

428.2 

699.2 

1,091.1 

1,148.9 

1,257.3 
1,374.8 

1,533.0 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

10.3 11.3 12.3 13.3 13.6 13.9 13.12 14.3

携帯電話・ＰＨＳ ＢＷＡ 全体（単位：万契約）

（第４四半期） （第１四半期） （第２四半期） （第３四半期） （第４四半期）

 ＭＶＮＯサービス全体の契約数（携帯電話・ＰＨＳ・ＢＷＡの契約数の内数）については、1,533万（前期比＋11.5％、前年同期
比＋40.5％）となっている。

 携帯電話・ＰＨＳに係るＭＶＮＯの契約数（携帯電話・ＰＨＳ契約数の内数）は810万（前期比＋12.9％、前年同期比＋40.0％）、
ＢＷＡに係るＭＶＮＯの契約数（ＢＷＡ契約数の内数）は723万（前期比＋10.0％、前年同期比＋41.1％）となっている。

 ＭＶＮＯサービスのシェアについては、ＭＮＯであるＭＶＮＯが51.8％（前期比＋0.5ポイント）、契約数が３万以上であるＭＶＮＯ
（ＭＮＯを除く）が44.6％（前期比＋0.1ポイント）となっている。

 ＭＶＮＯサービスの事業者数は163社（前期比＋２社）となっている。

ＭＶＮＯサービスの契約数と移動系通信市場に占める割合

契約数の推移 移動系通信市場におけるMVNO契約数の占める割合

参考資料9

8.3%
1,257万

4.0%
611万
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4.4%
669万

MVNO
契約数

9.8%
1,533万

MVNO契約数
(｢MNOである

MVNO｣を
除いた場合)

4.7% 
739万

15,097万
契約

15,325万
契約

15,702万
契約

MVNOへのネットワーク開放の状況

 MVNO契約数全体のうち、MNOであるMVNOを除いた契約数（独立系MVNO契約数）は増加傾向にある。

 独立系MVNOのうちSIMカード系事業者の契約数は2014年３月末現在で170万。そのほとんどはNTTドコモ
のMVNO。

独立系MVNO契約数の推移 SIMカード系事業者のMVNO契約数※推移

参考資料10

出所：総務省資料

※ 独立系MVNOのうち、主にSIMカード型料金プランを販売する事業者の携帯電話・
PHSにかかるMVNO契約数の合計。

出所：総務省資料
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※ ＮＴＴドコモについては、「同一グループに属するＭＮＯであるＭＶＮＯ」は存在しない。そのため、グループ内外の契約比率を分析する観点から、同じグループに属するＮＴＴコミュニ
ケーションズとの契約数により、グループ内外の契約比率を試算している。 （ＮＴＴコミュニケーションズの契約数は、同社からの報告数による。）

注 ＫＤＤＩグループ及びソフトバンクグループの同一グループに属するＭＮＯであるＭＶＮＯの契約数は、ＭＮＯからの報告数。

 2014年３月末時点のKDDIグループとソフトバンクグループにおける、グループ内企業間の取引の割合は、

それぞれ48％、68％に上る。

出所：総務省資料

同一グループに属するMNOであるMVNOの取引比率 参考資料11

同一グループに属するMNOであるMVNOの取引比率
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各社・各グループの周波数帯別の保有状況

グループ別個社別

参考資料12

 個社別とグループ別とでは、周波数の保有状況の大小が異なる。

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸは2013年度に、ｲｰ･ｱｸｾｽ、ｳｨﾙｺﾑ、Wireless City 
Planningを連結子会社化。
2014年６月にはｲｰ･ｱｸｾｽを存続会社としてｳｨﾙｺﾑを吸収合併。
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移動系通信サービスの契約数の推移

 携帯電話・ＰＨＳ・ＢＷＡの契約数は1億5,702万（前期比＋2.5％、前年同期比＋7.2％）であり、その内数である携帯
電話は1億4,401万（前期比＋2.1％、前年同期比＋5.9％）、ＰＨＳは555万（前期比＋2.7％、前年同期比＋9.1％）、Ｂ
ＷＡは746万（前期比＋9.7％、前年同期比＋40.4％）となっている。

 3.9世代携帯電話の契約数は4,641万で、携帯電話の契約数に占める割合は32.2％（前期比＋4.8ポイント、前年同
期比＋17.3ポイント）となっている。

携帯電話・ＰＨＳ・ＢＷＡの契約数の推移 ＰＨＳ・ＢＷＡ・３．９Ｇの契約数の推移

参考資料13

出所：総務省資料

個社 単純合算 重複排除後

ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ ＵＱコミュニケーションズ ソフトバンクモバイル

イー・アクセス ウィルコム Wireless City Planning

グループ内取引の重複排除後のNTTドコモのサービスシェア

ソフトバンク
グループ
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KDDI
グループ
28.4％

NTTドコモ
40.2％

KDDI
グループ
28.1％

ソフトバンク
グループ
29.6％

 移動系通信市場全体において個社別の契約数を単純合算した場合、NTTドコモのシェアは40.2％。

 他方、KDDI、ソフトバンク各グループのグループ会社内の取引について、それらの契約数の重複を排除す
るとシェアが変動し、NTTドコモのシェアは42.3％と相対的に増加。

重複排除によるシェアの変動イメージ（１４年３月末時点）

出所：総務省資料
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参考資料14

2.6％



参考資料15

注１：携帯電話におけるＨＨＩについて、2014年3月末時点では、ソフトバンクグループとしてソフトバンクモバイル・イー・アクセスのシェアを合算(ただし重複した契約数を排除)して算出している。
注２：携帯電話・ＰＨＳ・BWAにおけるＨＨＩについて、2014年3月末時点では、ソフトバンクグループとしてソフトバンクモバイル・イー・アクセス・ウィルコム・WCP、KDDIグループとしてKDDIとUQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞのシェアを合算(ただし重複した契約数を排除)して
算出している。

携帯電話市場及び移動系通信市場全体の市場集中度の推移

携帯電話市場及び移動体通信市場（携帯電話・PHS・BWA）全体のＨＨＩ※の推移

 グループ化を考慮したとき、移動系通信市場（携帯電話・PHS・BWA）全体の市場集中度（HHI）は2013年度

末時点で3,456と高い水準にある。

※ HHI (Herfindahl‐Hirschman Index: ハーフィンダー
ル・ハーシュマン指数)とは、当該市場における各事業

者の有するシェアの二乗和として算出され、市場集中
度を表す指標。HHIは、完全競争的な市場における０
に近い値から完全な独占指標における10,000までの
範囲の値をとる。
例えば、市場が各社25%均等のシェアを持つ４社のみ
で構成されている場合、HHIは25²×４=2,500、3社の場
合は3,333、2社の場合は5,000となる。
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出所：総務省資料

 移動体通信における事業者間のネットワーク提供は、第１段階として上位MNO（NTTドコモ・KDDI・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙの３社）同士
の音声接続を中心とし、第２段階として下位MNO（上位MNOの子会社等）とのローミング、MVNOへの提供へと徐々に拡大。

 グループ化の進展により第３段階にある現在では、親子会社の関係にある下位MNO（子会社等）から上位MNO（親会社等※）へ
のネットワーク提供が活発化。

 一方で、下位MNO（子会社等）からMVNOへのネットワーク提供は全体の３割程度。

MNOのグループ内取引の割合
（上位MNOと下位MNOの別）

31%

74%

上位MNO
（３社）

下位MNO

参考資料16グループ内取引とネットワーク提供の関係

※「親会社等」とは、親会社、親会社の企業集団の国内総売上高に占める割合が過半である会社及び移動系通信市場又は固定系通信市場における市場シェアが第１位である会社をいう。
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・NTTドコモ
・KDDI
・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ

ﾓﾊﾞｲﾙ

下位MNO
（上位MNOの
子会社等）

MVNO
（「MNOであるMVNO」を除く）
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＜第２段階＞

ローミング
卸電気通信役務

＜第３段階＞

グループ内の一体的事業運営により、
ネットワーク相互補完が活発化。

下位MNOのグループ内
取引の割合は高い※

二種指定設備制度の
適用の対象・範囲内

ネットワークの借り手と貸し手の関係（イメージ）

※ 下位MNO（ｲｰ･ｱｸｾｽ, ｳｨﾙｺﾑ, Wireless City Planning, UQｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）
からネットワークの提供を受けているのは、上位のMNOであり「MNOである
MVNO」でもあるソフトバンクモバイルとKDDIの両社であることを意味する。
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適用の対象・範囲外



電気通信市場の市場規模の推移、３グループ内売上高内訳

 2013年度（平成25年度）より、国内市場のグループ化や、国際市場部分のウェイトの高まり、さらに各社の
開示情報の相異によって市場構造が複雑になりつつある。

※１ 報告セグメント「移動通信事業」
※２ 報告セグメント「固定通信事業」、

「インターネット事業」、「その他」
の合計。

※３ 報告セグメント「スプリント事業」
※４ 報告セグメント「パーソナルセグ

メント」「バリューセグメント」「ビジ
ネスセグメント」「その他」の合計。

※５ 報告セグメント「グローバルセグ
メント」

※６ 報告セグメント「移動通信事業」
※７ 報告セグメント「地域通信事業」、

「長距離・国際通信事業」の合計。
※８ 報告セグメント「データ通信事業」

「その他の事業」の合計。
※９ 2013年度通期決算説明会資料

による値。

平成２５年度の３ｸﾞﾙｰﾌﾟ売上高の内訳

出所：各社年度決算短信

（単位：億円）
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11,960
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注： 億円以下四捨五入。セグメント
間取引は除く。

国内市場

17兆8,999億円
国際市場

4兆257億円

4.1兆

9.7兆

4.1兆
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３グループ内
収益シェア

（国内売上高）

NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ
54.4％

2013（平成25）年度

2013（平成25）年度
国内事業者の売上高

約23兆円

営業収益（売上高）

【参考】３グループの増収・増益の要因分析

N T T：＋ 2,419億円(※2)
K D D I：＋ 541億円(※3)
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋26,010億円(※4)

N T T：-
K D D I：＋3,490億円(※7)
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋6,273億円(※8)

N T T：▲ 174億円
K D D I：＋2,682億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋2,359億円(※10)

N T T：＋62億円(※5)
K D D I：＋36億円(※6)
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：▲12億円(※4)

N T T：-
K D D I：＋ 633億円(※7)
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋3,406億円(※9)

N T T：▲ 192億円(※11)
K D D I：＋1,108億円(※12)
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋ 33億円(※13)

N T T：＋247億円
K D D I：▲272億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：▲567億円

① 海外事業の影響

③ その他移動通信事業の影響

その他

① 海外事業の影響

② 新規連結の影響

③ その他移動通信事業の影響 等

 ３グループの増収・増益の要因を①海外事業の影響、②新規連結の影響、③その他移動通信事業の影響に分類。

N T T：107,007億円
K D D I： 36,623億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ： 32,025億円(※1)

（2012年度）
N T T：109,252億円
K D D I： 43,336億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ： 66,667億円

N T T：12,020億円
K D D I： 5,127億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ： 7,994億円(※1)

N T T：12,137億円
K D D I： 6,632億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：10,854億円（2012年度）

（2013年度）

（2013年度）

営業利益

※8 （続き）2013年１月に子会社となったイー・アクセスの売上が通期で計上されたことも寄与。
※9 増益の要因は、次の２つに分かれる。

・ガンホー、ウィルコム等を子会社化したことによる当該会社の損益計上
・ガンホー及びウィルコムの支配獲得時、ソフトバンクが既に保有していた両者に対する資本持合に
ついて、公正価値を再測定したことに伴う一時益の計上

※10 2012年度以前からのソフトバンクの子会社であったソフトバンクモバイルの増収分が大半。
※11 「移動通信事業」セグメント部分。
※12 「パーソナルセグメント」のモバイル通信料収入部分（J:COM連結影響を除く）。
※13 2012年度以前からのソフトバンクの子会社であったソフトバンクモバイルの増益分。

※1 ソフトバンクの収益・利益は、IFRSに準拠して表示。
※2 グローバル・クラウドサービスの拡大が寄与。
※3 「グローバルセグメント」の営業収益の「グループ外売上」部分。
※4 海外事業のうち、2013年度からソフトバンクの子会社となった米国スプリントの影響のみ記載。
※5 「長距離・国際通信事業」セグメント部分。
※6 「グローバルセグメント」の営業利益部分。
※7 2013年度からKDDIの連結子会社となったJ:COMが、KDDIの増収・増益に寄与。
※8 ソフトバンクの増収に、2013年度からソフトバンクの子会社となったガンホー、ウィルコム、スーパー

セル（フィンランド）、ブライトスター（米国）の売上計上が貢献。

出所：各社年度決算短信等より総務省推計

② 新規連結の影響

※2012年度→2013年度の増分
N T T：＋ 2,245億円
K D D I：＋ 6,713億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋34,642億円

※2012年度→2013年度の増分
N T T：＋ 117億円
K D D I：＋1,505億円
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ：＋2,860億円

参考資料18



移動系超高速ブロードバンド（3.9G＋BWA）の契約数及びシェア

 ３．９GとBWAからなる移動系超高速ブロードバンド契約数は、大幅な拡大を続け2013年度末で5,387万に上

る。

参考資料19

注１ KDDIグループには、KDDIのほか、沖縄セルラー、UQコミュニケーションズが含まれる。
注２ ソフトバンクグループには、ソフトバンクモバイルのほか、イー・アクセス、ウィルコム、
Wireless City Planningが含まれる。
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 データ通信専用サービスは増加傾向にあり、2014年３月末時点で3,432万。移動系通信サービス全体に占める割合は22％。

 他方、音声通話専用サービスは減少傾向にあり、2014年３月末時点で70万。移動系通信サービス全体に占める割合は0.4％

にとどまる。

出所：総務省資料

移動系通信サービスにおける利用比率
（14年３月末）

データ通信専用サービスのインパクト

データ通信専用サービスの契約数推移
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MNOのデータ通信料金の推移

 データ通信料金は全体的に上昇傾向が続いたが、３．９Ｇ向けにおいては低額プランの導入等、
価格帯に幅がみられる。新プランにおいては、データ量に応じて料金が設定される。

注１ フルブラウザ利用時の料金は5,700円となる。
注２ データ通信量は7GB（イー・モバイルは5GB）が上限。上限超過後は速度制限。但し、各社とも２GB当たり2,500円の追加料金で速度制限を解除することが可能。

NTTドコモは2014年8月に新規受付終了予定。
注３ １GB まではデータ通信量制限なし。ウィルコムプランD+（データ通信量7GBまで、5,700円）も提供。
注４ Xi パケ・ホーダイ ライト プラン（３GB まではデータ通信量制限なし）
注５ 割引キャンペーンを適用することにより、最大２年間は月額5,200 円（割引期間終了後は、月額5,700 円）
注６ データ通信専用プランの場合は、基本料金として別途1,700円が課金される。

３Ｇ ３．９Ｇ

NTTドコモ パケ・ホーダイ パケ・ホーダイ パケ・ホーダイ ダブル パケ・ホーダイ フラット注1 Xiパケ・ホーダイ フラット注2 パケあえるプラン注6

au ダブル定額ライト ダブル定額ライト ダブル定額ライト ISフラット注1 LTEフラット注2 データ定額

ソフトバンクモバイル デュアルパケット定額 パケットし放題 パケットし放題 パケットし放題 for スマートフォン注1 パケットし放題フラットfor4G LTE注2 スマ放題

イー・モバイル - - - - データ定額５注2 －
ウィルコム - - - - ウィルコムプランLite注3 －
UQコミュニケーションズ － － － － UQ Flat －
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データ利用量:
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22,500

5,700

3,696

2,839

【参考】新プラン
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データ利用量:
30GB～～ ～～13GB

9,800

4,267

5,200注5

4,700

出所：各社HP等を基に総務省作成

ＭＶＮＯが提供するデータ通信プラン(代表例)

※１ 金額は税抜

※２ 容量制限のあるものは、容量制限を越えると低速のサービスに切り替わる
※３ iPhoneを利用の月額料金は、5,200円（３社共通）

出所：各事業者ウェブサイト出所：公表資料を基に総務省作成

ＭＶＮＯのデータ通信サービス・料金の概要

 MVNOの提供するサービスは、MNOに比べ、速度制限のかかるデータ通信上限量が低いかわりに月額料

金が低いものが多いのが特徴。

ＭＮＯが提供するデータ通信プラン(代表例)

提供事業者 プラン名 月額料金 備考

3000円
未満

NTTドコモ

Xiらくらくパケ・
ホーダイ

2,839円
月500MBの容量制限
※「らくらくスマートフォン」向
け

Xiパケ・ホーダイ
for ジュニア

2,839円
月500MBの容量制限
※「スマートフォンfor

ジュニア」向け

ソフトバンク
モバイル

パケットし放題
フラットforシンプル
スマホ

2,839円
月500MBの容量制限
※「シンプルスマホ」向け

ウィルコム
ウィルコムプラン
Lite

2,839円
月1GBの容量制限
※キャンペーン適用で24ヶ
月間1,886円/月

3000円
以上～
5000円
未満

イー・モバイ
ル

LTE電話プラン
（にねん）＋データ
定額5

3,969円
月5GBの容量制限・音声基
本使用料込み

NTT
ドコモ

Xiパケ・ホーダイ ラ
イト

4,700円 月3GBの容量制限

5000円
以上

NTT
ドコモ

Xiパケ・ホーダイ
5,700円

※３
月7GBの容量制限

KDDI LTEフラット
5,700円

※３
月7GBの容量制限

ソフトバンク
モバイル

パケットし放題フ
ラットfor 4G LTE

5,700円
※３

月7GBの容量制限

提供事業者 プラン名 月額料金 備考

1,000円
以下

U－NEXT
U-mobile＊d ダブル
フィックス

680円
月1GBまでの料金
月3GBまでは2,079円

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ･ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

楽天ブロードバンドLTE 
エントリープラン

834円 月300MBの容量制限

ＩＩＪ
高速モバイル/Ｄミニマ
ムスタートプラン

900円 月１ＧＢの容量制限

日本通信
b-mobile スマートSIM
月額定額980

934円
150kbpsの低速サービス
（容量制限なし）

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ｽﾞ

OCN モバイル one
(50MB/日）

900円 1日50MBの容量制限

ビッグローブ
BIGLOBE LTE・3G エン
トリープラン

900円 月1GBの容量制限

1,000円
～2,000
円

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
ｽﾞ

OCN モバイル one
(2.0GB/月）

1,450円 月2GBの容量制限

ビッグローブ
BIGLOBE LTE・3G ライ
トSプラン

1,505円 月2GBの容量制限

IIJ
高速モバイル/Ｄライト
スタートプラン

1,520円 月2GBの容量制限

U－NEXT
U-mobile＊d スタン
ダード

1,680円 月3GBの容量制限

2,000円
以上

日本通信
b-mobile 4G Pair GB
SIM

2,829円
2つの端末合計で月2GB
の容量制限

ﾌｭｰｼﾞｮﾝ･ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ

楽天ブロードバンドLTE 
アクティブプラン

2,839円
3日間で300MBの容量
制限

※ 金額は税抜
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下位MNO契約数・SIMカード系MVNO契約数の移動系通信市場全体に占める割合

 グループ内取引により重複計上される契約数を控除した時の移動系通信市場（携帯電話・PHS・BWA）全体

の契約数における下位MNO契約数とSIMカード系事業者のMVNO契約数の割合は、８％程度。

参考資料23

８．４％

【参考】 サービス変更コストの構成イメージ 参考資料24

 他の事業者へのサービスの乗り換えの自由度を表すサービス変更コストは、NTTドコモの学割等による割引

額が減少したほかは昨年度とほぼ同水準。

サービス変更コストの構成要素



実効速度の各社比較（３G、LTE） 参考資料25

 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によって得られた携帯電話事業者各社の実効速

度は、３GとLTEとで差異が見られる。

３G回線 LTE回線

（注）調査の内容は以下のとおり。
調査時期：2013年12月（（株）イードによる調査）。サンプル数：全46万8千サンプルのうち、一部から作成。
調査概要：利用者端末にイードが配布するアプリをインストールし、イードの測定サーバとやりとりしたデータにより速度を測定。また、回線種別等は、利用者

の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。

出所：民間事業者によるサンプル調査（注）の分析結果
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ＳＩＭロック解除の動向 参考資料26

 過去３年間で携帯電話事業者４者の端末のラインナップが143種から84種へと少なくなるのに伴い、SIMロッ

ク解除可能な端末の比率も55％から42％へ減少。

１１年度 １３年度

【参考】SIMロック解除可能な端末の種類数（各社別）

全１４３種

SIMロック

解除可能比率

54.5％（78種）

全８４種

SIMロック

解除可能比率

41.7％（35種）

携帯電話契約数（2014年3月末）における
SIMロック解除件数※比率

SIMロック解除可能な端末の比率（携帯４社全体）

※SIMフリー端末数を含む。

出所：総務省資料

出所：競争評価2013事業者アンケート



キャッシュバックに係る料金負担のイメージ

パケット定額料
5,700円

ネット接続料
300円

基本料
934円

パケット定額料
2,700円

ネット接続料
300円

基本料
934円

長期利用ユーザ
の負担額
※同一機種を２年以上

契約している場合

短期利用ユーザ
（MNP利用者）
の負担額

6,934円/月

約3,934円/月

月々サポート等
による割引

▲3,000円

月々の支払い 端末購入時の割引

端末購入なし

端末代割引
（ｷｬｯｼｭﾊﾞｯｸ）

▲60,000円
～

▲80,000円
端末代

0円

 短期間で携帯電話事業者を乗り換えるユーザ（MNP利用者※）は、長期間にわたり同一事業者で同一端末を利用する利用
者と比較して、毎月の支払額（月々サポート等による割引）及び端末の購入代金相当額分（キャッシュバック）の双方におい
て、優遇されている状況にあったとされる。

 これらのコストは、長期利用ユーザが負担している通信料の一部で賄われる状況にあったとされる。
※平成25年度のMNP利用数合計は、６５７万件。

通信料の一部

※機種変更をした場合と
ＭＮＰをした場合では
割引は異なる

出所：総務省資料
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注１）家族間でデータ容量を追加料金なしでリアルタイムに贈りあうことができるサービス「データギフト」を提供予定（2014.12～）
注２） 米国・英国のプランは102円/ドル、173円/￡で換算

国内 米国 英国

NTTドコモ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ au AT&T Verizon EE

プラン名
（開始時期）

カケホーダイ
パケあえる
（14.6～）

スマ放題
（14.7～予定）

データ定額
（14.7～予定）

Mobile Share Value plan
（2013.12～）

The More Everything Plan
（2013.2～）

4GEE Shared Plan
（2013.7～）

音声
国内通話無料

（SMS含む）
国内通話無料

（SMS含む）
国内通話無料

（SMS含む）
国内通話無料

（SMS含む）

データ
2GB～30GB （計6段階）

※ドコモのファミリーシェアは10GB以上
※SBMは余った分の翌月繰り越し可能

2GB～13GB
（計6段階）

250MB～50GB
（計17段階）

300MB～50GB
（計10段階）

2GB～50GB
（計6段階）

共有可能回線数 最大10回線 不明注1 最大10回線 最大10回線 最大5回線

月額
料金

基本料注2
¥2,700 スマホ：¥4,082[$40]

タブレット：¥1,020[$10] ¥4,154[£23.99]～
¥12,984[£74.99]

タブレット等データ通信のみ:¥1,700 無し

データ注2 ¥3,500～¥22,500
¥1,530[$15]～
¥38,268[$375]

¥2,050[$20]～
¥38,268[$375]

シェア
追加料金注2

¥500/台(回線)
(端末種別問わない)

無し
スマホ：¥4,082[$40]/台(回線)

タブレット：¥1,020[$10]/台(回線)
¥2,076 [£12]
（ＳＩＭ料金）

国内外主要キャリア、新プラン（オールネット定額＋データ共有）比較

国内外主要キャリアの新プラン比較（音声＋データ通信） ①

 国内キャリアは2014年夏より新料金モデル（オールネット定額,パケット共有プラン）を開始予定。

 海外キャリアはデータ通信（パケット共有含む）を軸に、無料音声をバンドルするモデルが主。
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データ上限 2GB 3GB 5GB 8GB 10GB 13GB 15GB 20GB 30GB

月額
料金
（円）

NTT/SBM 3,500 ‐ 5,000 ‐ 9,500 ‐ 12,500 16,000 22,500

au 3,500 4,200 5,000 6,800 8,000 9,800 ‐ ‐ ‐



国内外主要キャリアの新プラン比較（音声＋データ通信） ②

 国内キャリアの新プランのGBあたりの単価は、米国キャリアと比べて特に低いデータ量において安い。

 スマホの音声・データ合計の月額料金は、その台数が多いほど日本のキャリアは割安。ただし、米国キャリア
はデータ専用端末とのデータシェアが多いほど日本より割安。

共有台数 2台 4台 4台 10台 10台 4台 4台 10台 10台

データ容量 2GB 10GB 30GB 10GB 30GB 10GB 30GB 10GB 30GB

端末種別
スマホ×1

タブレット×1
スマホ×4 スマホ×4 スマホ×10 スマホ×10

スマホ×2
タブレット×2

スマホ×2
タブレット×2

スマホ×5
タブレット×5

スマホ×5
タブレット×5

月額料金(円)/GB

月額料金(円)

図．データ通信料金における日米キャリアの1GBあたり単価

図．日米キャリアのモデルケース比較（音声＋データ通信の月額料金合計）

注１ 音声及びデータ通信の料金は前頁に基づく。ただし、国内キャリアは、インターネット接続料(300円/台)を含む
注２ auの場合はデータを共有する回線の契約が別途必要 [4台/10GB：2GB×2+3GB×2] [4台/30GB：8GB×2+5GB×2] [10台/30GB：8GB×1+5GB×1+3GB×1+2GB×7] 

また同社のデータ専用プランについては不明のためタブレットを含むケースについては割愛。
注３ 102円/ドルで換算
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NTTドコモ/ソフトバンクモバイル au 米AT&T / Verizon
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2,550※
2,040※

※AT&T提供料金（4/5GB以上はAT&TとVerizonは同一料金）
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44,000 
57,000 

21,000 
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• 直近の開設計画の認定（周波数の割当て）においては、周波数を保有しない者（ＭＶＮＯ）に対して自網を

利用させる計画について、「サービス提供方法の多様性」※１及び「サービス提供対象者の多数性」※２の

観点から、評価を行ってきた。

※１ ネットワークの提供形態（卸・接続など）の多様性など

※２ ＭＶＮＯの契約数の見通しや関心表明書の添付の有無など

• また、認定された開設計画については、四半期ごとに進捗状況を総務省に報告することを義務付けてお

り、計画に遅滞が認められる場合には、この際に、指導・助言を行い、改善を求めている。

• なお、昨年7月に行った広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ）の高度化のための開設計画の認定に

おいては、四半期報告の概要及び確認結果を公表することとした。

（UQコミュニケーションズ株式会社から提出された四半期報告の概要及び確認の結果（平成25年10～12月） より抜粋）

公表例

＜報告概要＞

割当て時の審査におけるMVNOの取扱いについて 参考資料30



社名 回線種別
ｻｰﾋﾞｽｼｪｱ（＊1）

（四半期ﾃﾞｰﾀ）
設備ｼｪｱ（＊1） 収益ｼｪｱ

収益ｼｪｱ（＊2）

（国内売上高）

個社

NTT東西

固定系通信
全体 54.5％ 83.7％ －

FTTH 71.2％ 78.3％ －

KDDI

固定系通信
全体 － －

FTTH 9.5％ －

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ、
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸBB

固定系通信
全体 － －

FTTH 0.1％ －

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

NTTｸﾞﾙｰﾌﾟ
固定系通信

全体 54.9％ 54.4％

KDDIｸﾞﾙｰﾌﾟ
固定系通信

全体 19.0％ 22.9％

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ
固定系通信

全体 8.1％ 22.7％

＊１ 2014年３月末の数値。
＊２ 2013年度決算段階の数値による3グループの国内売上高より算出。

固定系通信市場における評価指標の多様化 / 市場評価の精緻化

 現行の競争評価においては、サービスシェアを中心とした評価指標としている。

 今後はグループ化の影響を考慮して多様な指標による評価を検討する必要がある。

評価指標の拡大
（サービスシェア
以外の指標導入
とグループシェア
を考慮）
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対
外
非
公
表

固定系ブロードバンド契約数の推移 参考資料32

 固定系ブロードバンド契約数の推移とＮＴＴ東西の割合の関係を示したのが以下のグラフである。

 ＦＴＴＨに占めるＮＴＴ東西の割合は減少傾向にある。

出所：総務省資料
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注１：固定系ブロードバンドにおけるＨＨＩについて、 2014年3月末時点では、ＮＴＴ東西とその他ＮＴＴ、ＫＤＤＩとＪ：ＣＯＭ、ソフトバンクとイー・アクセスのシェアをそれぞれ合算して算出している。
注２：FTTHにおけるHHIについて、2014年3月末時点では、ＮＴＴ東西とその他ＮＴＴ、ＫＤＤＩとＪ：ＣＯＭのシェアをそれぞれ合算して算出している。

固定系ブロードバンド市場の市場集中度（HHI※）の推移

 固定系ブロードバンド市場の市場集中度を表すＨＨＩは、FTTHでは低下傾向にある一方で、固定系ブロード

バンド市場全体では、グループ化に伴い増加傾向にある。

5,836 
5,704 5,691 

5,472 5,391 

3,048 3,008 
3,152 3,199 

3,493 

6,965 

6,668 
6,436 

6,073 

5,926 

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

10.3 11.3 12.3 13.3 14.3

FTTH

固定系ブロードバンド

（参考）固定電話

出所：総務省資料

※ HHI (Herfindahl‐Hirschman Index: ハーフィンダール・ハーシュマン指数)とは、当該市場
における各事業者の有するシェアの二乗和として算出され、市場集中度を表す指標。HHI
は、完全競争的な市場における０に近い値から完全な独占指標における10,000までの範
囲の値をとる。
例えば、市場が各社25%均等のシェアを持つ４社のみで構成されている場合、HHIは25²×
４=2,500、3社の場合は3,333、2社の場合は5,000となる。
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加入者回線総数とＮＴＴ東西のシェアの推移

加入者回線総数

メタル回線 加入光ファイバ 同軸ケーブル等

（万回線）ＮＴＴ東西の設置比率
（加入者回線）

ＮＴＴ東西の設置比率
（加入光ファイバ）

 加入者回線のうち、メタル回線が減少している一方、加入光ファイバは年々増加している。

 加入者回線総数に占めるＮＴＴ東西の割合は減少傾向にある一方、加入光ファイバに占めるＮＴＴ東西の
割合は横ばいの傾向。

出所：総務省資料
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光ファイバ回線数の純増数に占めるＮＴＴ東西の割合 2時点比較（都道府県別）

 2010年度と2013年度における光ファイバ回線数の純増数に占めるＮＴＴ東西の割合を見ると、東日本では
ほぼ横ばいとなっている中、西日本では減少している県が多い。また、西日本の割合は東日本に比べて全
体的に低い。

出所：総務省資料

全体 2013年度 2010年度

東日本 15 15 (100%) 15 (100%)

西日本 32 24 (75%) 27 (84%)

全国 47 39 (83%) 42 (89%)

■NTT東西の割合が50%以上の都道府県数
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ＮＴＴ東西の加入者回線等を
第一種指定設備として指定

（平成10年）

指定要件：都道府県ごとに50％超のシェアを占める加入者回線を有すること [第33条第1項]

対象設備：加入者回線及びこれと一体として設置される設備であって、他の電気通信事業者との接続が利用者
の利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことができない電気通信設備 [同上]

接続料、接続条件（接続箇所における技術的
条件等）について接続約款を定め、総務大臣
の認可を受けること。 [第33条第2項]

第一種指定設備の機能に対応した費用等や
第一種指定設備との接続に関する収支の状況
を整理し、公表すること。 [第33条第13項]

第一種指定設備の機能を変更等する場合に
は事前に設備改修日程等の計画を届出・公表
すること。 [第36条]

【接続約款の認可の要件 [第33条第4項]】

 機能ごとの接続料、標準的な接続箇所における技術的条件等が適正・明確に定められていること。

 接続料が能率的な経営の下における適正な原価を算定するものとして総務省令（接続料規則）で定める方法により算定された原価に照らし

公正妥当なものであること。

 接続条件が、第一種指定設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合の条件に比して不利なものでないこと。

 特定の事業者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

接続料は、機能ごとに当該接続料に係る収入（接続料×通信量等（需要））が、当該接続料の原価に一致するように定めなければならない。 [接続料規則第14条]

第一種指定設備を設置する事業者に対する規律

【参考】第一種指定電気通信設備制度について

①接続約款の策定・公表義務
（認可制）

②接続会計の整理・公表義務 ③網機能提供計画の届出・公表義務

指定

「機能」は総務省令で規定 （現在は、40機能）

認可を受けた接続約款に定める接続料・接続条件で接続協定を締結することが原則 [第33条第9項]

 固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワーク構造。

 このため、電気通信事業法では、他の事業者の事業展開上不可欠な設備（加入者回線等）を「第一種指
定電気通信設備」として総務大臣が指定し、当該設備を設置する事業者に対し、当該設備との接続に関す
る接続料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性を確保するための規律を課している。
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◇外資規制（１／３未満）
◇役員選任・剰余金処分認可
◇政府による１／３以上の株式保有

【参考】ＮＴＴグループの概要と適用される規律

ＮＴＴ（日本電信電話株式会社）

ＮＴＴ東日本（東日本電信電話株式会社）100%

100%

100%

地域会社：東日本における地域電気通信業務保有義務

持株会社

保有義務

ＮＴＴ西日本（西日本電信電話株式会社）

ＮＴＴコミュニケーションズ

長距離・国際通信業務等

66.6%66.6% ＮＴＴドコモ

移動体通信業務

地域会社；西日本における地域電気通信業務

54.2% ＮＴＴデータ

売上高・人員数は、
平成25年度末のもの

特殊会社に対する規制

◇ユニバーサルサービス提供責務
◇研究推進・成果普及責務
◇業務範囲規制※
◇事業計画認可

１．接続に関する規制
【主な規制】
◇接続約款の認可・公表(ＮＴＴドコモは届出)
◇接続会計の整理

２．一定の行為の禁止
【主な禁止行為】
◇接続情報の目的外利用・提供
◇事業者間の差別的取扱い
◇他事業者(コンテンツプロバイダ、製造・販売業者を含む)に対
する不当干渉

◇子会社等である事業者との役員兼任(ＮＴＴ東西のみ)
◇電気通信設備の設置等に関する他事業者への不利な取扱い

(ＮＴＴ東西のみ)
３．機能分離等（ＮＴＴ東西のみ）
◇設備部門と営業部門との隔離等
◇業務委託先子会社に対する監督義務

※ＮＴＴ：・地域会社が発行する株式の引受け及び保有並びに当該株式の株主としての権利の行使
・地域会社に対する必要な助言、あっせんその他の援助 等

ＮＴＴ東西： ・地域（＝同一の都道府県内）電気通信業務
・総務大臣へ届出の上、地域電気通信業務を営むために保有する設備・技術又は
その職員を活用して行う電気通信業務その他の業務 等

非対称規制

Ｎ Ｔ Ｔ 法

電

気

通

信

事

業

法

（連結）売上高 １０兆９，２５２億円 （連結）人員数 ２３万９，７５０人
（単独）売上高 ４，３０８億円 （単独）人員数 ２，８５０人

売上高 １兆７，７３８億円 人員数 ５，６５０人

売上高 １兆５，８９６億円 人員数 ４，９００人

売上高 ９，４４０億円 人員数 ６，８５０人

（連結）売上高 ４兆４，６１２億円
（連結）人員数 ２４，８５０人

（連結）売上高 １兆３，４３７億円
（連結）人員数 ７５，０００人

システムインテグレーション等
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【参考】平成２３年以降のＮＴＴグループに対する規律等

 機能分離に係る現状の規律について(平成２３年電気通信事業法改正事項）

【概要】

ＮＴＴグループと他事業者の適正な競争関係を確保するため、平成23年の電気通信事業法改正により、「ＮＴ
Ｔ東西の設備部門と営業部門等との間で、接続関連情報の目的外利用を禁止すること」等を義務づけた。

 ＮＴＴ東西の業務範囲規制に係る現状の規律について(平成２３年ＮＴＴ法改正事項）

【概要】

ＮＴＴ東西の、活用業務（総務大臣の認可を受けて、地域電気通信業務等の円滑な遂行及び電気通信事業
の公正な競争の確保に支障のない範囲内で、地域電気通信業務を営むために保有する設備もしくは技術又は
その職員を活用して、電気通信業務その他の業務）等について、平成23年改正により、届出により行えるように
なった。なお、届出のあった活用業務に対して総務省が行った確認の内容が公表されている。

 ＮＴＴグループの料金等に係る業務をＮＴＴファイナンスに移管すること等に関する要請について

【概要】

平成24年２月、ＮＴＴグループ各事業会社（ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴドコ
モ）の料金債権をＮＴＴファイナンス（ＮＴＴ持株の子会社）に譲渡するとともに、同社に料金審査、請求書発行、
料金回収といった業務を移管することを発表し、平成24年７月より実施。

これに関して総務省は平成24年３月、引き続き各社に課せられているＮＴＴ法の規律、各事業会社に課した累
次の公正競争確保のための措置、電気通信事業法の規律の趣旨を確保する観点から、ＮＴＴグループ各事業
会社及びＮＴＴファイナンスに対して、各社が講ずべき措置について要請するとともに、各事業会社に対し、当該
措置の内容を毎年総務省に報告するよう求め、その報告を確認している。

 改正後の規定の実施状況について 検討を加える等とされた平成23年の電気通信事業法等改正の内容を含
む平成23年度以降のＮＴＴグループに対する規律等（機能分離、業務範囲規制等）について、どう考えるべき
か。
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NTT東西

約86%

＜参考：回線数シェア（2014年3月末）＞

全回線メタル回線 光ファイバ回線

NTT東西

約75% NTT東西・
ｺﾑ・その他NTT

約57%

・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
・KDDI 等

NTTﾄﾞｺﾓ

約40%・au
・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
ﾓﾊﾞｲﾙ 等

DSL
NTT東西

約33%・ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
等

NTT東西

約71%

・ｹｲｵﾌﾟﾃｨｺﾑ
・KDDI
・アルテリア・
ネットワークス
等

FTTH

NTT東西

約99.9%
NTT東西

約86%
NTT東西

約77%NTT東西

約99.8%
NTT東西

約84%
NTT東西

約78%

・その他

［固定電話］ ［ＩＰ電話］ ［ブロードバンド］ ［携帯電話・ＰＨＳ・
ＢＷＡ］

※ （ ）内は２０１３年１２月末時点の数字

※ （ ）内は２０１３年３月末時点の数字

（約７5％）

（約５７％）

（約３３％）

（約７1％）

（約４１％）

（約９９．9％） （約８５％） （約７8％）

【参考】サービス別契約数等シェア（2014年３月末） 参考資料39

NTT東

西

40.0%
設備設

置事業

者

43.0%

その他

NCC

17.0%

13年度

契約数の純増数推移（ＦＴＴＨ、超高速ブロードバンド）

 NTT東西のFTTH契約数の純増数は低下傾向にあり、その純増数のシェアも76%（09年度）から50%（13年度）へと下落。

 それとは対照的に設備設置事業者やその他NCCのサービスシェアが増加。

 上記の傾向は、超高速ブロードバンドでより一層顕著になっている。

ＦＴＴＨ契約数の純増数推移 超高速ブロードバンド契約数の純増数推移

ＦＴＴＨ契約数の純増数のシェア

0
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NTT東

西

76.1%

設備設

置事業

者

11.3%

その他

NCC

12.6%

09年度

※1

NTT東

西

70.8%

設備設

置事業

者

17.4%

その他

NCC

11.7%

09年度

※1

※2

超高速ブロードバンド契約数の純増数のシェア

出所：総務省資料（一部推計含む）

NTT東

西

50.0%設備設

置事業

者

28.6%

その他

NCC

21.3%

13年度

※2

※１電力系事業者、ｱﾙﾃﾘｱ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ、CATV事業者（J:COM、JCN等）
※２電力系事業者、ｱﾙﾃﾘｱ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ、CATV事業者（J:COM、JCN等）、KDDI（自社設備に係るもの）
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ＦＴＴＨ契約数の純増数に占める競争事業者の割合 2時点比較（都道府県別）

 ＦＴＴＨ契約数の純増数に占めるＮＣＣの割合を見ると、ごく一部を除き、2010年度から2013年度にかけて
増加していることがわかる。

出所：総務省資料
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■ 競争事業者の割合が50%以上の都道府県の数

全体 2013年度 2010年度

東日本 15 3 (20%) 0 (0%)

西日本 32 19 (59%) 4 (13%)

全国 47 22 (47%) 4 (9%)
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NTT東西のフレッツ光のISP契約数の分析

 NTT東西のフレッツ光のISP契約数について、ISP別のシェアを見ると、Yahoo!BB光の割合が着実に伸びて
おり、2013年度末時点のシェアは13.7％であり、純増数ベースのシェアは57％と最多。
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出所：各社公表値及び総務省資料より推計
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ＦＴＴＨアクセスサービスの月額料金の推移
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2009

年

2010

年

2011

年

2012

年

2013

年

2014

年

NTT東日本※１ NTT西日本※２ KDDI※３

ケイ・オプティコム※４ So‐net※５

【ケイ・オプティコム】
ネットスタート割
適用で3,714円

（2012.1～2014.6）

【NTT東日本】
思いっきり割

適用で4,600円
（2012.12～2014.1）

【NTT西日本】
Web光もっともっと割

適用で4,810円
（2013.5～2014.5）

（税抜）

（円／月）

So‐neｔがFTTHサービス
に参入（2013.4～）

auスマートバリューで
スマートフォン等の

料金を割引※６
（2012.3～）

（戸建て向け、長期契約等の各種割引適用後の初年度料金。期間限定のキャンペーン料金は参考掲載）

※１ 【NTT東日本】ISP料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2008年3月まではBフレッツ・ハイパーファミリータイプ、2008年3月からフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012年3月から
はにねん割適用料金）。

※２ 【NTT西日本】ISP料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2005年2月まではBフレッツ・ファミリー100タイプ、2005年3月からはフレッツ・光プレミアムファミリータイプ、2008年3月からフレッツ・
光ネクストファミリータイプの料金（2012年11月まではあっと割引適用料金、2012年12月からは光もっともっと割適用料金）。

※３ 【KDDI】ISP料金（ニフティ）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。2006年12月までは東京電力のTEPCOひかり・ホームタイプ、2007年１月からKDDIのひかり、2008年10月からはギガ得プランの料金。
※４ 【ケイ・オプティコム】ISP料金、回線終端装置使用料を含む。 eo光ネット（ホームタイプ）100Mコース（2005年７月eoホームファイバーから改称）の料金（即割適用料金）。
※５ 【So‐net】ISP料金（so‐net）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。NURO光の料金。
※６ auスマートバリューは、一定の条件を満たすスマートフォン等について１台あたり月額1,480円引き（最大２年間）。

（2014年5⽉現在）

 ＦＴＴＨアクセスサービスの月額利用料は、2005年時点と比べると低廉化しており、また、各社の割引サービスにより、さらに
実質的な低廉化が進んでいる。

出所：各社公表資料を基に作成
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インターネット接続サービスの1か月当たりの利用料比較（基本料金を含む総支払額）（FTTH利用者）

 ＦＴＴＨ利用者へのアンケートによると、1ヶ月あたりの利用料は2012年度から2013年度にかけて各社ほぼ
横ばいとなっている。

（円）
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出所：競争評価2012・2013利用者アンケート
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現在のインターネット接続回線を契約した決め手（FTTH利用者）

 ＦＴＴＨ利用者の現在のインターネット接続回線を契約した決め手は、「回線速度が速いこと」が38%で最
多。ただし、前年度と比べると、2位の「月額利用料金が安いこと」（37%）との差が縮まり僅差となっている。

 ＫＤＤＩのＦＴＴＨ利用者に限った場合は、 「月額利用料金が安いこと」が50％で最多。「固定電話など他の
通信サービスとの一括契約による割引サービスがあること」も30％と３番目に多かった。
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出所：競争評価2012・2013利用者アンケート

（n=1,383）

（n=1,296）

【KDDI利用者に限った場合】
（2013年度）（n=242）

【37.6%】

【49.6%】

【29.8%】

【10.3%】

【29.8%】

【11.2%】

【9.1%】

【5.4%】
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【4.1%】

全体（左グラフ）

と大きな差が
あった項目

参考資料45

インターネット接続回線サービスに対する満足度

 インターネット接続回線サービスに対する満足度は、ＡＤＳＬ利用者及びＣＡＴＶインターネット利用者は横
ばい、ＦＴＴＨ利用者は減少。

 ＦＴＴＨ利用者については、ＮＴＴ東西利用者、ＫＤＤＩ利用者ともに満足度は減少。

＜固定インターネット利用者（回線種別）＞＜FTTH利用者（事業者別）＞
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他のインターネット接続回線への変更意思の有無（FTTH利用者）

 固定回線の利用者に対し、今後、他の固定インターネット回線への変更意思を尋ねたところ、「変更したいと思わな
い」が約８割に上り、変更意向がある者等の約２割を大きく上回った。

 「変更したいと思わない」回答者に理由を尋ねたところ、「新たに初期費用を払いたくないから」が約４割で最多、続い
て申し込み手続や新たな設定の煩雑さを挙げている者が多かった。

 変更意向がある者の変更の決め手となる理由を尋ねると、月額料金・初期費用の安さや回線速度の速さを挙げる者
が多い。

変更の決め手

（%）

変更したいと

思わない, 79.0

FTTH, 8.9

ADSL, 0.3

CATV, 0.5
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移動系, 1.0

その他・わから

ない, 10.3

n=1,383
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ら
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サービスに加入して
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申し込み等の手続
きが面倒であるから

29.3 28.6

新たに設定するの
が大変であるから

29.3 28.7

（%）

変更しない
理由

出所：競争評価2012・2013利用者アンケート
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サービスがあること

25.7 20.8

申し込み等の手続
きが簡単であること

18.0 18.4

設定が簡単であるこ
と

17.5 18.1

（%）
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各社の解約手数料、キャンペーン、その他（初期費用、工事費等）

企業名 サービス名称
契約手数料・

登録料
初期工事費等

キャンペーン等（新規契約の場合）
解約料

名称 金額

NTT東日本 フレッツ光ネクスト 800円 24,000円

「思いっきり割」＋「に
ねん割」＋「フレッツ
光マンスリーポイン
ト」(適用条件)

115.5円
～1165.5円

（月額料金割引）

戸建て向け9,500円
集合住宅向け1,500

円

（割引適用期間中の
解約の場合のみ）

工事費割引
最大24,000円

（1,000円×24ヶ月） 13,000円

（契約期間が定めら
れているプロバイダ
の場合：plalaの例）

フレッツ光
月額利用料割引

最大21,000円
（700円×30回）

KDDI

auひかりホーム
（ギガ得プラン）

800円 37,500円
月額利用料（ネット、
電話）割引

最大37,500円
（30か月間）

（ホーム）
9,500円

（２年契約,自動更新）
プロバイダ

キャッシュバック
（ウェブ申込み）
（Niftyの例）

戸建て向け20,000円
集合住宅向け5,000

～10,000円
auひかりマンション 800円 30,000円

（マンション）
‐

ケイ・オプ
ティコム

eo光ホーム 3,000円 27,000円 ①ネットスタート割
（月額料金割引）

②工事費・初期費用
割引
③キャッシュバック
(Web申込み等)

①12,389円
（953円×13ヶ月）

②27,000円
③20,000円

1年以内…27,000円
即割適用の場合
1年以内 30,000円
2年以内 14,070円

eo光マンション
－ 8,286円

①12,000円
（1,000円×12ヶ月）

②8,000円
③5,000円

－

出所：各社HP等を基に総務省作成

サービスの解約料、新規契約先での契約手数料・登録
料、初期工事費等を合算すると、

おおむね約１～５万円
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ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰ固定世帯数※

J：COM純増数（固定系超高速BB）

KDDI純増数（固定系超高速BB）

ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰau契約数

 2012年３月の「auスマートバリュー」のサービス開始以後、その利用者数は増加し、2013年末時点で
移動系（ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰau契約数）は600万超、固定系（ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰ固定世帯数）は300万超に上る。

移動・固定契約数の推移及び
サービス開始後の固定純増数

ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰau契約数
６６万

ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰ固定世帯数
４４万

(万契約)

※KDDIｸﾞﾙｰﾌﾟ各社、固定系提携事業者の合計。

注 「ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰ固定世帯数」が「KDDI純増数（固定系超高速BB）」にどのように寄与したのかを表す
決定係数（R²）の値は0.992と、両者の高い相関関係を示している。

ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰ固定世帯数
３２１万

KDDI＋J：COM純増数
１３６万

ｽﾏｰﾄﾊﾞﾘｭｰau契約数
６１１万

出所：KDDI公表資料及び総務省資料

KDDIグループ内のサービス連携のイメージ

※2014年３月末現在で移動系（スマートバリューau契約数）は705万、 固定系（スマートバリュー固定世帯数）は358万。

au スマートバリューのインパクト① 参考資料49

固定系超高速BB契約数の指数化 携帯電話契約数の指数化

 固定系超高速BB契約数及び携帯電話契約数について、「auスマートバリュー」開始時（2012年3月）を100と
して指数化したところ、
・ 固定系超高速BB市場においては、KDDIの伸び率（216）は市場全体（115）を大きく上回る。
・ 携帯電話市場における伸び率は、KDDI（111）は市場全体（110）とほぼ同水準にとどまる。
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※ 破線部はJ：COMの契約数を考慮しなかった場合。
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KDDI
（au）
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NTTドコモ

出所：総務省資料注 上表の指数は、各社ごとに２０１２年３月期との契約数の比較を行ったもの。
（２０１２年３月期における各社の契約数が異なることに注意を要する。）

出所：総務省資料

au スマートバリューのインパクト② 参考資料50
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○ 3.9G（LTE）とBWAからなる移動系超高速ブロードバンドサービスは、2010年以降に急拡大し、
契約数ベースでは、FTTHとCATV（回線通信速度下り30Mbps以上）の両アクセスサービスの契約
数を合計した固定系超高速ブロードバンドサービスの契約数を大きく上回る。

超高速ブロードバンドサービスの普及

【超高速ブロードバンドサービス契約数の推移】

【固定系超高速ブロードバンド】

【移動系超高速ブロードバンド】

出所：総務省資料

出所：総務省資料

出所：総務省資料
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36.9%

47.6%
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59.2%

■市区町村数（2013年3月末） ■（左記市区町村の）世帯数（2013年3月末）

 固定系超高速ブロードバンドサービスが２以上の事業者により提供されている市区町村数は、関東と近畿
の両ブロックでは８割近くに達する。

 ２以上の事業者によるサービスが提供されている割合を世帯比率で見た場合、関東と近畿の両ブロック
では９割を大きく上回り、九州ブロックでも８割を超える。

提供事業者数とその補完データ

出所：総務省資料及び競争評価2013事業者アンケート

参考資料52



超高速ブロードバンドのサービス品質

（Mbps）

○ 民間事業者の実施した通信速度調査の分析結果によれば、超高速ブロードバンドの各サービスは、ブ
ロードバンドのサービス品質を大きく上回る。

○ 超高速ブロードバンドについて、固定系の中ではCATVインターネットがFTTHと代替しうることが分かっ
た。また移動系は固定系のサービス品質を下回るという結果であった。

ブロードバンド 超高速ブロードバンド

（注）本調査は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の条件下のものである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い80%）の分布を示した
ものであり、この幅を超えた実効速度も存在している。
※ADSL、FTTH及びCATVの調査概要は以下のとおり。
調査時期：2013年4月～2014年1月（（株）Studio Radishによる調査）。サンプル数：全15万8千サンプルのうち、一部から作成。調査概要：Studio Radishの測定サーバ（東京と大阪の2か所）に、利用者端末からアクセスした際
の下り速度を調査。同一の利用者が複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い結果のみを利用。また、回線種別・速度等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない
場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。
※３G及びLTEの調査概要は以下のとおり。
調査時期：2013年12月（（株）イードによる調査）。サンプル数：全46万8千サンプルのうち、一部から作成。調査概要：利用者端末にイードが配布するアプリをインストールし、イードの測定サーバとやりとりしたデータにより速度
を測定。また、回線種別等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。

出所：民間事業者によるサンプル調査（注）の分析結果
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アクセス回線のサービスの提供形態について

アクセス回線の直接販売 アクセス回線の卸売と再販

一般消費者 一般消費者

アクセス回線を提供

アクセス回線の卸売

アクセス回線の再販
（独自サービスを含む。）

【参考】 ＮＴＴ東西が検討中
の卸取引

○ 本年５月13日、ＮＴＴは、ＮＴ
Ｔ東西が平成26年度第３四半
期以降に「サービス卸」を提
供すると発表。

ｻｰﾋﾞｽ事業者

通信キャリア
MVNO
 ISP 等

設備事業者
（設備投資を行ってｻｰﾋﾞ

ｽを提供する事業者）

設備事業者
（設備投資を行ってｻｰﾋﾞ

ｽを提供する事業者）
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出所：NTT資料等を基に総務省作成



卸電気通信役務（固定）

線路敷設又はIRU

他の電気通信事業者から
卸電気通信役務を受ける

再販

卸電気通信役務について

設置

卸電気通信役務（移動）

インターネット

ゲートウェイ サーバ等

ＭＶＮＯ

ユーザ

電気通信役務

再販

卸電気通信役務

ＭＶＮＯによる電気通信役務

卸電気通信役務

交換機

ＭＮＯ

ＭＮＯから
卸電気通信役務を受ける

ユーザ

出所：総務省資料
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（総務省 電気通信事業者のネットワーク構築マニュアルより）

（総務省 MVNO事業化ガイドラインより）

連携サービス利用に関する意向調査結果

 競争評価2013の利用者アンケート結果より、

• アンケート全回答者中、連携サービスの利用意向を示した回答者は41％。

• 利用意向を示した回答者のうち、約７割がNTTの連携サービスの利用を希望。

連携サービスの利用意向

アンケート回答者全体
（N=2,010)

連携サービスの
利用意向あり
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２６％

NTT利用意向

７４％

出所：競争評価2013利用者アンケート※
※競争評価2013利用者アンケート

Ｗｅｂ形式による約2,000人に対するアンケート調査。その対象者は、アンケート調査会社登録モニターで、自宅で固定回線（ＡＤＳＬ回線・ＣＡＴＶ回線・ＦＴＴＨ回線）や移動体通信端末を利用している
全国の10代以上の男女。サンプルが偏らぬよう、居住地域や年齢区分ごとに割付を行って対象者を選定。調査項目については、移動系・固定系の別に分けてサンプルを回収。
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公衆無線LAN 基地局数及び契約数

出所：総務省資料

参考資料57

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

自ら設置した基地局数 契約数

移動系通信事業者 固定系通信事業者・その他事業者

86.3万

65.3万
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21.0万

24.3%

5548.4万

82.1%

1212.2万

17.9%

6760.7万
（単位：万契約）

（単位：万契約）

ＮＴＴグループ各社とNTTファイナンスのサービスのスキーム

※１．NTT事業会社から利用者への直接請求分は含まない。
※２．主な事業者：日本放送協会、ビッグローブ株式会社、株式会社読売ハートサービスなど。 出所：公表情報等を基に総務省作成。内容については平成２５年１２月現在。

58

NTT
ﾌｧｲﾅﾝｽ

利用者

NTT東日本

NTT西日本

NTT
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

NTTドコモ

おまとめ請求 注 ＮＴＴ４社の契約者の内希望者のみ

ビリングサービス （※１）

債権回収
代行依頼

利用者
tabalまるごと決済

提供事業者数：72社 （※２）

提供事業者数：9社

料金債権
の譲渡

NTT４社
料金請求

請求書を
１通に集約

各社債権
の

回収代行

提携会社
（上記４社以外のNTT

グループ会社）

提携会社
（グループ外）

料金統合請求型サービスの提携状況 参考資料58



 
 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 移動系通信市場 
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第１節 移動系データ通信市場の分析及び競争状況の評価 

 

１．本節では、「移動系データ通信市場」について、重点的な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データに加え、近年

の移動系通信市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要素について分析を行い、

評価を行うこととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高等）、事業者別シェア 

② 市場集中度 

③ 料金等 

④ サービス品質 

⑤ スイッチングコスト 

（２） また、評価に当たっての勘案要素として、上位下位レイヤーをレバレッジとした

ネットワークレイヤーへの影響 

について、事業者アンケートや利用者アンケート等の結果も踏まえつつ分析を行う。 

これらの分析結果に基づき、移動系データ通信市場に関し、以下の点について競争状

況の評価を行う。 

（１）単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２）上記市場支配力の存在が認められる場合にはその行使の有無 
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１ 移動系通信市場の動向 

１-１ 市場の規模 

2013 年度末時点における、データ通信と音声通信を区別しない移動系通信市場（携帯電話・

PHS・BWA）全体の契約数（MVNO 契約数を含む。）は、１億 5,702 万で、対前年度末増加率 7.2%

であった。その数は、スマートフォンやタブレット端末等の急速な普及に伴い、我が国の総

人口を超えて引き続き漸増している。移動系通信市場全体の売上高を見ると、2013 年度末に

10 兆 6,053 億円（対前年度末比 8.9%増）となっており、2012 年度に引き続き漸増している。 

また、2013 年度末の携帯電話の契約数増加率は 5.9%であったのに対し、昨年度に引き続き

回復基調にある PHS の契約数増加率は 9.1%であった。 

 

 

【図表Ⅱ－２－１ 契約数及び売上高の推移】 

 

(注)各社の決算額等から市場の売上高を算出。ただし、移動通信事業の売上高を公表していない社については推計値を使用。 

出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 
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【図表Ⅱ－２－２ 契約数の増減率（携帯電話/PHS/MVNO/全体）の推移】 

 

出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

移動系通信サービスを提供する各社の契約数の推移を見ると、2013 年度末時点の契約数は、NTT

ドコモが 6,311 万、KDDI が 4,052 万、ソフトバンクモバイルが 3,592 万、ウィルコムが 555 万、

イー・アクセスが 446 万という順に多く、いずれの事業者も契約数を引き続き増やしている。1 

 

【図表Ⅱ－２－３ 各社の契約数の推移】 

 

出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

                                                  
1 なお、各社の解約率は、2013 年度において、NTT ドコモ 0.87%（対前年度比 0.05 ポイント増）、KDDI0.79%（同 0.16 ポイント増）、ソフトバ

ンクモバイル 1.27%（同 0.18 ポイント増）となっている。 
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移動系通信サービスの主要事業者の売上高を見ると、NTTドコモが４兆 4,612億円（対

前年度末比 0.2%減）と最も大きな売上高となっており、ソフトバンクグループが３兆

1,655 億円（同 35.0%増）となっている。なお、KDDI については、2012 年度から移動通

信事業のセグメント情報の公表をとりやめたことから下記の図表Ⅱ－２－４では推計

値を用いているほか、2013 年度からイー・アクセスがソフトバンクグループの連結子

会社となったことから、個社の数値を表示していない。 

 

【図表Ⅱ－２－４ 各社の売上高の推移】 

 

(注)「ソフトバンクモバイル」の 13 年度の売上高については、ソフトバンクグループ(イー・アクセス含む)の数値。 

出所：各社決算資料を基に総務省作成 

同様に、営業利益を見ると、ソフトバンクグループが対前年度末比で 17.8% 、NTT ド

コモが 2.1%増加している。なお、KDDI については、売上高と同様に推計値を用いてい

る。 

 

【図表Ⅱ－２－５ 各社の営業利益の推移】 

 

(注)「ソフトバンクモバイル」の 13 年度の営業利益については、ソフトバンクグループ(イー・アクセス含む)の数値。 

出所：各社決算資料を基に総務省作成 
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移動系通信サービスの主要事業者の ARPU を見ると、各社ともにデータ ARPU は増加し

ているものの、その一方で音声 ARPU が減少していることから、必ずしも総合 ARPU（音

声 ARPU＋データ ARPU）の伸びに結びついていない。 

 

【図表Ⅱ－２－６ 各社の ARPU の推移】 

 

（注１） NTT ドコモはスマート ARPU も含む。 

（注２） KDDI の 2012 年度以降の ARPU は、「パーソナルセグメント」の「au 通信 ARPU」を使用。音声 ARPU からは割引適用

額を控除。 

（注３） ソフトバンクモバイルの 2011 年度までの ARPU は、通信モジュールを含む。 

出所：各社決算資料

2,900
2,530

2,200
1,730

1,370

3,150 
2,620 

2,020 

1,330 
940 

2,050 1,890 
1,650 1,770 

1,520 

2,450

2,540
2,670

3,110

3,130

2,260 

2,320 

2,490 

2,850 
3,210 

2,020 2,310 
2,510 

2,780 
2,930 

5,350
5,070

4,870 4,840

4,500

5,410 

4,940 

4,510 

4,180 4,150 4,070 
4,210 4,150 

4,550 4,450 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度 09年度 10年度 11年度 12年度 13年度

ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ（au） ソフトバンクモバイル

音声ＡＲＰＵ データＡＲＰＵ

（円）



6 

１-２ 主要な事業者の動向 

（１） 移動系通信市場全体の市場集中度（HHI）2は、2013 年度末時点で 2,837 となっており、

2012 年度に比較して 113 減少している。 

（２） 事業者別には、2013 年度末時点でソフトバンクモバイルが 22.9%（対前年度比 0.7 ポ

イント増）とシェアを伸ばし、KDDI が 25.8%（同±0.0 ポイント）と増減無し、NTT ドコ

モが 40.2%（同 1.8 ポイント減）とシェアを落としている。 

 

【図表Ⅱ－２－７ 事業者別シェア及び市場集中度の推移】 

 

出所：（一社）電気通信事業者協会及び総務省資料 

  

                                                  
2 公正取引委員会「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」（平成 23 年６月改定）においては、市場集中度について、次の考え

方が示されている。 
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企業結合後：HHI2,500 以下（かつシェア 35%以下）・「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さい」 

○水平的企業結合の場合 

企業結合後：HHI 1,500 以下、又は HHI 1,500 超 2,500 以下（かつ HHI 増分 250 以下）、又は HHI2,500 超（かつ HHI 増分 150 以
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２ 移動系データ通信市場の分析 

２-１ 基本データ（供給側データ）の分析 

（１） 市場の規模 

2013 年度末における移動系データ通信市場の契約数は１億 5,632 万となっている。売上高

は７兆 3,252 億円で、前年度と比べた増加率は 18.3%であった。 

 

【図表Ⅱ－２－８ 契約数及び売上高の推移（データ通信）】 

 

（注） 契約数について、2012 年 3 月末までの数値は、競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値であり、当該アンケート

においては、原則として MVNO 契約数を除いた MNO 契約数の合算値。ただし、音声・データ通信専用といった区分では分

計不可と回答があった一部の事業者については MVNO の契約数を含んでいる。2013 年 3 月末以降の数値は、電気通信事業

報告規則（昭和 63 年郵政省令第 46 号）による報告に基づく数値であり、MVNO 契約数を含んだ MNO 契約数の合算値。 

出所：総務省資料、公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートを基に総務省作成 
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（２） 主要事業者の動向 

移動系データ通信市場の市場集中度（HHI）は、2013 年度末時点で 2,841 となってい

る。同年度の市場シェアについては、NTT ドコモは 40.4%、KDDI は 25.8%、ソフトバンク

モバイルは 22.6%、イー・アクセスは 2.9%などとなっている。 

【図表Ⅱ－２－９ 契約数の事業者別シェア及び市場集中度の推移（データ通信）】 

 

（注） 契約数について、2012 年 3 月末までの数値は、競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値であり、当該アンケート

においては、原則として MVNO 契約数を除いた MNO 契約数の合算値。ただし、音声・データ通信専用といった区分では分

計不可と回答があった一部の事業者については MVNO の契約数を含んでいる。2013 年 3 月末以降の数値は、電気通信事業

報告規則による報告に基づく数値であり、MVNO 契約数を含んだ MNO 契約数の合算値。 

出所：総務省資料、公表資料等及び競争評価 2011 事業者アンケートを基に総務省作成 
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（３） グループ化を考慮したシェア及び市場集中度（HHI）の変動 

戦略的評価におけるグループ化の考え方を踏まえ、個別の事業者単位に加えて事業者

グループ単位の市場シェアと市場集中度（HHI）を算出したのが図表Ⅱ－２－10 ～ Ⅱ

－２－12 である。なお、2013 年３月末におけるグループ化の考慮はグループ各社のシ

ェアを単純合算したもの、2014 年３月末におけるシェアについては重複したグループ

内契約数を排除したものとなっている。 

 

【図表Ⅱ－２－10 携帯電話の場合（個社/グループ比較） 】 

 
出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－２－11 携帯・PHS・BWA の場合（個社/グループ比較）】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－２－12 移動系データ通信市場の場合（個社/グループ比較）】 

 

出所：総務省資料 
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（４） データ通信専用サービス3の動向 

移動系データ通信市場の拡大の背景には、スマートフォンの普及に加えて、データ通信専

用サービスの急速な拡大がある。同サービスには、タブレット端末をはじめ、モバイル Wi-Fi

ルータ、データ通信カード、フォトフレーム、通信モジュールといった多様な通信機器が含

まれる。使用する通信サービスは、携帯電話・PHS アクセスサービスと BWA アクセスサービ

スとに大別される。 

2013 年度末時点のデータ通信専用サービスの契約数は 3,432 万であった。そのうち、通信

モジュールを除く契約は、利用者のタブレット端末や Wi-Fi ルータ等のデータ通信専用端末

等の２台目需要による部分が大きいと考えられる。また、993 万を占める通信モジュールに

ついては、エレベータ・自動販売機の遠隔監視、自動車のカーナビ等の機械同士の通信であ

る M2M（Machine to Machine）通信、電力・ガスの検針など、多岐にわたる企業活動で利用

されている。 

データ通信専用サービスの契約数の事業者別シェアの構成は、移動系通信市場や移動系デ

ータ通信市場とは異なり、UQ コミュニケーションズとイー・アクセスが一定のシェアを確保

している（図表Ⅱ－２－15）。 

 

【図表Ⅱ－２－13 通信モジュール（M2M 含）の主な利用分野】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 

  

                                                  
3  モバイル Wi-Fi ルータや通信モジュールなどのデータ通信のみのサービスを提供するもの。 

事業者名

用途

遠隔監視※ カーナビ デジタル
フォトフレーム

セキュリティ端末 備考

NTTﾄﾞｺﾓ ○ ○ ○ ○
・その他の用途
ITS、位置情報サービス、医療、教育、金融、
電力・環境エネルギー、ハンディターミナル、
ゲーム機

※遠隔監視の具体例
電力・ガス、自動販売機、業務用車両、産
業機械、エレベータ、コピー機、ＡＥＤ、コイ
ンパーキング

KDDI ○ ○ ○ ○

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ ○ ○ ○ ○

ｳｨﾙｺﾑ ○ ○
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【図表Ⅱ－２－14 データ通信専用サービスの契約数の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－２－15 データ通信専用サービスの契約数の事業者別シェア（2013 年度

末）】 

 

出所：総務省資料 
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（５） MVNO サービスの動向 

（市場の規模） 

2013 年度末時点の MVNO サービスの契約者数は 1,533 万で、対前年度末比で 40.5%の増加を

示している。その内訳を見ると、携帯電話・PHS サービスを利用しているものが 810 万（同 40.0%

増）であるのに対し、BWA サービスの利用が 723 万（同 41.1%増）となっている。また、MVNO

の事業者数は、2013 年度末で 163 社であった。 

 

【図表Ⅱ－２－16 MVNO サービスの契約数の推移】 

 

（注） 2013 年６月末までの契約数は、電気通信事業報告規則に基づき MNO から報告のあった数値の単純合算値（延べ数） 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－２－17 MVNO の事業者数の推移】 

 

（注） 2013 年９月に電気通信事業報告規則等の改正を行ったことにより、MVNO 事業者名を報告対象とすること等を通じて、

報告の適正化を実施したため、事業者数が減少。  

出所：総務省資料 
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（MVNO の属性分類） 

MVNO 各社への事業者アンケートの結果から得られたデータに基づいて MVNOの属性を見ると、

情報通信業が約８割を占めており、MVNE（Mobile Virtual Network Enabler）事業を行う

MVNO は 24.5%と昨年度より増加している。 

 

【図表Ⅱ－２－18 主な業種及び MVNE 事業の実施状況】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 

 

MVNOが提供するサービス内容としては、「データ通信のみ」の割合が８割程度となっており、

音声通信と比べて圧倒的に多い。また、MNO との契約形態としては、卸電気通信役務による

ものが大半である。 

【図表Ⅱ－２－19 MVNO のデータ通信／音声通信の別及び卸役務／事業者間接続の

別】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 
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（MVNO の認知度等） 

図表Ⅱ－２－20 のとおり、利用者アンケート結果によれば、MVNO の認知度は 48%と昨年度

の 31%に比べ大きく増加している。また、MVNO を認知していて、今後の利用意向がある回答

者の中で、「音声・データ通信共に利用したい」と答えた割合が 61%と最多になった。 

 

【図表Ⅱ－２－20 MVNO の認知度及び今後の利用意向】 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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16 

２-２ 基本データ（需要側データ）の分析 

（１） 料金等 

① 2013 年度末現在の NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイルのデータ定額通信料金

は、概ね各社横並びであるが、各社ともスマートフォンの利用を前提としたフルブラ

ウザ利用時の料金は、フィーチャーフォン時代より高めに設定されている。一方で、

イー・アクセス、ウィルコム、UQ コミュニケーションズは３社に比べ低料金のプラン

を主軸としている4（図表Ⅱ－２－21）。 

② 諸外国のスマートフォン(3.9G)プランでは概してデータ通信料に応じた多様な料金

プランを提供しているのが特徴である（図表Ⅱ－２－22)。 

 

【図表Ⅱ－２－21 携帯電話料金（データ定額通信料）の推移】 

 

（注１） フルブラウザ利用時の料金は 5,700 円となる。 

（注２） データ通信量は 7GB（イー・モバイルは 5GB）が上限。上限超過後は速度制限。但し、各社とも２GB 当たり 2,500 円

の追加料金で速度制限を解除することが可能。NTT ドコモは 2014 年 8 月に新規受付終了予定。 

（注３） １GB まではデータ通信量制限なし。ウィルコムプラン D+（データ通信量 7GB まで、5,700 円）も提供。 

（注４） Xi パケ・ホーダイ ライト プラン（３GB まではデータ通信量制限なし） 

（注５） 割引キャンペーンを適用することにより、最大２年間は月額 5,200 円（割引期間終了後は、月額 5,700 円） 

（注６） データ通信専用プランの場合は、基本料金として別途 1,700 円が課金される。 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

  

                                                  
4 なお、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイルは相次いで 2014 年夏以降の新料金プランを発表。音声通話定額の基本料が組み込ま

れた形で、データ使用量に応じた多段階のプラン設定が可能になるほか、余ったデータ通信量を融通し合える等の特徴がある。 
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【図表Ⅱ－２－22 諸外国におけるスマートフォン（LTE）プラン】 

 

（注１）料金は 2014 年５月現在の内容であり、アンドロイド端末の場合における最も初期費用の安い２年契約プラン（ただし、

仏国のみ 12 ヶ月契約）を記載。 

（注２）日本の新料金プランについては、2014 年 6 月 1 日からサービス開始予定。2GB、5GB のプランについては、一人 10 回線

まで契約可。10GB 以上のプランについては、家族 10 人まで契約可。 

（注３）米国の各プランについては、端末 10 台までデータ容量の共用が可能。 

（注４）購買力平価（平成 24 年）： １米＄＝102.6 円、１￡＝147.9 円、１仏€＝122 円、１€独＝131.3 円、１₩＝0.121 で計

算。小数点以下四捨五入。 

出所：総務省資料
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使用料
250MB 500MB 1GB 2GB 3GB 4GB 5GB 6GB 7GB 8GB 9GB 10GB ・・・ 備考

日本
（NTTドコモ）

743※1 ― ― ― ― 4,700
（6,410）

― ― ― 5,700
（7,410）

―
8,200

（9,910）

10,700
<１１GB>
（12,410）

－

※1
・別途ネット接続料300円及び通
話料が必要。
・括弧内は基本料、ネット接続料、
自網内通話無料（667円）を加算。
他網への通話料は別途必要。

新プラン

2,700※2 ― ― ― 3,500
（6,500）

4,500
（7,500）

- 5,000
（8,000）

6,000
(9,000）
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8,000
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（12,500）

22,500
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※2
・別途ネット接続料300円必要。
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― ― 5,545※3

（£37.49）
― 6,162

（£41.66）
― ― 6,778

（£45.83）
― 9,248

（£62.5）
― ― 11,703

（£79.1）
― ・国内通話無制限

※3 通話1,000分まで無料。

仏国
（Orange）

― ― 2,550
（€20.9）

― ― 3,365
（€27.58）

― ― ― 4,080
（€33.4）

― ― 16,320
（€133.77）

―
・国内通話無制限
・10GBプランは端末セットプラン
のみ。

独国
（T-Mobile）

― ―
4,954

（€37.73）
（750MB）

6,610
（€50.34）

（1GB）

9,920
（€75.55）
（2.5GB）

― ― 11,028
（€83.9９）

― ― ― ― ― ― ・最低100分から無料通話分があ
る。

韓国
（SKTelecom）

― ―
3,267

（₩27,000）
（800MB）

3,812
（₩31,500）
（1.6GB）

4,659
（₩38,500）
（2.6GB）

― ― 5,566
（₩46,000）

― ― ― 6,534
（₩54,000）

7,865
（₩65,000）

〈13GB〉

9,196
（₩76,000）

〈18GB〉

・最低120分から無料通話分があ
る。

（単位：円）
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④ 主要事業者３社のデータ ARPU については、引き続き各社とも増加しており、利用者

の支払うデータ通信料金が上昇傾向にあることがうかがえる。 

 

【図表Ⅱ－２－23 データ ARPU の推移】 

 

（注１） NTT ドコモはスマート ARPU も含む。 

（注２） KDDI の 2012 年度以降のデータ ARPU は、「パーソナルセグメント」の「データ ARPU」を使用。 

（注３） ソフトバンクモバイルの 2011 年度までの ARPU は、通信モジュールを含む。 

出所：各社決算資料 

 

【図表Ⅱ－２－24 携帯電話のデータ接続料（レイヤ２）の推移】 

 

（注） 前年度実績値に基づく接続料。なお、平成 26 年３月、「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」改

正により、2013 年度適用接続料より、データ接続料の算定に用いる入力値を「前年度実績値」から「当年度実績値」に変

更。各社の当年度実績値に基づく 2013 年度適用接続料（平成 26 年末頃、届出見込み）は、更なる低廉化が見込まれる。 

出所：総務省資料 

  

2,450 2,540
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MVNOが運営・管理するパケット交換機を

MNOのネットワークに接続する形態。MVNOが
認証、セッション管理機能等を担うことにより、
MVNO独自のサービス設計（低料金・低容量
サービス等）が可能。
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⑤ データ通信料金について、データ通信専用端末用のプランと音声利用可能な端末用

のプランの別にデータ通信上限量で比較したものが図表Ⅱ－２－25 である。MNO の

3.9G の月額料金プランでは７GB を上限とするものが中心である一方、MVNO は 3GB 以

下の低料金プランが中心である。 

⑥ なお、総務省において実施したスマートフォン・ユーザのデータ使用量の試算では、

利用者１人当たり月間 2.4GB5が平均値であり、利用実態に応じた料金プランの提供は

限定的である。 

 

【図表Ⅱ－２－25 月額料金別のデータ通信量の比較（3.9G, BWA）】 

＜音声利用可能な端末＞ 

 

＜データ通信専用端末＞ 

 
出所：各社 HP を基に総務省作成

                                                  
5 民間事業者による端末種別の契約数推計及び競争評価 2013 事業者アンケートの回答等を踏まえ、スマートフォン１台あたり月間トラヒッ

クを推計。詳細は競争評価データブックに記載予定。 
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【図表Ⅱ－２－26 主要３事業者の定額データ料金プラン】 

 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

【図表Ⅱ－２－27 MVNO の定額データ料金プラン(代表例)】 

 
出所：各社 HP を基に総務省作成
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⑦ 通信速度については、MNO に比して MVNO が３G サービスにおいて低速度・低料金プ

ランにより差別化戦略を展開しているほか、3.9G サービスにおいても低料金を実現し

ている。 

 

【図表Ⅱ－２－28 月額料金別の通信速度の比較】 

＜音声利用可能な端末＞ 

 

＜データ通信専用端末＞ 

 

（注）イー・アクセスの 3G 月額料金は、基本使用料を含む。 

出所：各社 HP を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－２－29 携帯電話料金の国際比較】 

 

 

 

  

未公表データのためパブコメ段階では非公表 



23 

（２） サービス品質 

（利用サービスの動向） 

アンケート回答者が現在主に利用しているサービスは、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバン

クモバイルの順に多く、いずれの社でも３Gサービスが多くを占めているが、昨年度に比

べ各社とも 3.9G の比率が高まっている。 

 

【図表Ⅱ－２－30 利用しているデータ通信サービス】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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（通信速度（実効速度）） 

民間事業者の実施したサンプル調査の分析結果により、最大通信速度（ベストエフォー

ト）と一定の条件下における複数のユーザの実効速度分布を表したのが図表Ⅱ－２－31

である。３G、LTE それぞれ事業者別に見ると、実効速度の分布には大きな差異が見られた。 

 

【図表Ⅱ－２－31 データ通信速度の各社比較】 

＜３G＞ 

 

＜LTE＞ 

 
 

（注）本調査6は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の

条件下のものである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80%）の分布を示したものであり、この幅を

超えた実効速度も存在している。３Gについては、各社の表示上の最高速度に差異があることに留意が必要。 

出所：民間事業者によるサンプル調査の分析結果 

  

                                                  
6 調査の内容は以下のとおり。 

調査時期：2013 年 12 月（（株）イードによる調査）。サンプル数：全 46 万 8 千サンプルのうち、一部から作成。 

調査概要：利用者端末にイードが配布するアプリをインストールし、イードの測定サーバとやりとりしたデータにより速度を測定。また、回

線種別等は、利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値とし

て除外して集計）。 
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（利用者満足度等） 

現在主に利用している通信サービス（移動）に対する満足度について、「非常に満足」と

「満足」という回答割合の合計は 36.7%であり、昨年度と比較すると大きく減少している。

同様に、現在主に利用しているデータ通信速度に対する割合についても 37.8%と減少傾向に

ある。なお、主要な事業者間では若干の差異が見られる。 

 

【図表Ⅱ－２－32 現在主に利用している通信サービス（移動）に対する満足度】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－２－33 現在主に利用しているデータ通信速度（移動）に対する満足度】 

 
出所：競争評価 2013 利用者アンケート
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（３） サービス変更 

需要側に着目して事業者間の競争の状況を分析する上で、料金やサービス品質と並んで、

利用者の他の事業者へのサービスの乗り換えの自由度を表すスイッチングコスト7を測定す

ることが重要である。 

 

（スイッチングコストの構成） 

一般的に携帯電話の利用者が他事業者の通信サービスに変更しようとした場合、転出手

数料（2,000 円=(b)）及び新規契約事務手数料（3,000 円=(c)）を支払わなければならない

ほか、長期契約期間中に解約する場合には、解約事務手数料8（9,500 円=(a)）が必要とな

る。これら３つの手数料（=(a)+(b)+(c)）は、主要事業者３社で共通である。３手数料以

外にサービス変更時に要するコストは、利用している通信サービスの通信方式と保有して

いる端末によって異なり、次の１）と２）の場合に分けられる。 

 

【図表Ⅱ－２－34 スイッチングコストの構成】 

 
  

                                                  
7 スイッチングコストについて、総務省「電気通信事業分野における競争状況の評価に関する基本方針」（2012 年２月）において、同コスト

に相当する「スイッチングコスト」を、サービスの乗り換えにかかる手間・費用・時間・心理的抵抗などのコストのことと定義している。なお、同

基本方針において、電気通信サービスはネットワーク効果が大きく、新規顧客の囲い込み競争を刺激する側面があるが、スイッチングコス

トの存在が他のサービスや他事業者への乗り換えを困難とする競争制限的な側面も存在すると指摘している。 
8 携帯電話各社は、１年又は２年を契約期間とする料金プランを提供しており、期間中に契約解除を行う場合は解約手数料を支払う必要

がある。その金額は、２年の契約条件の場合、概ね 9,500 円となっている。 
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１） 端末を変更せずに他事業者のサービスに変更することが9可能である場合 

現在契約中の事業者が端末の SIM ロック解除に応じている場合、利用者は所要の事務

手数料（3,000 円=(d)）を当該事業者に支払って SIM ロック解除を行うことで、他の事

業者のサービスに変更しても端末を継続して利用することができる。その前提として、

転入先の事業者の通信方式が同一である必要があり、その時のスイッチングコストは次

の値になる。 

[解約事務手数料]+[転出手数料]+[新規契約事務手数料]+[SIM ﾛｯｸ解除手数料] 

＝(a)+(b)+(c)+(d)＝ 17,500 円 

 

２） 端末を変更せずに他事業者のサービスに変更することが不可能である場合 

現在契約中の事業者がSIMロック解除に応じていない場合及び転入先の事業者の通信

方式が異なる場合は、新規の端末を購入する必要がありその費用を負担しなければなら

ないことから、スイッチングコストは次の式で表すことができる。この場合、スイッチ

ングコストの金額は各事業者が販売する端末価格に依存しており、転出元と転入先とに

よって異なる。 

[解約事務手数料]+[転出手数料]+[新規契約事務手数料]+[新規端末購入費]  

＝(a)+(b)+(c)+【A】 

 

（スイッチングコスト等の試算） 

３） 各種手数料及び新規端末購入費の試算【段階①】 

主要３事業者間でのサービス変更について検討した場合、前記１）に適合するケース

は限られており、NTT ドコモからソフトバンクモバイルに転出するときがほとんどであ

る。そこで２）の場合を前提として、以下においてスイッチングコストを試算する。 

事業者ごとに発売している端末の数と機種が多種多様であり、新規端末購入費には１

～９万円と幅広い価格帯があることに注意を要する。その結果として、転入先の違いで

スイッチングコストに差が生じる。 

主要３事業者間のスイッチングコストの関係を整理したのが図表Ⅱ－２－36 中の①

であるが、１）の場合の 17,500 円（NTT ドコモからソフトバンクモバイルへ転出する

ケース等）を除くと、スイッチングコストは 48,000～78,000 円程度となる。 

                                                  
9 携帯電話事業者は、自社が販売する端末の一部について、自社が発行する SIM（Subscriber Identity Module）カード（携帯電話事業者

が発行する利用者識別用の IC カード）が差し込まれた場合にのみ端末が動作するよう設定しており、これを「SIM ロック」という。総務省で

は、海外渡航時や番号ポータビリティ制度の利用時など、利用者の SIM ロック解除に対する要望を踏まえ、2010 年６月に「SIM ロック解除

に関するガイドライン」を策定している。当該ガイドラインにおいては、事業者の主体的な取組により、「平成 23 年度以降新たに発売される

端末のうち、対応可能なものから SIM ロック解除を実施する」旨述べた上で、自社で販売する以外の端末を使用する利用者への役務提供、

説明責任、通信サービスの不具合、端末の故障への対応等について定めている。 
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【図表Ⅱ－２－35 各社の端末価格例】 

   

（注） 購入価格は各社 Web サイト（オンラインショップ）に掲載されており、購入可能なもの（2014 年 5 月時点）。平均価

格は同サイトに掲載されている機種（購入可能なもの）全ての事業者毎の平均。 

出所：各社 HP を基に総務省作成 

 

 

  

事業者 機種 購入価格

ドコモ iPhone 5s 64GB ¥90,720

ドコモ GALAXY Note 3 SC-01F ¥88,000

ドコモ GALAXY S4 SC-04E ¥79,200

ドコモ MEDIAS W N-05E ¥78,400

ドコモ F-01E ¥42,400

ドコモ N-01F ¥24,000

ＫＤＤＩ iPhone 5s 64GB ¥90,720

ＫＤＤＩ Optimus G LGL21 Prism White ¥82,944

ＫＤＤＩ GALAXY Note 3 ¥56,160

ＫＤＤＩ AQUOS PHONE SERIE SHL22 ¥44,280

ＫＤＤＩ GALAXY SⅡ WiMAX ISW11SC ¥43,200

ＫＤＤＩ AQUOS PHONE IS14SH ¥21,600

ＳＢＭ iPhone5s 64GB ¥90,720

ＳＢＭ Disney Mobile on SoftBank ¥78,240

ＳＢＭ AQUOS PHONE Xx mini ¥69,120

ＳＢＭ COLOR LIFE 4 WATERPROOF ¥24,240

ＳＢＭ PANTONE® 5 107SH ¥12,240

ＳＢＭ DIGNO® R ¥12,240

事業者 端末数 平均価格

ドコモ 58 ¥63,205

ＫＤＤＩ 33 ¥45,456

ＳＢＭ 23 ¥34,466
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【図表Ⅱ－２－36 各社の端末価格例】 

 

（注１）上記の例では、KDDI のみ通信方式が異なっている。 

（注２）ソフトバンクモバイルから NTT ドコモへのサービス変更の場合に、一部新規端末購入費が不要な場合がある。 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

 

４）端末価格に対応した割引等適用 

端末価格の各社平均は 34,000～64,000 円程度であるが、携帯通信事業者は端末価格に対応

した金額を月額料金から割り引くことを行っており、その金額は 26,000～50,000 円程度に上

る。この端末価格相当の割引等を考慮したのが図表Ⅱ－２－36 中の②であるが、サービスの

変更に伴う負担額は 500～28,000 円程度まで圧縮される。このとき、１）の「SIM ロックの

解除が可能である」ことの優位性が失われていることに注意を要する。 

 

５）学割等のキャンペーン割引適用 

事業者は、前記４）の端末価格に対応した割引等以外にも、特定の利用者を対象とした様々

な割引を実施している。その代表例である学生割引以外にも、番号ポータビリティ（MNP）の

利用による新規加入割引、基本料やタブレット導入割引、公衆無線 LAN サービスの無料提供、

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ _ 551 17,500

KDDI 28,274 18,246

SBM 28,274 551

① 各種手数料及び新規端末購入費

③ 学割等のキャンペーン割引適用

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ _ ▲33,073 ▲16,124

KDDI 1,526 ▲15,378

SBM 1,526 ▲33,073

転入先
転出元 NTTドコモ KDDI SBM

NTTドコモ 59,956 17,500

KDDI 77,705 48,966

SBM 77,705 59,956

（円）

（円）

（円）

② 端末相当分の割引等適用
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スマートフォンのアプリ無料提供等が行われている。また、各販売代理店等が独自のキャッ

シュバックキャンペーンを行っている場合もある。 

図表Ⅱ－２－36 中の③では、前記４）に加えて、典型的なキャンペーンである学生割引に

よる新規加入割引として 26,000～34,000 円程度が利用者に還元されることを前提に試算し

ているが、その結果として、サービス変更を行う利用者の実質的な負担額は合計でゼロに近

いか下回ることが分かった。 

 

【図表Ⅱ－２－37 各社の MNP キャンペーン概況】 

 

（注１）各種割引は、対象機種、学生、家族に学生がいること、年齢制限等の適用条件があるものがある（2014 年 5 月調べ）。 

（注２）上記の加え各販売代理店等で様々なＭＮＰに伴うキャッシュバックキャンペーン等を実施している。 

    Ｗｅｂサイトにより調査したところ、10,000 円～70,000 円程度のものが多く見られた （2014 年 3 月調べ）。 

出所：公表資料等を基に総務省推計 

 

 

  

事業者

端末分割払い金に相当する額等に
相当する割引【Ｂ】

学割等の
キャンペーン【Ｃ】

通信料からの
定期的な割引

端末代金割引
月々の

基本使用料無料
備考

ドコモ
月々サポート
（平均：49,431円）

デビュー割
（最大67,200円割引）
（平均47,683円）

・ドコモの学割2014
（最大3年間)
(743円×36ヶ月 =26,748円）

・学生家族いっしょ割
（最大1年間)
（743円×12ヶ月 =8,916円）

月々サポートと
デビュー割は
機種によってい
ずれか一方が
適用

ＫＤＤＩ
毎月割
（平均23,662円）

・誰でも割加入による端末割引
（最大42,000円割引）
（平均25,743円）
・U25家族スマホセット割
（最大10,000円割引）
（平均10,000円）

・学割
（最大３年）

（934円×36ヶ月=33,624円）
－

ＳＢＭ
月月割
（平均30,720円） －

・バンバンのりかえ割
（最大2年間 ※又はポイント等特典）
（934円×24ヶ月 =11,208円）

・ホワイト学割with家族2014
（最大３年）
（934円×36ヶ月=33,624円）

バンバンのりか
え割とホワイト
学割with家族
2014は併用不
可
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（キャッシュバックに係る長期利用ユーザの料金負担） 

短期間で携帯電話事業者を乗り換えるユーザ（MNP 利用者）は、長期間にわたり同一事業

者で同一端末を利用する利用者と比較して、毎月の支払額（月々サポート等による割引）及

び端末の購入代金相当額分（キャッシュバック）の双方において、優遇されている状況にあ

ったとされる。 

これらのコストは、長期利用ユーザが負担している通信料の一部で賄われる状況にあった

とされる。 

 

【図表Ⅱ－２－38 キャッシュバックに係る料金負担のイメージ】 

 

出所：総務省資料 

 

  

パケット定額料
5,700円

ネット接続料
300円

基本料
934円

パケット定額料
2,700円

ネット接続料
300円

基本料
934円

長期利用ユーザ
の負担額
※同一機種を２年以上

契約している場合

短期利用ユーザ
（MNP利用者）
の負担額

6,934円/月

約3,934円/月

月々サポート等
による割引

▲3,000円

月々の支払い 端末購入時の割引

端末購入なし

端末代割引
（ｷｬｯｼｭﾊﾞｯｸ）

▲60,000円
～

▲80,000円
端末代

0円

通信料の一部

※機種変更をした場合と
ＭＮＰをした場合では
割引は異なる
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（SIM ロック解除の普及状況） 

 2011 年度より、NTT ドコモ及びソフトバンクモバイルによる SIM ロック解除の自主的な取

組が開始された10。2013 年度末における SIM ロック解除可能な端末の種類数は、当該年度に

発売された種類数 84 のうち、35（41.7%）であった（図表Ⅱ－２－39）。事業者別の SIM ロッ

ク解除可能な端末の割合では、NTT ドコモが 91.4%、イー・アクセスが 40%11、ソフトバンク

モバイルが 3.8%、KDDI12は未対応となっている（図表Ⅱ－２－40）。 

図表Ⅱ－２－41 のとおり、利用者アンケート結果によれば、SIM ロックの認知度は「聞い

たことはある」も含めれば 75%程度であったのに対し、SIM ロック解除の意向のある利用者は

「将来解除予定」を含めても 14%程度にとどまった。なお、SIM ロックを解除したことがある

又は将来解除する予定のある利用者が挙げた、SIM ロック解除の理由としては「現在利用し

ている端末を国内の他社の SIM で利用するため」が 42.5%と最も高かったが、昨年度と比較

すると「海外の携帯電話会社の SIM を利用するため」の割合が高まっている（図表Ⅱ－２－

42）。 

 

【図表Ⅱ－２－39 端末種類数及び SIM ロック解除可能な端末の種類数】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 

  

                                                  
10 実際には、2011 年度以前においても、イー・アクセス及びノキアにおいて SIM フリー端末等が販売されている。 
11 いずれも SIM フリー端末。 
12 ３G の無線アクセス方式として、NTT ドコモやソフトバンクモバイルは W-CDMA を採用しているのに対し、KDDI では CDMA2000 の規

格を採用しており、通信方式が異なっている。 
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【図表Ⅱ－２－40 事業者別の SIM ロック解除可能な端末の取扱状況】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 

【図表Ⅱ－２－41 SIM ロックの認知度等】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－２－42 SIM ロック解除を行った理由】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

（その他のコスト） 

現在の携帯電話契約で一般化している長期継続割引の自動更新については、利用者の負担

するスイッチングコストとして直接算定することが難しいが、利用者の選択を制限する間接

的な負担の要素となりうる。そこで、その認知度に関する利用者アンケートを実施したとこ

ろ、「知っていた」が 65.1％で昨年度に比べ認知度が高まっている。 

【図表Ⅱ－２－43 長期継続割引の例(3.9G プラン)】 

 
出所：総務省資料

42.5%

30.2%

26.2%

15.1%

43.1%

27.7%

19.2%

20.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

現在利用している端末を

国内の他社のSIMで利用するため

現在利用しているSIMを変更せず

回線契約と別に入手した端末を利用するため

海外の携帯電話会社のSIMを利用するため

その他

2013年度(N=252）

2012年度（N=260）

事業者 ＮＴＴドコモ au ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

期間拘束
無しプラン

名称 タイプXi LTEプラン 標準プラン

基本料金 1,486円 1,868円 1,867円

期間拘束
有りプラン

名称 タイプXiにねん 誰でも割 ホワイトプラン

基本料金 743円
（拘束無しプランの半額）

934円
（拘束無しプランの半額）

934円
（拘束無しプランの半額）

契約期間 ２年間
（契約満了月の翌月以外
に解約した場合、解約金
（9,500円）が発生）

２年間
（契約更新月以外に解約
した場合、契約解除料
（9,500円）が発生）

２年間
（契約更新月以外に解約
した場合、契約解除料
（9,500円）が発生）

自動更新 あり あり あり

更 新 時 期 の
プッシュ型通知

「ドコモご利用額お知らせメー
ル」（無料申込制）において、 更
新月前月・更新月に更新時期の
お知らせを開始（平成25年３月）

※ドコモご利用額お知らせメー
ルの受信登録の推奨を重
要事項説明書に記載（平成
25年4月）

「WEB de 請求書お知らせメー
ル」（無料申込制）において、更
新月前月・更新月に更新時期の
お知らせを開始（平成21年８月）

※WEB de 請求書お知らせ
メールの受信登録の推奨を
重要事項説明書・HPに記
載（平成25年2月・3月）

「請求確定通知お知らせ情報」
（無料申込制）において、更新
月前月・更新月に更新時期の
お知らせを開始（平成25年８
月）

※請求確定通知お知らせ情
報の周知開始（平成25年6
月）

端末買換に関
する制約

なし なし なし
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【図表Ⅱ－２－44 長期継続割引の自動更新に関する認知度】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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２-３ 評価に当たっての勘案要素の分析 

（１） 上位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響 

① 移動系データ通信分野における上位レイヤーとして、プラットフォームとコンテン

ツ・アプリケーションがある。フィーチャーフォン時代においては、携帯電話事業者

が管理・運営するプラットフォーム上でコンテンツ・アプリケーション事業者がビジ

ネスを展開する、携帯電話事業者による垂直統合型の事業展開が一般的であった。 

【図表Ⅱ－２－45 上位下位レイヤーの全体像】 

 

出所：公表資料等を基に総務省作成 

② しかしながら、近年フィーチャーフォンに代わってスマートフォンの普及が進んで

いる。図表Ⅱ－２－46 の民間調査会社の推計によれば、スマートフォンの契約数は

5,734 万となっており、データ通信専用サービスの項で触れたようにタブレット端末

も普及していると考えられる。こうした高機能端末では、通常フルブラウザが搭載さ

れているため、PCで普段利用しているサイトへのアクセス等が容易である。その結果、

携帯端末でのインターネット利用に携帯電話事業者のポータルサイトの利用は必須で

はなくなっていることもあり、当該携帯電話事業者の上位レイヤーへの影響力は薄れ

つつある。 
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【図表Ⅱ－２－46 スマートフォン契約数等の推移】 

 
出所：MM 総研資料 

 

③ そうした環境変化を反映して、PC サイトで利用率の高いプラットフォーム事業者が

移動系通信の分野でシェアを伸ばしている。総務省の実施した利用者アンケートによ

れば、音楽配信、アプリマーケット、動画配信、検索といった分野では、アップル又

はグーグルが首位を独占しているのは図表Ⅱ－２－47 のとおりであり、昨年度と比較

してもさらにシェアを伸ばしている。国内事業者が一定のシェアを確保しているのは、

検索分野でのヤフーと電子書籍の楽天 kobo などである。SNS ではフェイスブック等の

海外事業者のシェアが高い。 

④ NTT ドコモの d マーケットアプリストア、KDDI のうたパスに代表されるように、携

帯事業者も上位レイヤーの各分野に進出しているが、かつての垂直統合型の事業展開

と比べると影響力は薄れており、昨年度と比較するとシェアは低落傾向にある。 

⑤ プラットフォーム事業者が、非常に利用者に対する訴求力の高い上位レイヤー又は

下位レイヤーの事業者がネットワークレイヤーで利用可能な通信サービスを制限して

いる場合には、隣接事業領域から通信レイヤーに対してレバレッジが働いていると考

えられる。他方、代表的なプラットフォーム事業者であるグーグルのアプリは、図表

Ⅱ－２－49 のとおり主要なキャリアの端末にプリインストールされており、逆に、グ

ーグルが特定の携帯電話事業者のサービスを制限していることはない。 

⑥ ただし iPhone 端末では、SIM ロック解除が実施されておらず、利用者が端末から切

り離して通信サービスを自由に選択することは不可能となっている。 
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【図表Ⅱ－２－47 上位下位レイヤーのサービス提供状況・シェア】 

  

出所：公表資料及び競争評価 2013 利用者アンケートを基に総務省作成
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【図表Ⅱ－２－48 上位レイヤーの各サービス分野における事業者別シェア（音楽配

信、アプリマーケット、検索、動画配信）】 

＜音楽配信13＞ 

  

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

 

＜アプリマーケット＞ 

  
出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

 

  

                                                  
13 右図のキャリア別シェアについて、NTT ドコモに iTunes があるが、これは NTT ドコモの回線を契約している者が、例えば iPad 等を用い

て当該サービスを利用している可能性がある。 
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＜検索＞ 

  
出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

 

＜動画配信＞ 

  

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－２－49 スマートフォンへのアプリのプリインストール状況】 

＜Google 系アプリ＞ 

 

（注１） NTT ドコモ 23 機種、KDDI17 機種、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 13 機種、計 53 機種（2012 年 5月（2012 年夏モデル）以降に発売さ

れた端末中心）を調査。 

（注２） 各サービス分野において、最もプリインストール率の高いアプリを採用。 

出所：競争評価 2012 利用者アンケート 

 

（注１） NTT ドコモ 29 機種、KDDI13 機種、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 11 機種、ｲｰ･ｱｸｾｽ 2 種計 55 機種（2013 年度以降に発売された端末

中心）を調査。 

（注２） 各サービス分野において、最もプリインストール率の高いアプリを採用。 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【参考 プラットフォーム・端末レイヤーにおけるグローバル企業の伸長】 

 

出所：各社公表資料を基に総務省作成 

  

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

電
機
メ
ー
カ
ー※

２

*1:facebookは2008年の業績。

*2:電機メーカーの数値は各社連結決算数値のため、携帯端末事業以外の事業売上も含む。

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

18.7倍

583.4倍

1160倍

-538

19.6倍

(百万ドル) 平成13年 平成24年
平成２４年

対平成13年比

Amazon
3,122

-412 676

61,092

-

12,760

5,089

Google

facebook※1

11

272

-55

86 50,175

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

売上高

営業利益

Apple

Samsung

50.1倍

NOKIA

RIM
-

221

-6

39,814

-3,039

11,073

-1,235

1,731

27,781

2,994

-

平成２４年
対平成13年比

31.5倍169,104

15.2倍

-

1.4倍

7.4倍

51,132

181,767

26,257

5,363

-25

24,420

（百万ドル） 平成13年 平成24年



43 

２-４ 移動系超高速ブロードバンド市場の分析14 

（１） 基本データ（供給側データ）の分析 

① 市場の規模 

 2013 年度末時点の移動系超高速ブロードバンドサービスの契約数は 5,387 万であり、う

ち 3.9G は 4,641 万、BWA は 746 万となっている。それぞれを前年度末の契約数と比較する

と 2.3 倍、1.4 倍と引き続き増加していることが分かる。その推移を示したのが図表Ⅱ－

２－50 である。また図表Ⅱ－２－51 のとおり、増加率は立ち上がり期から比べると低下し

つつあるものの、依然として高い水準にある。 

 移動系超高速ブロードバンドサービスの拡大の背景として第一に挙げられるのが、3.9G

に対応したスマートフォンの急速な普及である。前出のとおり、2013 年度末時点のスマー

トフォンの契約数は 5,734 万に達している。第二に、スマートフォンに続き、タブレット

端末や Wi-Fi ルータを含むデータ通信専用サービスの増加がさらに両サービスの契約数を

押し上げている。 

このように 3.9G と BWA は、これまで分析してきた他の移動系データ通信サービスの中に

あって、契約数の増加が際立っているだけでなく、他の移動系データ通信サービスと比べ

て最大通信速度や利用方法が大きく異なることから、両サービスを合わせて「移動系超高

速ブロードバンド市場」という部分市場とし、2012 年度の競争評価から分析・評価の対象

としていくこととしている。 

 

【図表Ⅱ－２－50 契約数（移動系超高速ブロードバンド）の推移】 

  

出所：総務省資料 

                                                  
14 移動系超高速ブロードバンドは、3.9G 及び BWA をもって構成する。 
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【図表Ⅱ－２－51 契約数（移動系超高速ブロードバンド）の増減率の推移】 

 

出所：総務省資料 

②事業者別純増数の推移 

移動系超高速ブロードバンドサービスが開始された２００８年度以降の個社及び各グル

ープの年度ごとの純増数を見ると、２０１２年度以降 KDDI グループ15とソフトバンクグルー

プ16がほぼ拮抗した状態にある。 

【図表Ⅱ－２－52 移動系超高速ブロードバンドサービスの純増数推移】 

＜個社＞                  ＜グループ＞ 

 

出所：総務省資料

                                                  
15 KDDI グループには、KDDI のほか、UQ コミュニケーションズが含まれる。2009 年２月、UQ コミュニケーションズが BWA サービスを開始。

2012 年 9 月、KDDI（沖縄セルラーを含む。以下同じ。）が 3.9G サービスを開始。 
16 ソフトバンクグループには、ソフトバンクモバイルのほか、Wireless City Planning とイー・アクセスが含まれる。2012 年９月、ソフトバンクモ

バイルが 3.9G サービスの提供を開始。それに先立つ 2009 年４月に Wireless City Planning が BWA サービスを開始し、2012 年 2 月か

らはソフトバンクモバイルが Wireless City Planning の MVNO としてサービスを開始。イー・アクセスは、2012 年３月から 3.9G サービスを

提供しており、2013 年３月からはソフトバンクモバイルがイー・アクセスの MVNO としてサービスを提供している。 

432%

184%

131%

40%

787%

128%

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

700%

800%

11.3 12.3 13.3 14.3

BWA

3.9G

【３．９G増減率】

8,880%(12.3時点)

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3

NTTドコモ KDDI(沖縄セルラー含む) ソフトバンクモバイル イー・アクセス UQコミュニケーションズ Wireless City Planning

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3

NTTドコモ KDDIグループ ソフトバンクグループ



45 

③ 事業者別シェア及び市場集中度 

移動系超高速ブロードバンド市場の事業者別シェアは、NTT ドコモ17（40.8%）、KDDI グル

ープ（31.5%）、ソフトバンクグループ（27.7%）の順に多い。 

移動系超高速ブロードバンド市場の市場集中度（HHI）は 3,42318で、移動系データ通信

市場のグループ化後 HHI とほぼ同程度である。 

 

 【図表Ⅱ－２－53 移動系超高速ブロードバンド市場のグループ別シェア】 

  

出所：総務省資料 

  

                                                  
17 2010 年 12 月、NTT ドコモが 3.9G サービスを開始。 
18 移動系超高速ブロードバンド市場においては、KDDI グループ及びソフトバンクグループを１社とみなして HHI を算定している。 
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（２） 基本データ（需要側データ）の分析 

① サービス品質 

（通信速度等） 

3.9G サービスのデータ通信速度については、ほとんどの事業者がエリア拡大と、契約数の急

激な増加が同時に続いており、今後もサービス品質が変動していくことが予想される。 

また、スマートフォン等の普及による移動体通信トラヒックの増加に対応し、そのトラヒッ

クについて携帯電話網から Wi-Fi を通じた固定回線網へのオフロード需要が高まっている。利

用者アンケートによれば、スマートフォン利用者のうちオフロードを利用している割合は59.5%

であり昨年度より若干の増加が見られた。その回答の内訳を見ると、自宅内での利用の方が、

自宅外での利用よりも多かった。後者について、携帯電話事業者も公衆無線 LAN サービスの無

料提供を行うなど、オフロードの促進に取り組んでいる。 

 

【図表Ⅱ－２－54 オフロードの利用状況（スマホ利用者）】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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（サービスの利用状況） 

利用者アンケートの結果を基に、サービスを選択した理由について項目ごとの回答率をま

とめたのが図表Ⅱ－２－55 である。移動系超高速ブロードバンドサービス（以下「超高速サ

ービス」という。）を移動系通信サービス全体（以下「移動系サービス」という。）と比較す

ると、前者の割合が相対的に多かった項目としては、「データ通信の速度が速いこと」（34.5%）、

「機能が優れた移動体通信端末が選べること」（20.1%）、「デザインが魅力的な移動体通信端

末が選べること」（19.5%）といったサービスの内容・品質に関わるものが多かった。それに

対し、料金・割引に関する項目の回答率は両者で一定割合に達していたものの、移動系サー

ビスの方が相対的に高かった。このように、超高速サービスの利用者は、サービスの内容・

品質を重視する傾向が強いと考えられる。 

【図表Ⅱ－２－55 現在利用しているサービスを選択した理由】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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図表Ⅱ－２－56 において、移動体通信端末での１週間当たりのインターネット利用時間に

ついての比較を行った。移動系サービスでは 10 分未満が５割弱を占める。一方、超高速サー

ビスでは、10 分未満と回答した利用者の割合は２割弱で、２時間以上の利用の回答割合が４

割に達するなど、インターネットの利用時間が相対的に長い傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－２－56 移動体通信端末での１週間当たりのインターネットの利用時間】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

次に、移動体通信端末での１か月当たりのデータ通信の通信量についての比較を行った。

移動系サービスでは 100MB 未満が 2012 年度の約６割から約５割に減少、超高速サービスでも

約３割から約２割に減少しており、データ通信量が全体的に増加していることが分かる。 

 

【図表Ⅱ－２－57 移動体通信端末での１か月当たりのデータ通信の通信量】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート
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（サービスに対する利用者満足度） 

現在利用している移動体通信事業者のサービスに対する満足度は、超高速サービスと移動

系サービスで同じ水準であったが、いずれも昨年度より 10％以上減少している。 

 

【図表Ⅱ－２－58 現在利用している移動体通信事業者のサービスに対する満足度】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－２－59 テザリング対応機種の割合】 

  

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－２－60 移動体通信端末のテザリング機能の利用状況】 

  

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－２－61 3.9G サービスの利用状況の比較】 

  

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

【図表Ⅱ－２－62 テザリング利用料金】 

  

出所：総務省資料 
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３ 競争状況の評価 

 

（市場の規模） 

１． 2013 年度末時点における、移動系通信市場全体の契約数は１億 5,702 万で、対前年度末増

加率 7.2%であった。それに対し、移動系データ通信市場の総契約数は１億 5,632 万となって

いる。 

２． 移動系データ通信市場の高い成長率の背景として、スマートフォンのほかデータ通信専用

サービスやデータ通信利用が中心の MVNO サービスの普及、そして 3.9G と BWA の両サービス

からなる移動系超高速ブロードバンドの利用の一般化などが挙げられる。 

３． 移動系超高速ブロードバンド市場については、2013 年度末時点で 5,387 万に上り、うち 3.9G

が 4,641 万、BWA が 746 万とそれぞれ契約数が増加している。また、PHS の契約数は、2012 年

度に引き続き回復基調にあり、2013 年度末時点で 555 万（対前年度末比 9.0%増）であった。 

 

（事業者別シェア） 

４． 移動系通信市場の事業者別シェアは、NTT ドコモが 40.2%（対前年度末比 1.8 ポイント減）、

KDDI が 25.8%（同±0.0 ポイント）、ソフトバンクモバイルが 22.9%（同 0.7 ポイント増）で

あった。それに対し、移動系データ通信市場においては、NTT ドコモが 40.4%、KDDI が 25.8%、

ソフトバンクモバイルが 22.6%であった。 

５． 移動系通信市場、移動系データ通信市場のいずれの場合であっても、NTT ドコモはシェア

減少、ソフトバンクモバイルはシェア増加、KDDI は昨年度と同値という結果となっている。 

６． その契約数のほとんどがデータ通信専用サービスであるイー・アクセス19とその全てがデー

タ通信専用サービスである UQ コミュニケーションズについては、移動系データ通信市場にお

けるシェアをそれぞれ 2.9%（対前年度末比 0.1 ポイント減）、2.6%（同 0.2 ポイント減）と大

きく伸びた昨年度に比べ減少させている。 

７． 移動系超高速ブロードバンド市場におけるシェアは NTT ドコモが 40.8%と減少、KDDI グル

ープが 31.5%と横ばい、ソフトバンクグループが 27.7%と増加している。 

８． 下位 MNO が上位 MNO と同一グループであるとしてシェア算定を行った場合、移動系通信市

場と移動系データ通信市場のいずれにおいても、ソフトバンクモバイルが KDDI を逆転して２

位となる。 

９． 移動系通信市場で一貫して首位を維持してきた NTT ドコモであるが、スマートフォンが本

格普及し始めた 2010 年度頃から減少しており、その減少幅は拡大傾向にある。 

  

                                                  
19 2014 年 6 月 1 日付けで、ウィルコムを吸収合併し、同年 7 月 1 日付けで商号を「ワイモバイル」に変更。 
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（市場集中度） 

10． 移動系通信市場の市場集中度（HHI）は、2013 年度末に 2,837 で、2012 年度末の 2,950 か

ら 113 の減少となっている。それに対し、移動系データ通信市場の 2013 年度末の HHI は 2,841

となっている。その違いの背景には、全契約数に占めるデータ通信専用サービスの契約数の

比率が高い UQ コミュニケーションズとイー・アクセスの影響などが挙げられる。 

11． 2013 年度末の HHI をグループ別に算出した場合、移動系通信市場は 3,456 で、移動系デー

タ通信市場は 3,461 となる。移動系超高速ブロードバンド市場においても、3,423 と同程度に

なる。 

 

（料金及びサービス品質） 

12． フィーチャーフォン及びスマートフォンを３Gネットワークで利用した場合の携帯電話の

データ定額通信料は、NTT ドコモ、KDDI 及びソフトバンクモバイルの３社とも現在は同水準

となっている。一方で、イー・アクセス、ウィルコム、UQ コミュニケーションズは比較的低

料金のプランを主軸としている。 

13． サービス品質について、民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、

事業者間比較の可能な３G及び LTEの実効速度（速度分布の多い順から 80%の利用者から集計）

において、当該サービスを提供している４事業者間で差異が見られる。 

14． 移動体通信事業者のデータ通信サービスに対する満足度は、おおむね 40%程度で、事業者

別の利用者満足度は主要な事業者間では若干の差異が見られる。 

 

（サービス変更） 

15． 利用者が他の事業者へ通信サービスを変更する際のコストとして、転出元事業者に対する

解約事務手数料や転出手数料のほか、転入先への新規契約事務手数料がかかるのが一般的で

ある。さらに、SIM ロック解除が不可能な場合など、端末を変更せずに事業者を変更すること

が不可能な場合には、転入先で端末を新たに購入しなければならず、新規端末購入費を加え

たスイッチングコストが高額になる傾向がある。 

16． ただし、サービス変更時には転入先の事業者がキャンペーン等による割引等を行っている

ことから、実際に利用者が負担する金額がゼロ以下となる場合がある。転入先の事業者の販

売戦略によって割引等は大きく異なり、それが他の事業者へのサービス変更時に利用者が実

質的に負担する金額に影響することに留意する必要がある。 

17． キャンペーンの影響を捨象すると、携帯通信事業者が端末に SIM ロックをかけることで、

通信サービスと端末を一体的に提供することとなり、転入先で新規端末の購入が必要となる

ため、スイッチングコストの高額化を招いている。SIM ロックの解除可能な端末の種類数と発

売された全ての端末数に占める割合は、2011 年度以降低下し、それぞれ 35 機種、41.7%であ

った。このように、2011 年度から 2013 年度にかけて SIM ロック解除の状況は後退しているも
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のの、2010 年度以降、携帯通信事業者が供給した SIM ロック解除可能な端末数は 171 に達し、

そのうちの 147 が NTT ドコモ向けの端末である。 

 

（上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響） 

18． 上位レイヤーのサービスシェアを見ると、ネットワークレイヤーの携帯通信事業者が展開

するアプリケーションよりも、いわゆるプラットフォーム事業者のものの方が圧倒的に高く、

その傾向は昨年度より強まっている。 

19． 有力なプラットフォーム事業者のほとんどが海外事業者であり、それぞれ強みを持つ分野

が異なる。例えば、グーグルはアプリマーケット（48.7%（スマートフォン利用者におけるシ

ェア（利用者アンケート）））、動画配信（85.2%）及び検索（54.1%）で高いシェアを有し、ア

ップルは音楽配信（72.0%）とアプリマーケット（43.5%）での利用度が高い。 

20． 音楽配信分野における KDDI のうたパス（5.2%）のように、携帯電話事業者が自ら営む上位

レイヤーサービスであって、その利用を当該事業者の契約者に限定しているものについては、

潜在的には上位レイヤーをレバレッジとした囲い込みを行い得るが、それらのシェアは海外

事業者と比べて高いものではなく、昨年度より低下傾向である。 

21． 携帯電話事業者においては、ほとんどの取扱い端末へのプラットフォーム事業者のアプリ

のプリインストールを実施しており、プラットフォーム事業者のサービスとの共存を図ろう

としていることがうかがえる。その一方で、アップルを除くプラットフォーム事業者では、

携帯電話事業者の利用を特定しておらず、ネットワークレイヤーへのオープン性を確保して

いる。 

22． iPhone では、利用者が端末から切り離して通信サービスを自由に選択することは不可能で

あることから、上位下位レイヤーをレバレッジとしたロックイン効果が生じている可能性が

ある。 

 

（評価） 

23． 移動系データ通信市場における市場支配力に関しては、首位の NTT ドコモのシェアは高く、

同社が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。ただし、NTT ドコモは引き続

きシェアを減少させており、その結果として２位・３位の事業者との市場シェアの差は縮小

傾向にあり、同社の市場支配力を行使し得る地位は低下している。 

24． 2013 年度末時点における３グループの移動系データ通信市場におけるシェアは 100%であり、

また市場集中度（HHI）が 3,461 と高い水準にあることから、複数事業者が協調して市場支配

力を行使し得る地位にあると考えられる。 

25． しかしながら、上位 MNO３社に関しては、近年のスマートフォン等の普及が進む中、激し

い顧客獲得競争を展開しており、それが各社の契約数の純増数の差や市場シェアの変動とな

って現れている。なお、2012 年度において、上位 MNO３社間の接続協議における交渉上の地
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位の優劣の差が相当程度縮小している状況等にかんがみ、移動系データ通信市場における契

約数シェアが第３位であるソフトバンクモバイルの設置する電気通信設備についても第二種

指定電気通信設備として指定され、同社についても接続約款に基づく提供が可能となってい

る。 

26． 市場競争をめぐる上位 MNO３社の関係や、第二種指定電気通信設備に係る規制措置等にか

んがみれば、NTT ドコモが単独で、又は複数事業者が協調して市場支配力を実際に行使する可

能性は低い。 

27． 2013 年度末時点の移動系超高速ブロードバンド市場の契約数は 5,387 万に達し、スマート

フォンの普及と並行して移動系通信サービスの超高速化が進行していることを示している。

グループ化した場合における同市場での NTT ドコモのサービスシェアは 40.8％で、移動系通

信市場全体（42.3％）と移動系データ通信市場（42.5％）と比べて低い。首位の NTT ドコモ

と２位の KDDI グループのシェアの差は、10％を下回る。 

28． 移動系超高速ブロードバンド市場における３グループのサービスシェアの合計は 100％で

あり、HHI は低下傾向にあるものの 3,423 と高水準である。このように、移動系超高速ブロー

ドバンド市場は他の２市場と同様の寡占構造を有するといえるが、変化の激しい成長市場で

あることから市場支配力の判定を慎重に行う必要がある。 

29． 上位 MNO３社のデータ定額通信料は、スマートフォンへの移行や 3.9G（LTE）のサービス開

始等を経て、若干の変更時期のズレが見られるものの、ほぼ同一の料金水準で推移しており

2013 年度も同様である。そこで、料金水準だけに着目すれば、客観的には上位 MNO３社の料

金競争が進展しているとは言い難い。逆に、端末料金を対象とした各社の割引制度を含める

と、2013 年度にも様々なキャンペーン等が提供されており、料金体系は複雑になっている。 

30． このように、通信料金の比較を通じた適切なサービス選択の機会が不十分な状況にあって

は、一般的な利用者が自分に必要かつ適切なサービスを利用する上で、提供されているサー

ビスの品質とサービス変更の自由度が重要となる。前者に関し、民間事業者が実施した通信

速度調査を基にした分析結果によって得られた実効速度と、表示される最高速度（ベストエ

フォート）との間には乖離がある中、各社の実効速度に一定の違いが見られるが、このよう

な実態について利用者に分かりやすい情報提供がなされていない可能性がある20。また後者に

関し、キャンペーン割引等を考慮しない場合においては、SIM ロック解除が可能でない端末か

ら新たな端末に移行する際に要するコストを含めたスイッチングコストが高額になる傾向が

あるが、実際には通信サービスの契約と端末販売に際して端末価格に対応した割引制度の導

入やキャンペーン割引等を行うビジネスモデルが主流となっている21。 

31． さらに、上位 MNO３社の販売促進費を投入したキャンペーンや、日々の多様な広告・宣伝

                                                  
20 利用者が適切な情報に基づきインターネット接続サービスの契約を行うことが可能な環境を整備するため、実効速度等のサービス品質

計測等の在り方や必要な方策を検討することを目的として、「インターネットのサービス品質計測等の在り方に関する研究会」を開催し、第

一次報告書（平成 26 年 4 月 22 日公表）を取りまとめた。 
21 平成 26 年 7 月 14 日に行われた ICT サービス安心・安全研究会において、SIM ロック解除を含む消費者保護ルールの見直し・充実等

の課題への対応について、中間取りまとめ（案）が報告された。 
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の媒体を活用した販売力によって、サービスを選択する利用者にとって３社のサービスの訴

求力が他社に比べて大きいと考えられることから、それが３社の高いシェアを維持する要因

となっている可能性がある。 

32． 上位 MNO３社にあっては、複数事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあること

のほか、その源泉でもある有限・希少な電波資源を利用している現状に加え、公正な競争の

確保と利用者利益の保護の観点から、価格情報を補完するサービス品質に関する情報として、

データ通信サービスの通信速度等についての分かりやすい情報の提供を行うとともに、料金

の面でもその複雑さを回避しつつ、より積極的に競争することが求められる。 

33． 上位下位レイヤーをレバレッジとしたネットワークレイヤーへの影響については、上位レ

イヤーのプラットフォーム事業者等の中には、サービスシェア等が非常に高い事業者が複数

あり、当該事業者が特定の通信事業者のみにサービスを提供している事例がある。そうした

場合、通信サービスに隣接領域からのレバレッジが働いているという見方ができることから、

プラットフォーム事業者が、利用者の通信サービスの乗り換えにどのような影響を及ぼして

いるかについて、引き続き注視をしていく必要がある。 
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第２節 移動系音声通信市場の分析及び競争状況の評価 
 

１．本節では、「移動系音声通信市場」について、重点的な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データに加え、近年

の移動系通信市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要素について分析を行い、

評価を行うこととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高等）、事業者別シェア 

② 料金等 

③ サービス品質 

について、事業者アンケートや利用者アンケート等の結果も踏まえつつ分析を行う。 

これらの分析結果に基づき、移動系通信市場に関し、以下の点について競争状況の評

価を行う。 

（１）単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２）上記市場支配力の存在が認められる場合にはその行使の有無 
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１ 移動系音声通信市場の分析 

１-１ 基本データ（供給側データ）の分析 

（１）市場の規模 

① 第１節で述べたとおり、2013 年度末時点における、データ通信と音声通信とを区分し

ない移動系通信市場（携帯電話・PHS・BWA）全体の契約数は１億 5,702 万（対前年度増

加率 7.2%）に対し、移動系音声通信市場の総契約数は１億 2,270 万であった。 

② 売上高ベースでは、移動系通信市場全体が 10 兆 6,053 億円で 8.9%の増加であったの

に対し、移動系音声通信市場では３兆 2,801 億円で 5.3%の減少であった。このように移

動系音声市場は、契約数の拡大が続く一方で、売上高は縮小傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－２－63 契約数と売上高の推移（音声通信）】 

 
（注） 契約数について、2012 年 3 月末までの数値は、競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値であり、当該アンケート

においては、原則として MVNO 契約数を除いた MNO 契約数の合算値。ただし、音声・データ通信専用といった区分では分計

不可と回答があった一部の事業者については MVNO 契約数を含んでいる。2013 年 3 月以降の数値は、電気通信事業報告規

則による報告に基づく数値であり、MVNO 契約数を含んだ MNO 契約数の合算値。 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート及び総務省資料
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（２） 主要な事業者の動向  

① 第１節で述べたとおり、契約数ベースで見た移動系通信市場の事業者別シェアは、

NTT ドコモが 40.2%（対前年度末比 1.8 ポイント減）、KDDI が 25.8%（同±0.0 ポイン

ト）、ソフトバンクモバイルが 22.9%（同 0.7 ポイント増）であった。それに対し、

移動系音声通信市場においては、NTT ドコモが 43.6%、KDDI が 29.5%、ソフトバンク

モバイルが 23.0%であった。 

② また、移動系通信市場と移動系音声通信市場における上位３事業者以外のシェア

を見ると、ウィルコムはそれぞれ、3.5%,3.8%となっており、イー・アクセスは、

2.8%,0.2%となっている。 

③ 2013 年度末時点の市場集中度（HHI）については、移動系通信市場が 2,837、移動

系音声市場が 3,312 となっている。 

 

【図表Ⅱ－２－64 音声通信契約数の事業者別シェア及び市場集中度の推移】 

 
（注） 契約数について、2012 年 3 月末までの数値は、競争評価 2011 事業者アンケートに基づく数値であり、当該アンケート

においては、原則として MVNO 契約数を除いた MNO 契約数の合算値。ただし、音声・データ通信専用といった区分では分計

不可と回答があった一部の事業者については MVNO 契約数を含んでいる。2013 年 3 月以降の数値は、電気通信事業報告規

則による報告に基づく数値であり、MVNO 契約数を含んだ MNO 契約数の合算値。 

出所：競争評価 2011 事業者アンケート及び総務省資料 
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１-２ 基本データ（需要側データ）の分析 

（１） 料金等 

① 基本使用料 

携帯電話の基本料金は、2007 年にソフトバンクモバイルによるホワイトプランの導入

（同年１月）、NTT ドコモと KDDI による「モバイルビジネス活性化プラン22」に対応した

分離プランの導入（同年 11 月）に加え、長期割引契約が主流になったことで利用者が契

約する主要なプランの料金は、大幅に低下した。 

図表Ⅱ－２－65のとおり、基本使用料が安い主要なプランでの上位３事業者比較では、

ソフトバンクモバイルのホワイトプランが他の２社よりも低い水準にあったが、2008 年

以降、フィーチャーフォンについては３社間でほぼ同じ水準で推移してきた。 

なお、2013 年度における各社のスマートフォン(3.9G)の料金プランは、ほぼ横並びの

状況にある（図表Ⅱ－２－66）23。 

② 通話料 

フィーチャーフォンからスマートフォンへの移行により、通話料に関しては多様性が

なく、無料通話分がなくなったのが特徴である。（図表Ⅱ－２－67） 

近年、基本使用料が安い主要なプランにおける上位３事業者の通話料は１分当たり 40

円で推移してきており、2013 年度においても通話料の料金水準に変更はなかった。 

③ 各種割引 

各社ともに基本使用料と通話料を据え置きながら、自社内通話無料化、家族内通話無

料化、指定通話定額導入などの各種割引を実施している24。 

 

                                                  
22 総務省が、2007 年１月～９月に開催した「モバイルビジネス研究会」の報告書（同年９月 20 日公表）を踏まえ策定した、モバイルビジネ

ス市場の一層の活性化を実現することにより、利用者利益の向上等を図るためのプラン（同年 9 月 21 日公表）。 
23 なお、第１章で触れたとおり、上位３事業者は夏以降のサービスとしてオールネット（全キャリア）音声通話定額の基本料を組み込んだ

新プランを発表している。 
24 ソフトバンクモバイルは特定時間帯（１～21 時）の自社内通話の無料化（2007 年１月）、KDDI は家族内通話無料化（2008 年３月）NTT

ドコモが家族内通話無料化（2008 年４月）をそれぞれ開始した。その後、自社内通話定額については、2011 年に NTT ドコモ、2012 年 9

月に KDDI が導入している。 
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【図表Ⅱ－２－65 携帯電話料金(基本使用料・通話料)の推移】 

 

（注） 各社の通話料は 50 分の通話料総額(無料通信分：25 分を考慮) 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

【図表Ⅱ－２－66 ３．９G 料金プランの各社比較】 

 
出所：各社 HP 等を基に総務省作成 
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円
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）

■ 通話料

■ 基本使用料

３Ｇ ３．９Ｇ

オンネット定額化 オールネット定額化

2006年4月 2007年10月 2008年10月 2011年10月 2013年4月～ 2014月6/7月～

フィーチャーフォン（３Ｇ） フィーチャーフォン、スマートフォン （３Ｇ） スマートフォン （３．９Ｇ）

NTTドコモ
タイプSS

無料通話¥1,000
タイプSS（※1）

無料通話¥1,000
タイプSSバリュー（※2）

無料通話¥1,000

タイプXiにねん
無料通話無し（追加料金で
DCM携帯宛24時間無料）

カケホーダイ
国内通話無料

au
プランSS

無料通話¥1,000
プランSS（※1）
無料通話¥1,000

プランSSシンプル(※2) プランZシンプル LTEプラン 電話かけ放題
国内通話無料無料通話¥1,000 1時～21時はau携帯宛通話が無料（追加料金で24時間無料）

SBM
オレンジプランSS
無料通話¥1,000

ホワイトプラン
1時～21時はSBM 携帯宛通話が無料 （追加料金で24時間無料）

スマ放題
国内通話無料

ｲｰ･ｱｸｾｽ - - - -
LTE電話プラン(にねん)

EM宛は24時間無料
（未発表）

【参考】新プラン

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ）
ソフトバンク

モバイル
イー・アクセス

基本料
タイプXi にねん（2年契約） LTEプラン（誰でも割、2年契約） ホワイトプラン（2年契約）

LTE電話プラン
（にねん）

743円 934円 934円 934円

通話料
20円／30秒

Xiｶｹ・ﾎｰﾀﾞｲ：667円／月
（自網内24時間無料）

1～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒
au通話定額：477円／月
（自網内24時間無料）

1～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒
定額オプション：477円／月

（自網内24時間無料）
※2013年1月サービス提供開始

自網内24時間無料
上記以外は：18円／30秒

ネット
接続料

ｓpモード LTE NET S！ベーシックパック —

300円 300円 300円

データ
通信料

Xiﾊﾟｹ・
ﾎｰﾀﾞｲ
ﾌﾗｯﾄ

iPhone

Xiﾊﾟｹ・
ﾎｰﾀﾞｲ
ﾗｲﾄ

LTE対応
スマホ iPhone

LTE対応
スマホ iPhone データ定額５

5,700円 5,200円 4,700円 5,700円 5,200円
（最大2年）

5,700円 5,200円
（最大2年）

2,762円
（LTEスマホ割適用時）

合計
(通話料
除く)

6,743円 6,243円 5,743円 6,934円 6,434円 6,934円 6,434円 3,696円
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【図表Ⅱ－２－67 フィーチャーフォン／スマートフォンの音声料金プランの移行】 

 
(注 1) 「ファミ割ＭＡＸ50」又は「ひとりでも割 50」（いずれも 2年契約）適用時の基本料 

(注 2) 「誰でも割」（2年契約）適用時の基本料 

(注 3) 「新・自分割」（2年契約）適用時の基本料 

出所：各社 HP 等を基に総務省作成 

【参考 携帯電話料金の国際比較（音声のみ）】 

 

会社名 ＮＴＴドコモ（注1） ＫＤＤＩ （ａｕ）（注2） ソフトバンクモバイル（注3）

プラン
名

タイプ
シンプル
バリュー

タイプSS
バリュー

タイプS
バリュー

タイプM
バリュー

タイプL
バリュー

タイプLL
バリュー

プランE
シンプル

プランSS
シンプル

プランS
シンプル

プランM
シンプル

プランL
シンプル

プランLL
シンプル

オレンジ
プランSS
プラン

オレンジ
プランS
プラン

オレンジ
プランM
プラン

オレンジ
プランLプ

ラン

オレンジ
プランLL
プラン

基本料 743円 934円 1,500円 2,500円 4,000円 6,500円 743円 934円 1,550円 2,000円 3,950円 6,700円 1,700円 2,250円 3,200円 4,650円 7,400円

無料
通話
（※5）

なし

1,000円
（25分）

2,000円
（55分）

4,000円
(2時間
22分)

6,000円
（5時間）

11,000円
(12時間
13分)

なし
1,000円
（25分）

2,000円
（62分）

4,050円
(2時間
24分)

6,300円
(4時間
22分)

11,000円
(13時間
20分)

1,000円
（25分）

2,000円
（62分）

4,050円
(2時間
24分)

6,300円
(4時間
22分)

11,000円
(13時間
20分)

通話料 20円/
30秒

20円/
30秒

18円/
30秒

14円/
30秒

10円/
30秒

7.5円/
30秒

20円/
30秒

20円/
30秒

16円/
30秒

14円/
30秒

12円/
30秒

15円/
分

20円/
30秒

16円/
30秒

14円/
30秒

12円/
30秒

15円/
分

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ） ソフトバンクモバイル
プラン名 タイプXi にねん LTEプラン ホワイトプラン Wホワイトプラン

基本料 743円 934円 （注） 934円 1,868円

通話料
20円／30秒

1～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒

1～21時の自網内通話無料
上記以外は：20円／30秒

1～21時の自網内通話無料
上記以外は：10円／30秒

Xiｶｹ・ﾎｰﾀﾞｲ：667円／月
（自網内24時間無料）

ａｕ通話定額：477円／月
（自網内24時間無料）

定額オプション：477円／月
（自網内24時間無料）

フィーチャーフォン

スマートフォン

未公表データのためパブコメ段階では非公表 
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（接続料及び ARPU） 

① 音声接続料は、過去 10 年間に各社で５割以上の引き下げが行われてきた。その背景には、

コストの低廉化等のほか第二種指定電気通信設備制度25に係る接続会計の導入や携帯電話

事業者の接続料の算定方法等について定めた「第二種指定電気通信設備制度の運用に関す

るガイドライン」26が策定されるなど、接続料の基本的枠組みの整備27によってモバイル接

続料算定の適正性が向上したことなどが主な要因として挙げられる。 

② 携帯電話事業者の音声接続料は引き続き低下傾向にある（図表Ⅱ－２－68）。 

③ 上位３事業者の音声 ARPU についても低下傾向にある（図表Ⅱ－２－69）。 

 

【図表Ⅱ－２－68 携帯電話の音声接続料（３分間当たり）の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

 

 

  

                                                  
25 第二種指定電気通信設備制度は、モバイル市場の公正競争環境を整備する観点から、2001 年の電気通信事業法改正により導入。そ

れまで指定されていた NTT ドコモ、沖縄セルラー、KDDI に加え、2012 年度にソフトバンクモバイルが新たに指定を受けた。 
26 2009 年の情報通信審議会の答申を受け、第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の接続料の算定方法、アンバンドル

等に係る考え方を明確化するため作成されたガイドライン。 
27 接続料算定について、事業者ごとに異なる取扱が行われている状況を踏まえ、2009 年の情報通信審議会において接続料算定の適正

性向上に向けた検討が行われ、それ以降「接続料算定ルール及び検証の仕組みの整備」「接続会計の導入」等の、接続料算定/検証の

基本的枠組が整備されてきた。 
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【図表Ⅱ－２－69 音声 ARPU の推移】 

 

（注） KDDI の 2012 年度以降の ARPU は、「パーソナルセグメント」の「音声 ARPU」から「割引適用額」を差し引いた数値を記

載。 

（注） ソフトバンクモバイルの 2011 年度までの ARPU は、通信モジュールを含む。 

出所：各社決算資料より総務省作成 
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（番号ポータビリティ28等） 

 主要事業者３社の番号ポータビリティによる転出入状況を見ると、2011 年度以降 KDDI の

転入超が続いており、2013 年度においても転入者数が首位となっている。ソフトバンクモ

バイルについては、昨年度と同程度の転入超が続いている。また、NTT ドコモについては、

引き続き転出超が続いているものの、その数は昨年度に比べ改善傾向にある（図表Ⅱ－２

－70）。 

 

【図表Ⅱ－２－70 各社の MNP 利用による加入者増減数の推移】 

 

出所：競争評価 2013 事業者アンケート 

【図表Ⅱ－２－71 MNP の利用状況】 

 

出所：総務省資料

                                                  
28 番号ポータビリティは、携帯電話の利用者が携帯電話事業者を変更した場合に、電話番号を変更することなく、変更後の携帯電話事

業者のサービスを利用できることをいう。総務省では、2006 年２月に電気通信番号規則（平成９年郵政省令第 82 号）を改正し、携帯電話

の番号ポータビリティ導入を義務付け（同年 11 月１日施行）、2008 年２月には MVNO の契約者についても義務付けの対象とした。また、

2014 年１月に同規則を改正し、携帯電話と PHS 間の番号ポータビリティ導入を義務付けている（同年 10 月１日施行）。 
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（２） サービス品質等 

（利用状況） 

①  利用者アンケート結果によれば、2013 年度の移動体通信端末での１週間当たりの通

話利用回数は、昨年度に引き続き３回未満のライトユーザーの割合が５割を超えてい

る。また、昨年度と比べて「１回以上３回未満」が減る一方で、「１回未満」が増加し

ており、移動系音声通信の利用頻度の減少が進んでいることがうかがえる。 

②  次に、2013 年度の１週間当たりの通話時間について見ると、昨年度に引き続き５分

未満のライトユーザーの割合が５割を超えている。昨年度と比べて「１分以上５分未

満」が減少する一方で、「１分未満」が増加している。 

 

【図表Ⅱ－２－72 移動体通信端末での１週間当たりの通話利用回数】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 

【図表Ⅱ－２－73 移動体通信端末での１週間当たりの通話利用時間】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート
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（利用者満足度等） 

①  利用者アンケートによれば、現在主に利用している移動体通信事業者の音声通信サ

ービスに対する満足度については、「非常に満足している」と「満足している」の合計

が 38.6%となっており、第１節のデータ通信サービスと比べると若干高いものの、昨

年度と比較するといずれも低下している。 

②  現在主に利用しているサービスを選択した理由は「月額利用料金が安いこと」が

60.1%と最も多く、それに次いで「初期費用が安いこと」（53.5%）が前年に比べ大きく

伸び、「家族割引があること」（44.0%）、「利用可能エリアが広いこと」（34.1%）の順に

高くなっている。 

 

【図表Ⅱ－２－74 現在主に利用している移動体通信事業者の音声通信サービスに

対する満足度】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－２－75 現在主に利用しているサービスを選択した理由】 

 

出所：競争評価 2013 利用者アンケート 
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２ 競争状況の評価 

 
（市場の規模） 

１． 2013 年度末時点における、データ通信と音声通信とを区分しない移動系通信市場（携帯電

話・PHS・BWA）全体の契約数は１億 5,702 万（対前年度末増加率 7.2%）に対し、移動系音声

通信市場の総契約数は１億 2,270 万であった。 

２． 売上高ベースでは、移動系通信市場全体が 10 兆 6,053 億円で 8.9%の増加であったのに対

し、移動系音声通信市場では３兆 2,801 億円で 5.3%の減少であった。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

３． 第１節で述べたとおり、契約数ベースで見た移動系通信市場の事業者別シェアは、NTT ド

コモが 40.2%（対前年度末比 1.8 ポイント減）、KDDI が 25.8%（同±0.0 ポイント）、ソフトバ

ンクモバイルが 22.9%（同 0.7 ポイント増）であった。それに対し、移動系音声通信市場にお

いては、NTT ドコモが 43.6%、KDDI が 29.5%、ソフトバンクモバイルが 23.0%であった。 

４． また、上位 MNO３社以外の移動系音声通信市場におけるシェアを見ると、ウィルコムは 3.8%

となっており、イー・アクセスは 0.2%となっている。 

５． 2013 年度末時点の市場集中度（HHI）については、移動系通信市場が 2,837、移動系音声通

信市場が 3,312 となっている。 

 

（料金等） 

６． 2013 年度末現在、3.9G（LTE）で利用する場合の基本使用料は、KDDI とソフトバンクモバ

イルが同水準であるのに対し、NTTドコモはそれを下回る金額となっている。NTTドコモとKDDI、

ソフトバンクモバイルは、フィーチャーフォン向けプランでは基本使用料に無料通話（25 分

相当）を含む料金プランを選択可能であったが、LTE スマートフォン向けプランでは NTT ドコ

モと KDDI は提供していない。また、KDDI 及びソフトバンクモバイルは基本料が安い主要な

LTE 向けのプランにおいて、自社内の利用者間の特定時間帯の通話を無料としている。 

７． 基本使用料が安い主要なプランにおける通話料は、無料通話分を除けば、上位３事業者と

もに 40 円/分と同一金額である。また、音声接続料は、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクモバ

イルの順に低い。近年は３社ともに音声接続料を引き下げてきており、３社間の格差は縮小

傾向にある。 

８． 主要事業者３社の音声 ARPU は減少が続いている。３社間で比較すると、ソフトバンクモバ

イル、NTT ドコモ、KDDI の順に ARPU 金額が大きい。 

９． 既存契約者のサービス変更の動向を示す番号ポータビリティの 2013 年度の利用数は 657 万

で、同年度末時点の累計利用数は 2,665 万であった。 
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（評価） 

10． 移動系音声通信市場において首位の NTT ドコモの市場シェアを見ると 43.6%と高く、単独

で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。その一方で、番号ポータビリティ（MNP）

の利用による NTT ドコモ利用者の転出が続いていることもあり、同社のシェアは減少してい

ることから、同社が市場支配力を行使し得る地位は低下している傾向にある。 

11． 他方、2013年度末時点における上位 MNO３社の移動系音声通信市場におけるシェアは 96.1%、

また市場集中度（HHI）が 3,312 と高い水準にあることから、複数事業者が協調して市場支配

力を行使し得る地位にあると考えられる。 

12． しかしながら、上位 MNO３社の移動系音声通信サービスに関しては、第二種指定電気通信

設備に係る規制措置等が講じられている中、MNP の利用数の増加に見られるサービス利用の流

動性が一定程度は確保されている。また利用者ニーズの変化による通話利用回数・時間の減

少や各種割引制度の利用拡大に起因すると考えられる ARPU の低下傾向を踏まえれば、NTT ド

コモが単独で、又は複数事業者が協調して市場支配力を実際に行使する可能性は低い。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

第３章 固定系データ通信市場 
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第１節 固定系ブロードバンド市場の分析及び競争状況の評価 

１．本節では、「固定系ブロードバンド市場」について重点的な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

（１） 市場の規模（契約数、売上高） 

（２） 事業者別シェア及び市場集中度 

（３） 東日本／西日本の競争状況 

（４） 料金等 

これらの分析結果に基づき、固定系ブロードバンド市場に関し、以下の点について競争状

況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 基本データ（供給側データ）の分析 

１-１ 市場の規模 

固定系ブロードバンド市場（FTTH、ADSL、CATV インターネット）における総契約数

は、2013 年度末で 3,585万（対前年度末比 1.6%増）であり、引き続き増加しているも

のの、その増加率は鈍化している。 

次に、サービス別の契約数の推移を見ると、ADSLが引き続き減少傾向、CATVインタ

ーネットがほぼ横ばい（微増）となっている中、固定系ブロードバンド契約数の 70.7%

を占めている FTTHについては、契約数が増加している。しかしながら、FTTH契約数の

増加率は近年鈍化してきている状況にある。 

固定系ブロードバンド市場全体（FTTH、ADSL、CATV インターネット）における売上

高については、2013年度において 1兆 6,952億円となっており、サービス別では FTTH

が全体の 70.3%を占めている。 

 

【図表Ⅱ－３－１ 固定系ブロードバンド市場の契約数と売上高の推移】 

 

（注）各社の公表資料等を基に市場の売上高を推計。 

出所：総務省資料 
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※一部の事業者より契約数について集計方法の変更が報告されたため、10.3の固定系ブロードバンド契約数及びCATVインターネット契約数について

前期との間で変動が生じている。

（単位：億円)
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【図表Ⅱ－３－２ 固定系ブロードバンド市場の契約数の増減率の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

１-２ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI） 

（１） 固定系ブロードバンド市場（FTTH、ADSL、CATVインターネット）の契約数の事

業者別シェアを見ると、2013 年度末時点で、NTT東西のシェアは、54.5%（対前年

度末比 0.3ポイント増）となっており、KDDIグループ 119.0%（同 9.6ポイント増）、

ソフトバンクグループ 28.1%（同 1.8ポイント増）、ケイ・オプティコム 4.1%（同

0.2ポイント増）となっている。 

（２） 2013 年度末現在の固定ブロードバンド市場の市場集中度（HHI）については、

3,493（対前年度末比 294増）となっており、企業のグループ化の影響もあり、大

幅の増加となっている。 

 

 

 

 

1 本章における KDDI の契約数については、2009 年度以降は沖縄セルラー、JCN、CTC、OTNet を、2013 年度以降は J:COM を含

めて計算している。 
2 本章においては、ソフトバンク BB 及びソフトバンクテレコムをいい、2013 年度からはイー・アクセスも含む。 
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※一部の事業者より契約数について集計方法の変更が報告されたため、10.3の固定系ブロードバンド増減率及びCATVインターネット増減率について

前期との間で変動が生じている。
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【図表Ⅱ－３－３ 固定系ブロードバンド市場の事業者別シェア及び市場集中度

（HHI）の推移】 

出所：総務省資料 

 

１-３ 東日本／西日本の競争状況 
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プのシェアが大きく、西日本地域では KDDIグループと電力系事業者のシェアが大きい

状況となっている（東日本地域では KDDI グループ 22.7%、電力系事業者 0.8%であるの
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市場集中度（HHI）については、東日本地域と西日本地域別では、それぞれ、4,020、
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【図表Ⅱ－３－４ 固定系ブロードバンド市場の契約数の推移（東・西日本地域）】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－３－５ 固定系ブロードバンド市場の事業者別シェア及び市場集中度

（HHI）（東・西日本地域）】 

 

出所：総務省資料  
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２ 基本データ（需要側データ）の分析 

２-１ 料金等 

（１） FTTH 

FTTHの料金体系は、 

① マンション向け（マンション規模別）／戸建て＋ビジネス向け 

② 配線方式（光配線方式、VDSL方式、LAN配線方式） 

③ 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、定額制がほとんどを占め、

戸建て＋ビジネス向けではおおむね 4,400円程度～6,900円程度、集合住宅向け

ではおおむね 3,000円程度～5,500円程度となっており、いずれも昨年度と比べ

変化はなかった（月額料金（モデム代、屋内配線利用料等含む。）3。利用者アン

ケートによると昨年度と同様 4,000円～5,000円（ISP料金込）の支払が最も多

くなっている。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（２年間等）、電話やテレビと

のセット割引、スマートフォンのデータ通信との組み合わせによる割引 4等が提

供されているほか、キャンペーンとして、新規加入の特典（工事費無料）、キャ

ンペーン期間中に契約した場合における公衆無線 LANの無料サービス（一定期間

等）、量販店や他業種との連携によるクーポンの配布や各種チケットの提供等が

行われている。 

（２） ADSL 

ADSLの料金体系は、 

① 電話共用型／ADSL専用型 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、ほぼ全て定額制となってお

り、電話共用型でおおむね 1,800円程度～4,200円程度、ADSL 専用型でおおむね

3,100円程度～6,400 円程度となっており、いずれも昨年度と比べ変化はなかっ

た（月額料金（モデム代を含む。））。利用者アンケートによると昨年度と同様 2,000

円～3,000円（ISP料金込）の支払が最も多くなっている。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（１年間又は２年間）、マイラ

イン契約とのセット割引、スマートフォンのデータ通信との組み合わせによる割

引等が設定されているほか、キャンペーンとして、新規加入の特典（一定期間月

額料金無料）、キャンペーン期間中に契約した場合におけるキャッシュバックや

他業種との連携による特典サービス（引っ越し代割引）等が行われている。 

3 ここでは、ISP 料金込みの金額を記載。なお、NTT 東西のみが回線使用料のみのプランを設定しているのに対し、その他の事業者

は ISP 料金込みの料金として設定している。 
4 スマートフォンのデータ通信との組み合わせによる割引については、FTTH の料金からではなく、移動系通信の料金から割り引かれ

ている。 
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（３） CATVインターネット 

CATVインターネットの料金体系は、 

① テレビ（チャンネル数別）又は電話サービスとのセット 

② 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されているが、実際にはテレビ又は電話

サービスとのセット契約により CATV インターネット料金が一定額割り引かれる

形態（継続利用割引と併せて）で提供されていることが多い。インターネットの

みの契約の場合の料金プランはおおむね 1,700円程度～6,400円程度となってお

り、昨年度と比べ変化はなかった（月額料金（モデム代を含む。））。利用者アン

ケートによると昨年度と同様 3,000円～4,000円（ISP料金込）の支払が最も多

くなっている。 

 

【図表Ⅱ－３－６ サービス別（FTTH,ADSL,CATV インターネット）の料金プラン 5

の価格帯比較】 

  出所：各社 HP等を基に総務省作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 以下の事業者（サービス）の料金プランをサンプル調査。 

・ADSL：NTT 東西、ソフトバンク BB、イー・アクセス、TOKAI コミュニケーションズ、ザ・トーカイ（全６社） 

・FTTH：NTT 東西、ソフトバンク BB、KDDI、アルテリア・ネットワークス、電力系事業者（全９社） 

・CATV インターネット：J:COM、JCN ほか（全 16 社） 
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【図表Ⅱ－３－７ インターネット接続サービスの 1 か月当たりの利用料（基本

料金を含む総支払額）】 

（2013年度） 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

（2012年度） 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 
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（４） 料金と通信速度の関係 
各サービスの最大通信速度（ベストエフォート）を見ると、ADSL（0.5-50Mbps）

が価格帯と同様に多岐にわたっている一方で、FTTHでは 100Mbps、200Mbps及び１

Gbpsに集約されており、CATVインターネットでは 160Mbps のサービスが最大とな

っている。 

民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、主要なサービ

スにおける「実効速度／最大通信速度」は、FTTH（最大通信速度 100Mbps）が ADSL

（同 50Mbps）や CATV インターネット（同 160Mbps）よりも相対的に高い。また、

昨年度と比べて実効速度に大きな変化は無かった。 

 

【図表Ⅱ－３－８ 主要な固定ブロードバンドサービスの利用料金と通信速度の

関係】 

 

出所：各社 HP 等及び民間事業者によるサンプル調査 6の分析結果を基に総務省作成 
 

 

 

 

 

6 本調査は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の条件下のも

のである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80%）の分布を示したものであり、この幅を超えた実効速度も存在し

ている。調査概要は以下のとおり。 

調査時期：2013 年 4 月～2014 年 1 月（（株）Studio Radish による調査）。サンプル数：全 15 万 8 千サンプルのうち、一部から作成。 

調査概要：Studio Radishの測定サーバ（東京と大阪の 2か所）に、利用者端末からアクセスした際の下り速度を調査。同一の利用者が

複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い結果のみを利用。また、回線種別・速度等は、利

用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。 
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【図表Ⅱ－３－９ 主要な固定ブロードバンドサービス（FTTH,ADSL,CATV インタ

ーネット）の実効速度】 

 

出所：民間事業者によるサンプル調査 6の分析結果 
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３ 競争状況の評価 

（市場の規模） 

１． 固定系ブロードバンド市場の総契約数は、2013 年度末時点で 3,585万と対前年度末と比

べ引き続き増加しているものの、その増加率は対前年度末比で 1.6%にとどまった。 

２． サービス別の増減率は、メタルから光ファイバへのマイグレーションが進む中、FTTH（対

前年度末比 6.3%増）と CATVインターネット（同 0.2%増）が増加、ADSL（同 17.6%減）が

減少というトレンドに変化はないが、CATV インターネットの増加率は縮小している。市場

を牽引するサービスとしての FTTHの位置づけは一層高まっており、2013年度中に固定系

ブロードバンド市場全体に占める割合は７割を超えた。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

３． 固定系ブロードバンド市場における事業者別の契約数のシェアの順位について、首位の

NTT 東西（54.5%）に次いで KDDI グループが２位、ADSL主体のソフトバンクグループが３

位となっている。なお、KDDIグループは 2013 年度に J:COM グループを連結子会社として

いる。 

４． 地域別には、東日本及び西日本において KDDIグループがソフトバンクグループのシェ

アを上回っている。 

５． 2013年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 3,493 であるものを地域別に見ると、

東日本地域で 4,020、西日本地域で 3,056であった。いずれの場合もグループ化の影響等

もあり対前年度末比で増加が続いているほか、HHIの東高西低の傾向に変化はなかった。 

 

（料金等及びサービス品質） 

６． 固定系ブロードバンドの主な料金プランの価格帯は、ADSL（1,800円-6,400円）、FTTH

（3,000 円-6,900 円）、CATVインターネット（1,700円-6,400円）となっている。 

７． 他方、支払額の多い ISPサービス込みの利用料の価格帯は、昨年度と同様 4,000円台の

FTTH、3,000円台の CATVインターネット、2,000円台の ADSLの順に高いというアンケート

結果が得られた。ただし、ここで CATV インターネットについては、実際にはテレビ等との

バンドルサービスによりブロードバンド料金が減額されていることが多いことに注意を要

する。 

８． FTTH 市場の分析で述べるように、最近の FTTHサービスの利用者料金の推移を見ると、

2008年 10月に KDDI が新たな料金プランの提供を開始しているほか、2012年には NTT東日

本及び NTT西日本がそれぞれ新たな長期割引サービスの提供を開始するなど、FTTH 事業者

間での料金競争が一定程度進んでいる。 
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９． また、戦略的評価で述べるように、NTT東西以外の事業者は、グループ内外で固定通信

と移動通信を組み合わせた割引サービス等を展開するなど、新たなサービス競争が進展し

ている。 

10． 各サービスの最大通信速度（ベストエフォート）を見ると、ADSL（0.5-50Mbps）が価格

帯と同様に多岐にわたっている一方で、FTTH では 100Mbps、200Mbps及び１Gbpsにそれぞ

れ主要なサービスが集約されており、CATV インターネットでは 160Mbpsのサービスが最大

となっている。 

11． 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、主要なサービスにお

ける「実効速度／最大通信速度」は、FTTH（最大通信速度 100Mbps）が ADSL（同 50Mbps）

や CATV インターネット（同 160Mbps）よりも相対的に高い。 

 

（評価） 

12． 固定系ブロードバンド市場における市場支配力に関しては、引き続きメタルから光ファ

イバへのマイグレーションが進む中、同市場の中心的なサービスである FTTHサービスの位

置付けの重要性が更に高まっており、事業者別シェアでは NTT東西のシェアは引き続き上

昇傾向にあり、また、市場集中度（HHI）が更に高い水準になっていることから、NTT東西

が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられる。 

13． NTT東西に対しては、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられており、2014

年２月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基

づく検証結果（平成 25年度）」では、NTT東西における第一種指定電気通信設備に係る規

制の遵守状況等の検証を実施している。 

14． こうした規制措置が有効に機能している中、 

① 契約数ベースで２位の事業規模を有する競争事業者のグループが市場シェアを伸ば

していること、 

② 多数の競争事業者が事業展開をすることで、サービスの多様性が一定程度確保されて

いること、 

等も踏まえれば、固定系ブロードバンド市場において、NTT東西が実際に市場支配力を

行使する可能性は低い。 

15． なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT東西を含む複数の事業者が協調して市

場支配力を行使し得る地位にあるが、前述の①、②といった固定系ブロードバンド市場に

おける競争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 
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第２節 FTTH市場の分析及び競争状況の評価 

１．本節では、「FTTH 市場」について重点的な分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データに加え、近年の

FTTH市場の動向を踏まえ、評価に当たって勘案すべき要素について分析を行い、評価を行う

こととする。 

（１） 基本データとして、 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 都道府県別の競争状況 

④ 料金等 

⑤ サービス品質 

⑥ サービス変更コスト 

（２） また、評価に当たっての勘案要素として 

① FTTH市場における参入が進んでいないエリアの状況 

② NTT 東西加入電話による FTTH市場へのレバレッジの懸念関係 

について、事業者アンケートや利用者アンケート等の結果も踏まえつつ分析を行う。 

これらの分析結果に基づき、FTTH市場に関し、以下の点について競争状況の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 基本データ（供給側データ）の分析 

１-１ 市場の規模 

（１） FTTH 市場における契約数は、2013年度末時点で 2,535万（対前年度末比 6.3 %

増）と年々増加傾向にあり、東日本地域と西日本地域に分けて見た場合において

も、それぞれ 1,319 万（同 6.2%増）、1,217 万（同 6.4%増）と同様の状況となっ

ている。 

（２） 次に、「戸建て＋ビジネス向け市場」及び「集合住宅市場」について契約数の

状況を見ると、契約数はそれぞれ 1,634 万（対前年度末比 8.8%増）、902 万（同

2.1%増）となっており、また、FTTH全体の契約数に占める割合はそれぞれ 64.4%、

35.6%となっている。 

（３） しかしながら、各契約数の増加率自体は、「戸建て＋ビジネス向け市場」及び

「集合住宅向け市場」のいずれにおいても近年鈍化している。 

（４） FTTH 市場における売上高については、2013 年度において１兆 1,922 億円とな

っている。 

【図表Ⅱ－３－10 FTTH 市場の契約数と売上高の推移】 

（注）各社の公表資料等を基に市場の売上高を推計。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－11 FTTH 市場の契約数の推移（東日本）】 

 

出所：総務省資料 

【図表Ⅱ－３－12 FTTH 市場の契約数の推移（西日本）】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－13 FTTH 市場の契約数の増加率の推移】 

 
出所：総務省資料 

 

１-２ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI） 

（１） FTTH 市場における契約数の事業者別シェアを見ると、2013 年度末時点で NTT東

西のシェアは 71.2%、KDDI グループは 12.3%、ケイ・オプティコムは 5.8%となっ

ており、前年度末と比較し、NTT 東西が 1.3 ポイント減、KDDI グループは 0.9 ポ

イント増、ケイ・オプティコムは±0 ポイントとなっている。また、NTT 東西の

NGN 利用サービス（フレッツ光ネクスト及びフレッツ光ライト）の契約数も年々

増加している 7。 

東日本地域と西日本地域別に見ると、 

① 東日本地域では、シェア１位の NTT東日本が 77.2%、シェア２位の KDDI グル

ープが 13.9%となっている。 

② 西日本地域では、シェア１位の NTT西日本が 64.6%、シェア２位のケイ・オ

プティコムが 12.1%、３位の KDDIグループが 10.5%となっている。 

（２） 次に、市場集中度（HHI）を見ると FTTH 市場全体の HHI は 5,391（対前年度末

比 81減）となっており、近年減少傾向にある。また、東日本地域と西日本地域の

HHIはそれぞれ 6,206 及び 4,726となっている。 

 

7 NGN の基本サービス（フレッツ光ネクスト、フレッツ光ライト）の契約数は、2013 年度末時点で 1095 万、FTTH 契約数全体に占める

割合は 43.2%となっており、2009 年度末と比較すると約５倍となっている。 
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【図表Ⅱ－３－14 FTTH 市場の事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－３－15 FTTH 市場の事業者別シェア及び市場集中度（HHI）（東・西日本

地域）】 

 
出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－16 NGN 利用サービスの契約数及び FTTH 契約数（全体及び NTT 東

西）に占める割合】 

 

（注１）フレッツ光ネクスト、フレッツ光ライト 

（注２）括弧内は、「FTTH契約数（全体）」に占める割合 

出所：総務省資料及び競争評価 2013事業者アンケート 

 

１-３ 都道府県別の競争状況 

（１） サービス競争 

2013 年度末時点で、FTTH 契約数が突出して多いのは 300 万超の東京都で、次いで 200

万超の神奈川県、大阪府、100万契約を超えているのは愛知県、埼玉県、千葉県、兵庫県、

北海道の５道県であり、それに続くのは、50万超の福岡県、静岡県、京都府、広島県、茨

城県の５府県である。 
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【図表Ⅱ－３－17 FTTH 契約数の推移（都道府県別）】 

 

出所：総務省資料 

 

東日本地域と比較し、西日本地域では FTTH 契約数における NTT 西日本以外の競争事業

者のシェアが高い傾向にある。そのシェアが 40%を超えているのは、近畿ブロックの滋賀

県、奈良県、兵庫県、京都府及び和歌山県に徳島県を加えた６府県である。特に、滋賀県

と奈良県では競争事業者の合計シェアが NTT西日本を上回っている。 
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有している。また、西日本地域の近畿、四国、九州の各ブロックで電力系事業者のシェア
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【図表Ⅱ－３－18 都道府県別の FTTH サービスシェア及び市場集中度（HHI）】 

（2014.3 末時点） 

 

出所：総務省資料 

 

【参考１ 都道府県別の超高速ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽｼｪｱ及び市場集中度（HHI）】 

（2014.3 末時点） 

 

出所：総務省資料 
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都道府県別の NTT 東西、KDDI グループ、電力系事業者のシェアの推移を見ると、KDDI

グループが近畿地方を除く全国においてシェアを伸ばしている一方で、NTT 東西はほぼ全

国で、また電力系事業者も近畿地方以外の西日本ほぼ全域で、それぞれシェアを下げてい

る。 

また、KDDI は、au ひかりのエリアを、首都圏を中心に展開してきたが、2008 年度から

2010 年度にかけて東日本を中心に、2012 年１月以降には西日本も含めてエリアを拡大し

ている。このような状況の下、FTTHサービスにおける KDDIグループの純増数は、2012年

度に入ってから前年度以上の伸びを示しており、2013年度も NTT東西と同程度の伸びとな

っている。 

 

【図表Ⅱ－３－19 都道府県別の主要事業者の FTTH サービスシェアの変遷】

 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－３－20 FTTH 契約数の純増数の推移】 

  出所：総務省資料 
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（２） 設備競争 

設備競争の状況について見ると、全国の光ファイバ回線の総数は、2013年度末において

約 1,906 万回線であり、このうち NTT東西のシェアは 78.3%（対前年度末比±0ポイント）

となっている。 

地域別で見た場合、東日本地域に比べ、西日本地域は KDDI グループ、電力系事業者、

CATV事業者等との設備競争が活発な傾向にあり、近畿ブロックの各府県に岐阜県、静岡県、

愛知県、三重県、徳島県、高知県及び大分県を加えた 13府県では、NTT西日本以外の競争

事業者のシェアが 30%超となっている。特に滋賀県及び奈良県においては、競争事業者の

設備シェアの合計が 50%超となっている。 

 

【図表Ⅱ－３－21 光ファイバ回線の設備シェアの推移（全国）】 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－22 光ファイバ回線の都道府県別設備シェア(2013年度末)】 

 

                                     出所：総務省資料 

 

【参考２ 加入者回線全体の都道府県別設備シェア(2013 年度末)】 

 

出所：総務省資料 

 

光ファイバ回線の純増数は NTT東西が大きな割合を占めている。また、2010年度と 2013

年度の純増数のシェアを比べると、NTT東西の割合は微増している（加入者回線全体では、

NCC の回線数が微増傾向にあるものの、NTT東西の回線数は年々減少）。 
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【図表Ⅱ－３－23 光ファイバ回線数の純増数の推移及びシェア（全国）】 

 
出所：総務省資料 

 

図表Ⅱ－３－24のとおり、競争事業者の光ファイバ回線の設備シェアの高い都道府県に

おいては、全般的に競争事業者の FTTH サービスシェアが高く、設備シェアとサービスシ

ェアの間には強い相関関係があることが分かる。 

 

【図表Ⅱ－３－24 光ファイバ回線の設備シェアと FTTH サービスシェアの関係

（都道府県別）】 

             出所：総務省資料 
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（３） アクセス回線の事業者間取引 

FTTH市場に係る市場分析を行うに当たっては、アクセス回線の事業者間取引についても

注目する必要がある。アクセス回線の事業者間取引の中には一般的に相互接続、卸等の

様々な取引があるが、小売市場に影響が大きいと考えられる光ファイバ回線の相互接続に

ついて、分析の対象とする。 

NTT 東西の光ファイバ回線については、競争事業者への貸出義務が課されているところ

であるが、2013 年度の状況を見ると以下のとおりである。 

① 2013年度末時点における NTT東西による光ファイバ回線の貸出（加入光ファイバの相

互接続）の総数は約 165 万回線。このうち、NTT 東日本分は約 112 万回線（68%）、NTT

西日本分は約 53 万回線（32%）であり、東高西低の状況となっている。 

② NTT 東西の光ファイバ回線の貸出回線数が多いのは、東京都（約 19 万）、北海道（約

15 万）、埼玉県（約 10 万）のほか、千葉県及び神奈川県（約８万）、茨城県及び福岡県

（約７万）、栃木県、宮城県、大阪府、長野県、群馬県及び新潟県（約 5－6万）などで

ある。また、2012 年度と 2013 年度の貸出回線数の増加分について比較を行うと、上位

10都道県では北海道を除き、2013年度は減少している。 

③ NTT東西が保有する光ファイバ回線数（未利用の回線を除く。以下同じ。）に占める貸

出回線数の割合（2013 年度末時点）を見ると、当該割合の全都道府県の平均は 11.1%で

あり、昨年度の 9.2%から増加傾向にある。なお、KDDI は、NTT東西との事業者間取引を

活用すること等により、2012 年 1 月には東日本及び西日本の複数の地域において FTTH

のサービス提供エリアを拡大しているところである。 
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【図表Ⅱ－３－25 NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線数（都道府県別）】 

 

出所：競争評価 2011･2012･2013事業者アンケート 

 

【図表Ⅱ－３－26 NTT 東西による光ファイバ回線の貸出回線数の分析】 

 

出所：競争評価 2012･2013事業者アンケート 
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として、KDDI のように、光ファイバ回線の調達に NTT東西との事業者間取引を活用する競
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ビスシェアでは集合住宅や法人契約等でその集計方法が異なっており、都市部の多い都道

府県では設備ベースの回線数に比べて、サービスベースの契約数が多くなる傾向がある。 

 

【図表Ⅱ－３－27 競争事業者の FTTH サービスシェア・光ファイバ回線の設備シェ

ア・NTT 東西の光ファイバ回線の貸出率 8の関係】 

 
出所：総務省資料及び競争評価 2013事業者アンケート 

 

（４）市場集中度（HHI）の違いに注目したブロック別の分析  

FTTH サービスと超高速ブロードバンドサービスの HHI をブロック別に示したのが図表

Ⅱ－３－28 である。ブロックによって HHIには大きな差がある。 

次にブロック別に NTT 東西の光ファイバ回線の設備シェアを見たのが図表Ⅱ－３－29

である。設備シェアについては、サービスシェアのように HHIの水準に連動した動きには

必ずしもなっていない。これは、競争事業者が、NTT 東西の光ファイバを借りることで、

一定のサービスシェアを確保していることが一因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 NTT 東西の光ファイバ回線の貸出回線数を NTT 東西の光ファイバ回線数（設備数）で除したもの。 
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【図表Ⅱ－３－28 FTTH サービス及び超高速ブロードバンドサービスの HHI 

（ブロック別）】 

ブロック 

HHI 

都道府県 
FTTH 

超高速ブロ

ードバンド 

北海道 7,035 6,374 北海道 

東北 7,728 7,471 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東 5,819 4,889 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、 

神奈川県、山梨県 

中部 5,586 4,646 
新潟県、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、 

静岡県、愛知県、三重県 

近畿 4,356 3,428 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国 5,992 5,545 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

四国 4,964 4,790 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州 5,339 4,649 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県 

沖縄 6,396 6,145 沖縄県 

出所：総務省資料により作成 

 

 

【図表Ⅱ－３－29 NTT 東西の光ファイバ回線の設備シェアと HHIの関係】 

 
出所：総務省資料 
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２ 基本データ（需要側データ）の分析 

２-１ 料金等 

（１） 料金体系 

FTTHの料金体系は、 

① マンション向け（マンション規模別）／戸建て向け 

② 配線方式（光配線方式、VDSL方式、LAN配線方式） 

③ 通信速度 

の組合せに応じた基本的なプランが設定されており、定額制がほとんどを占め（従

量制は NTT東西及びケイ・オプティコムに存在する。）、戸建て向けではおおむね

4,400円程度～6,900 円程度、集合住宅向けではおおむね 3,000円程度～5,500円程

度となっており、昨年度と比べて大きな変化は見られなかった（月額料金（モデム

代、屋内配線利用料等を含む。））9。利用者アンケートによると昨年度と同様 4,000

円～5,000円の支払が最も多くなっている。 

また、割引プランとしては、長期継続利用割引（２年間等）、電話やテレビとの

セット割引、スマートフォンのデータ通信との組み合わせによる割引 10等が提供さ

れているほか、キャンペーンとして、新規加入の特典（工事費無料）、キャンペー

ン期間中に契約した場合における公衆無線 LANの無料サービス（一定期間等）、量

販店や他業種との連携によるクーポンの配布や各種チケットの提供等が行われて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9 ここでは、ISP 料金込みの金額を記載。なお、NTT 東西だけが回線使用料のみのプランを設定しているのに対し、その他の事業者

は ISP 料金込みの料金として設定している。 
10 スマートフォンのデータ通信との組み合わせによる割引については、FTTH の料金からではなく、移動系通信の料金から割り引か

れている。 
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【図表Ⅱ－３－30 FTTH料金プラン 11の価格帯比較】 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 

  

11 以下の事業者（サービス）の料金プランをサンプル調査。 

 ・NTT 東西、ソフトバンク BB、KDDI、アルテリア・ネットワークス、電力系事業者（全９社） 
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【図表Ⅱ－３－31 インターネット接続サービスの 1 か月当たりの利用料（基本

料金を含む総支払額）（FTTH 利用者）】 

（2013年度） 

 
出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

（2012年度） 

 

出所：競争評価 2012利用者アンケート 

 

（２） 料金と通信速度の関係 

FTTHサービスの月額料金と最大通信速度の関係については、主要なサービスの通

信速度は 100Mbps、200Mbps、１Gbps に分類され、それぞれについてマンション向
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けと戸建て向けメニューが用意されている。全体的な傾向としては、昨年度と比べ

大きな変化はなく、同じ最大通信速度でもマンション向けは戸建て向けに比べ、

1,000円～2,000 円程度安価な料金となっている。 

また、100Mbps、200Mbpsとの間では月額料金に大きな違いは見られず、１Gbps

のサービスに関しても、最低料金が他の最大通信速度の月額料金に比べて 500円程

度高額な設定となっているだけである。 

 

【図表Ⅱ－３－32 各 FTTH サービスの料金別・表示速度別の分布図】 

 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 

 

（３） 接続料 

１．３（３）における事業者間取引の分析で触れたように、アクセス回線の事業

者間取引において NTT東西の光ファイバのアンバンドルは事業者間取引の中で重要

な位置づけとなっており、その接続料の推移を合わせて分析する必要がある。 

最近の NTT東西の加入光ファイバ（加入ダークファイバ）の接続料の推移を見る

と、2008年度に値下げされ、更に 2011年度以降に大きく値下げしている。このよ

うな接続料の低廉化は、事業者間取引の活性化の一因となっている 12（図表Ⅱ－３

－33）。 

また、最近の FTTHサービスの利用者料金の推移を見ると、2008年 10月に KDDI

が新たな料金プランでの提供を開始しているほか、2012年には NTT東西がそれぞれ

新たな長期割引サービスの提供を開始するなど、実質的な料金の低廉化が一定程度

12 なお、総務省では、近年のメタル回線の需要の減少に伴いメタル回線の接続料が上昇傾向にあることから、メタル回線のコストを検

証するため、2012年 11月から 2013年 5 月まで「メタル回線のコストの在り方に関する検討会」を開催。その結論を踏まえたメタル回線

と加入光ファイバ回線との間の費用の配賦方法の見直しにより、2014 年度以降は、より多くのコストが加入光ファイバ回線に配賦され

ている。 
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進んでいる 13。さらに、2013年４月には So-netが既存事業者と差別化した FTTHサ

ービス（最大通信速度２Gbps（ベストエフォート））を新たに開始するなど、サー

ビスの多様化も一定程度進んでいる（図表Ⅱ－３－34）。 

 

【図表Ⅱ－３－33 ダークファイバ接続料の推移】 

 
※ 回線管理運営費を含まない。 

※ 戸建て向け一芯接続料については局外スプリッタ料金を含み、引込線料金を含まない。 

出所： 総務省資料 

  

13 このほか、KDDI が FTTH サービス利用者のスマートフォンのデータ通信料金を割引する au スマートバリューを開始している（2012

年 3 月～）。 

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

ＮＴＴ東日本

（マンション向け一芯接続料）
5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,610 4,610 4,610 4,194 3,403 3,203 3,159 3,115 3,072

ＮＴＴ西日本

（マンション向け一芯接続料）
5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 5,074 4,932 4,932 4,932 4,784 4,357 3,220 3,206 3,192 3,178

ＮＴＴ東日本

（戸建て向け一芯接続料）
5,044 5,020 5,020 5,020 5,020 5,020 4,576 4,260 4,240 4,179 3,756 3,013 2,835 2,808 2,781 2,755

ＮＴＴ西日本

（戸建て向け一芯接続料）
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【図表Ⅱ－３－34 FTTHアクセスサービスの月額料金の推移】 

 （戸建て向け、各種割引適用後の初年度料金。期間限定のキャンペーン料金は参考掲載） 

 

※１  【NTT 東日本】ISP 料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2008 年 3 月までは B フレッツ・ハイパーファミリータイプ、

2008 年 3 月からフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012 年 3 月からはにねん割適用料金）。 

※２  【NTT 西日本】ISP 料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2005 年 2 月までは B フレッツ・ファミリー100 タイプ、2005

年 3 月からはフレッツ・光プレミアムファミリータイプ、2008 年 3 月からフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012 年 11 月まではあっと割

引適用料金、2012 年 12 月からは光もっともっと割適用料金）。 

※３  【KDDI】ISP 料金（ニフティ）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。2006 年 12 月までは東京電力の TEPCO ひかり・ホームタイプ、2007 年

１月から KDDI のひかり、2008 年 10 月からはギガ得プランの料金。 

※４  【ケイ・オプティコム】ISP 料金、回線終端装置使用料を含む。 eo 光ネット（ホームタイプ）100M コース（2005 年７月 eo ホームファイバーから改

称）の料金（即割適用料金）。 

※５  【So-net】ISP 料金（so-net）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。NURO 光の料金。 

※６  au スマートバリューは、一定の条件を満たすスマートフォン等について１台あたり月額 1,410 円引き（最大２年間）。 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 

 

２-２ サービス品質 

（１） 通信速度（実効速度） 

民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、FTTHアク

セスサービスの最大通信速度（ベストエフォート）別の実効速度は、以下のと

おりである 14。昨年度と比べ、サービス別、事業者別ともに実効速度に大きな

変化は見られない。 

 

 

 

14 最大通信速度（ベストフォート）が 1Gbps 等の高速なサービスでは、利用者の宅内環境や測定サーバまでのネットワーク環境などの

複数の要素が実効速度に影響を与えている可能性がある。 
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【図表Ⅱ－３－35 FTTH アクセスサービスの通信速度の実効速度（100･200Mbps、

1Gbps）】 

  

出所：民間事業者によるサンプル調査 15の分析結果 

 

【図表Ⅱ－３－36  FTTH アクセスサービスの通信速度の事業者別の実効速度

（100Mbps）】  

 
出所：民間事業者によるサンプル調査 15の分析結果 

15 本調査は、調査対象の母集団、インターネット利用環境、サンプル数をはじめとした測定条件が確立される前の特定の条件下のも

のである。また、本実効速度は、サンプル値の一定（中央値に近い 80%）の分布を示したものであり、この幅を超えた実効速度も存在

している。調査概要は以下のとおり。 

調査時期：2013 年 4 月～2014 年 1 月（（株）Studio Radish による調査）。サンプル数：全 15 万 8 千サンプルのうち、一部から作成。

調査概要：Studio Radishの測定サーバ（東京と大阪の 2か所）に、利用者端末からアクセスした際の下り速度を調査。同一の利用者

が複数回の計測を行った場合には測定品質（速度が安定している程高い）が最も高い結果のみを利用。また、回線種別・速度等は、

利用者の選択入力であり実際の回線と一致していない場合がある（表示速度を超える実効速度は異常値として除外して集計）。 
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（２） 利用者満足度等 

FTTH市場における事業者別の利用者満足度を見た場合、どの事業者もおおむ

ね４割～５割程度の利用者が満足しており、事業者ごとに大きな違いはみられ

ないものの、昨年度と比べると満足度は若干低下している。 

なお、ブロードバンド回線の回線種別に見た場合には、ADSL に比べて FTTH

や CATV インターネットの満足度が高い結果となっている。また、FTTH 利用者

が現在のインターネット接続回線を契約した決め手としては、「回線速度が速い

こと」が最も高く 38%という結果になっている。 

 

【図表Ⅱ－３－37 インターネット接続回線サービスに対する満足度】 

 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－３－38 現在のインターネット接続回線を契約した決め手（FTTH）】 

 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 

 

２-３ サービス変更コスト（解約手数料等サービス変更に関する利用者の意

向） 

（１）  FTTH 市場におけるサービス変更コストを見ると、旧契約の解約に伴う解約料

（エ）や新規契約に伴う手数料（ア）や工事費等（イ）を多くの社が設定して

おりその合計額はおおむね 10,000 円～50,000 円程度となっている（図表Ⅱ－

３－39）。 

（２）  一方で、新規契約に対しては、一定期間の月額料金無料のキャンペーンやキ

ャッシュバック等（ウ）が行われており、これらの合計は、利用期間により異

なるものの２年間利用した場合の最大では、50,000円を超えるものもある（図

表Ⅱ－３－39）。 

（３） このように、サービス変更後に一定期間当該サービスを継続して利用するこ

とで割引が適用され、利用者はサービスの変更に伴う実質的な負担額を大幅に

軽減することが可能となっている。また、FTTH アクセスサービスの利用者にお

いては、79.0%のユーザが回線の変更意思はないと回答している一方で、8.9%の

ユーザは他社の FTTHアクセスサービスに変更したいとのアンケート結果が出て

いる（図表Ⅱ－３－40）。 

（４） これらのことから、現時点では多くの利用者が固定ブロードバンドサービス

を必要と認識していることがうかがえるが、一方で、FTTH サービスをはじめと
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回線速度が速いこと

月額利用料金が安いこと

初期費用が安いこと

通信品質が良いこと

固定電話など他の通信サービスとの一括契

約による割引サービスがあること

長期継続割引等の割引サービスがあること

申し込み等の手続きが簡単であること

契約した事業者以外の選択肢が無かったこと

事業者のブランドイメージが良いこと

サポート体制が良いこと

0 10 20 30 40 50 60 70

NTT東西(n=862)

KDDI(n=242)

電力系事業者(n=150)

その他(n=129)

(%) (%)

ベース：FTTH利用者

38.2

37.1

28.7

20.0

15.7

12.2

11.7

10.5

9.5

8.0

40.6 

34.0 

29.3 

19.3 

18.3 

12.5 

11.2 

11.9 

9.0 

8.2 

回線速度が速いこと

月額利用料金が安いこと

初期費用が安いこと

通信品質が良いこと

固定電話など他の通信サービスとの一括契

約による割引サービスがあること

長期継続割引等の割引サービスがあること

申し込み等の手続きが簡単であること

契約した事業者以外の選択肢が無かったこと

事業者のブランドイメージが良いこと

サポート体制が良いこと

0 10 20 30 40 50

2013年度（n=1,383）

2012年度（n=1,296）

ベース：FTTH利用者

＜全体＞ ＜事業者別＞

37 
 



 

【図表Ⅱ－３－39 各社の解約手数料、キャンペーン、その他（初期費用、工事

費等）】 

 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 

 

【図表Ⅱ－３－40 他のインターネット接続回線への変更意思の有無（FTTH）】 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 

 
 

企業名 サービス名称
契約手数料・
登録料 (ア)

初期工事費等
（イ）

キャンペーン等（新規契約の場合） （ウ） 解約料
（エ）名称 金額
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（1,000円×24ヶ月） 13,000円
（契約期間が定めら
れているプロバイダ
の場合：plalaの例）

フレッツ光
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KDDI
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eo光ホーム 3,000円 27,000円 ①ネットスタート割
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３ 評価に当たっての勘案要素の分析 

３-１ FTTH 市場における参入が進んでいないエリアの状況 

（１） 過疎地域に代表される不採算地域においては、一事業者のみが FTTH アクセス

サービスを提供しているエリアが存在する。 

（２） このようなエリアの中には、地方公共団体等が初期費用を負担して加入光フ

ァイバを設置し、当該地方公共団体等と契約した電気通信事業者が、その利用

料を支払うことで当該光ファイバを借り受けて FTTHアクセスサービスを提供す

る方式（一般的に「自治体 IRU方式」と呼ばれている。）も普及しているところ

である。 

（３） FTTH 市場の評価に当たっては、このような状況も勘案する必要があることか

ら、以下において FTTH 市場における参入が進んでいないエリアの状況を分析す

ることとする。 

（４） まず、FTTH 基盤整備率と FTTH 基盤利用率の関係を見たのが図表Ⅱ－３－41

及び図表Ⅱ－３－42である。両者の間には一定の相関が見られ、FTTH基盤整備

率が低いと FTTH 基盤利用率も低い傾向が見て取れる。  

 

【図表Ⅱ－３－41 FTTH 基盤整備率と FTTH基盤利用率の関係】 

  

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－42 ブロック別にみた FTTH基盤整備率と FTTH基盤利用率の関係】 

 

FTTH 基盤整備率 

（2013.3） 

FTTH 基盤利用率 

（2013.12） 
基盤整備率－基盤利用率 

北海道 90.7% 37.6% 53.1% 

東北 94.6% 43.8% 50.8% 

関東 98.9% 51.0% 47.9% 

中部 93.5% 48.0% 45.5% 

近畿 98.4% 50.5% 47.9% 

中国 87.8% 39.9% 47.8% 

四国 91.7% 39.1% 52.6% 

九州 87.6% 34.9% 52.7% 

沖縄 89.6% 36.7% 52.9% 

出所：総務省資料により作成 

 

（５） 次に自治体 IRU による提供回線の割合を見ると、東北ブロックが最も高くな

っている。これは、基盤整備率が低い地域では、不採算地域等において、自治

体 IRUを活用して整備した回線数が相対的に多かったためと考えられる。 

 

【図表Ⅱ－３－43 ブロック別の自治体 IRUの実施件数】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－44 ブロック別にみた IRU の実施状況】 

2014.3 末時点 
自治体 IRU による提供 

回線数（NTT＋NCC）【A】 
FTTH 全契約数【B】 

自治体 IRUによる提供率 16 

【A/B】 

北海道 3,9749 1,015,115 3.9% 

東北 13,7401 1,573,104 8.7% 

関東 74,254 9,788,225 0.8% 

中部 54,707 4,215,685 1.3% 

近畿 30,012 4,581,016 0.7% 

中国 56,748 1,279,312 4.4% 

四国 30,783 677,846 4.5% 

九州 32,504 2,007,097 1.6% 

沖縄 0 215,812 0.0% 

出所：総務省資料により作成 

 

３-２ NTT 東西加入電話による FTTH市場へのレバレッジ 17の懸念関係 

（１） 固定電話市場 18における契約数の NTT 東西のシェアは 2013 年度末時点で 74.6%

となっており、引き続き減少傾向にあるものの、依然として高い水準にある。 

同市場については、OABJ-IP電話（FTTH）のみが増加傾向にある一方（全体に占

めるシェアは 46.9%）、NTT東西加入電話（メタル回線）のシェアが 46.2%となって

おり、メタルから光ファイバへのマイグレーションの進展が進む中、FTTH 市場へ

のレバレッジの可能性について懸念があるところである。 

（２） FTTH市場へのレバレッジの分析に直接関係するものではないが、利用者アンケー

トにおいて、固定電話のサービス内容を変更（事業者の変更を含む）した経験のあ

る者（図表Ⅱ－３－46）に対し、その変更理由を聞いたところ（図表Ⅱ－３－45）、 

① 「月額利用料金が安いこと」（54.1%） 

② 「他の通信サービスとの一括契約による割引サービスがあること」（34.4%） 

③「初期費用が安いこと」（24.7%） 

④「複数サービス料金の一括支払が可能であること」（11.2%） 

⑤「申し込み等の手続きが簡単であること」（10.4%） 

が上位となっており、料金面での理由が中心であるという結果になっている。 

 

 

16 自治体 IRU 方式を利用した FTTH アクセスサービスの契約数を FTTH アクセスサービスの契約数全体で除して計算 
17 特定の市場において市場支配力を有する事業者が、密接に関連する市場においても事業活動を行っている場合、当該市場支配

力を梃子にして他の市場に拡張するような場合には、その密接に関連する市場においても市場支配力を有するとみなされる可能性

がある。このような企業行為は、市場支配力のレバレッジ（梃子）と呼ばれている（電気通信事業分野における競争状況の評価に関

する基本方針 p56）。 
18 NTT 東西加入電話（ISDN を含む。）、直収電話（直加入、新型直収、直収 ISDN の合計）、0ABJ-IP 電話、CATV 電話をいう。 
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【図表Ⅱ－３－45 固定電話サービスを変更した理由】 

 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 

 

（３）  ここで、利用者アンケートにおいて、固定電話の変更経験があると回答した

利用者について、現在利用している電話回線を質問したところ、NTT 東西の割

合は 35%にとどまった。さらに、電話に加え固定インターネットサービスも NTT

に変更した者は 22％に過ぎなかった（図表Ⅱ－３－46）。 
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【図表Ⅱ－３－46 固定電話サービスの変更経験の有無及びブロードバンド回線

の変更状況】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

（４）  ブロードバンド回線の変更に至るまでの利用者の選択の過程には様々な要因

があるが、利用者アンケートによれば、割引や料金の低廉さが第一であると考

えられる。その上で、固定電話を変更した利用者がブロードバンド回線として

NTT（FTTH）を選択する割合を見ると決して高いとは言えず、NTT東西加入電話

による FTTH 市場へのレバレッジは明示的には見られなかった。ただし、上記の

分析は専ら利用者へのアンケートに依拠しており、十分に幅広い側面から分析

できているとは言いがたい。今後、FTTH 市場へのレバレッジの判断材料として

は、例えば、番号ポータビリティの状況について、事業者の協力を得つつ、利

用者の事業者の乗り換え状況を詳細に分析することを検討することも考えらえ

るところであり、引き続き多面的な分析を行うことが必要である。 
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４ 競争状況の評価 

（市場の規模） 

１． FTTH 市場の総契約数は、2013 年度末時点で 2,535 万と引き続き増加しているものの、

対前年度末比の増加率は年々鈍化している。2011年度が 10.3%、2012年度が 6.9%であった

ものが、2013年度は 6.3%にとどまった。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

２． FTTH市場における契約数のシェアの順位について、首位の NTT東西が 71.2%で、２位に

KDDIグループが 12.3%、３位にケイ・オプティコム 5.8%が続いている。このように全国的

な NTT東西のシェアは高い状況にある。2012 年度末と比較すると、NTT 東西が 1.3 ポイン

ト減であるのに対し、KDDI グループが 0.9 ポイント増となっている。KDDI は 2013 年度に

ジュピターテレコムを連結子会社としている。 

３． 地域毎に事業者別シェアを見ると、東日本地域では、NTT 東日本が 77.2%、KDDI グルー

プが 13.9%である。それに対し、西日本地域における NTT西日本のシェアは 64.6%と、東日

本地域の NTT 東日本のシェアと比較して低い状況にあり、NTT 西日本にケイ・オプティコ

ム 12.1%、KDDIグループ 10.5%が続いている。 

４． 2013 年度末の市場集中度（HHI）は、全国ベースで 5,391（対前年度末比 81減）となっ

ており、近年若干減少傾向にある。東日本地域と西日本地域の HHI は、それぞれ 6,206と

4,726 で、両者間には顕著な差があり、地域別の HHI は東高西低のトレンドに変わりはな

い。 

 

（料金等、サービス品質及びサービス変更コスト） 

５． 利用者アンケートによれば、支払額の多い FTTH サービスの１か月あたりの価格帯は、

NTT 東西と電力系が 4,000 円台であるのに対し、KDDI では 5,000円台がピークとなってい

る。 

６． 最近の FTTH サービスの利用者料金の推移を見ると、2008 年 10 月に KDDI が新たな料金

プランの提供を開始しているほか、2012年には NTT東日本及び NTT西日本がそれぞれ新た

な長期割引サービスの提供を開始するなど、FTTH事業者間で料金競争が進んでいる。 

７． また、戦略的評価で述べるように、NTT 東西以外の事業者は、グループ内外で固定通信

と移動通信を組み合わせた割引サービス等を積極的に展開するなど、新たなサービス競争

が進展している。 

８． 民間事業者が実施した通信速度調査を基にした分析結果によれば、事業者別の 100Mbps

のサービスの実効速度を比較した場合、ある特定の条件下におけるものであるが、NTT 東

西、KDDI、電力系事業者の各社ともにほぼ等しい速度幅となった。 
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９． サービス変更コストについては、サービスの解約料と、新規契約先での契約手数料・登

録料や初期工事費から成るのは各社ともに共通である一方、キャンペーン等によって割引

適用を行うことで、利用者の初期負担の軽減措置を設けるのが一般的である。 

10． 利用者アンケートによれば、NTT 東西、KDDI 等の各社が提供する FTTH サービスに対す

る満足度はおおむね 40%を超えている。 

 

（都道府県別の状況） 

11． 各都道府県別の事業者別シェアに着目すると、NTT 西日本のシェアは多くの府県で全国

平均である 71%を下回っているのに対し、NTT東日本のシェアは各都道県の過半で 80%を超

えている。その結果、市場集中度（HHI）では、西日本地域の平均値は東日本地域の平均値

と比べて 1,500程度低くなっている。 

12． NTT 東西は全国でシェアを落としており、電力系は近畿地方を除く西日本でシェアを落

としている。これらNTT東西及び電力系がシェアを落とした都道府県は、KDDIが新たにFTTH

アクセスサービスを展開したエリアであり、サービス競争が一定程度進展してきている。 

13． 競争事業者のサービスシェアが低く、その結果としての HHI が高水準の都道府県では、

設備競争と事業者間取引がともに低調である。そうした都道府県においては、超高速ブロ

ードバンドの未整備地域を数多く抱え、基盤整備率が相対的に低い傾向が強い。 

14． 上記３・４のとおり、東日本地域と西日本地域の競争状況は大きく異なる。それは 11

～13 のとおり都道府県別に見た場合にも当てはまり、競争状況は 47 都道府県で一様では

ない。 

 

（評価） 

15． FTTH 市場における市場支配力に関しては、事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の水

準にかんがみれば、引き続き NTT 東西が単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考え

られる。 

16． NTT 東西に対しては、第一種指定電気通信設備に係る規制措置が講じられており、2014

年２月に総務省が公表した「ブロードバンド普及促進のための公正競争レビュー制度に基

づく検証結果（平成 25 年度）」では、NTT 東西における第一種指定電気通信設備に係る規

制の遵守状況等の検証を実施している。 

17． こうした規制措置が有効に機能している中、 

①  NTT 東西の市場シェア低下と契約数ベースで２位の事業者のシェアの上昇が同時に

進行していること、 

②  多数の競争事業者が事業展開をすることで、サービスの多様性が一定程度確保されて

いること、 

45 
 



③  設備競争や加入光ファイバの事業者間取引を通じたサービス競争が展開され、実質

的な料金の低廉化が一定程度進んでいること 

等から、NTT 東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

18． 事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT 東西を含む複数の事業者が協調して市場支配

力を行使し得る地位にあるが、FTTH市場における上記①～③の競争状況を勘案すれば、実

際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 
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第３節 ISP（固定系）市場の分析及び競争状況の評価 

１．本節では、「ISP（固定系）市場」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として以下の基本データについて分析を行う。 

（１） 市場の規模（契約数、売上高） 

（２） 事業者別シェア及び市場集中度 

（３） 料金 

これらの分析結果に基づき、ISP（固定系）市場に関し、以下の点について競争状況の評

価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

３．また、本競争評価において評価の対象としている事業者は、電気通信事業報告規則の規

定に基づき、５万契約以上の契約を持っている事業者（2013年度末時点で 52社）である。

このため、ISP市場全体の状況を完全には反映していないことに留意が必要である。 
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１ 基本データの分析 

１-１ 市場の規模 

（１） 契約数の推移及び売上高 

ISP（固定系）市場における契約数は、2013 年度末で 3,961 万（対前年度末比 0.8%

増）、また、同市場の売上高（インターネット接続事業等）については、2013年度にお

いて 5,260億円となっている。 

 

【図表Ⅱ－３－47 ISP（固定系）市場の契約数の推移】 

 

（注）2013年 3月末より料金プランの区分を変更 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－48 ISP（固定系）市場の売上高の推移】 

 

注 NTT系事業者の公表資料等から推計。 

出所：総務省資料 

 

１-２ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI） 

（１） ISP（固定系）市場における事業者別シェアについて見ると、2013 年度末でシ

ェアの高い順に NTT 系が 27.9%（対前年度末比 0.9 ポイント減）、ベンダー系 19が

26.8%（同 0.2 ポイント増）、KDDI 系が 17.9%（同 8.6ポイント増）、ソフトバンク

系が 12.6%（同 0.3ポイント減）となっている。 

（２） KDDI 系のシェアの大幅な増加は、J:COM グループが含まれることとなったこと

が主な要因となっている。 

（３） また、上位３社シェア（NTT コミュニケーションズ、ソフトバンク BB、ビッグ

ローブ）の合計は、39.8%(対 2009 年３月末比 4.5 ポイント減)となっており、減

少傾向にある。 

（４） HHI については、1,459となっている（対前年度末比 164増）20。 

（５） なお、我が国においては、インターネット接続サービスは ADSL や FTTH のアク

19 電気通信機器の販売・提供等を行う事業者又はその関係会社等をいう。 
20 公正取引委員会「企業結合審査における独占禁止法の運用指針」（平成 23 年６月改定）においては、市場集中度について、次の

考え方が示されている。 

○垂直型企業結合の場合 

企業結合後：シェア10%以下、又はHHI 2,500以下（かつシェア25%以下）･「競争を実質的に制限することとなるとは考えられない」 

企業結合後：HHI 2,500 以下（かつシェア 35%以下）･「競争を実質的に制限することとなるおそれは小さい」 

○水平的企業結合の場合 

企業結合後：HHI 1,500 以下、又は HHI 1,500 超 2,500 以下（かつ HHI 増分 250 以下）、又は HHI 2,500 超（かつ HHI 増分 150

以下）･「競争を実質的に制限することとなるとは通常考えられない」 
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セス回線サービスと同一の事業者が提供する形態と、アクセス回線サービスとイ

ンターネット接続サービスを異なる事業者が提供する形態が存在している。 

（６） 現在の主要な ISP とアクセス回線事業者との関係を整理すると、図表Ⅱ－３－

50のとおりである。これによると、ADSL市場において、利用者が複数の ISPを選

択できる主要なアクセス回線事業者は、NTT 東西及びイー・アクセスであるのに

対して、FTTH市場で、利用者が複数の ISPを選択できる主要なアクセス回線事業

者は、NTT東西及び KDDIとなっている。ただし、ADSL 市場における NTT東西のシ

ェアは 33.2%であるのに対し、FTTH 市場における NTT 東西のシェアは 71.2%とな

っている。 

 このため、ADSL から FTTH への移行が進むと、相対的に NTT 東西の位置づけが

高まり、ISP としては NTT 東西のアクセス回線に対応したインターネット接続サ

ービスを提供する機会が多くなるものと考えられる。 

（７） また、これまで ISP は、他のアクセス回線事業者が提供する固定ブロードバン

ド回線に接続する形で、インターネット接続サービスを提供する形態が多かった

が、最近は、自らが MVNOとなって、移動系データ通信サービスとインターネット

接続サービスを合わせて提供する形態 21が増加してきている。さらに、2013 年 4

月には、ソネット株式会社（So-net）22が自ら FTTH アクセスサービスの提供を開

始するなど、新たな動きもみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21  ISP が MVNO として移動系データ通信サービスを提供している事例としては、NTT コミュニケーションズ（OCN）、NEC ビッグローブ

（現ビッグローブ）（BIGLOBE）、ソネット（So-net）、ニフティ（nifty）等がある。 
22 2013 年７月１日よりソネット株式会社に商号を変更することを発表（2013 年４月） 
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【図表Ⅱ－３－49 ISP（固定系）市場の事業者別シェア及び市場集中度（HHI）

の推移】 

 

 

 

 

（注）内訳は一定規模以上の事業者について表示。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－３－50 主要な ISP とアクセス回線事業者の関係（ADSL・FTTH）】 

キャリア 

ISP 

ＦＴＴＨ  ＡＤＳＬ 

NTT東西 KDDI ｹｲ･ｵﾌﾟﾃｨｺﾑ  NTT東西 ｲｰ･ｱｸｾｽ ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ BB 

ISP 

専業 

OCN ○ × ×  ○ ○ × 

ぷらら ○ × ×  ○ × × 

So-net ○ ○ ×  ○ ○ × 

@nifty ○ ○ ×  ○ ○ × 

BIGLOBE ○ ○ ×  ○ ○ × 

ASAHIネット ○ ○ ×  ○ ○ × 

DTI ○ ○ ×  ○ ○ × 

@TCOM ○ ○ ×  ○ ○ × 

IIJ4U/IIJmio ○ × ×  ○ × × 

Aol. ○ × ×  ○ ○ × 

ODN ○ × ×  ○ ○ × 

ISP・ｱｸｾｽ

回線兼業 

au one net ○ ○ ×  ○ × × 

eo光 × × ○  西のみ ○ × 

その他 Yahoo!BB ○ × ×  × × ○ 

出所：各社 HP等から総務省作成 

 

１-３ 料金 

（１） ISP（固定系）によるインターネット接続サービスについては、ADSL や FTTH

のアクセス回線事業者と異なる事業者が提供する場合も含め、アクセス回線サ

ービスを組み合わせて広告・宣伝を行ったり、同時に申し込みを受け付ける形

態も多く存在している。 

（２） このようなアクセス回線との一体的な販売手法では、ISPは各種キャンペーン

等により長期契約割引、キャッシュバック等の競争を活発に展開している状況

にあり、利用者アンケート結果でも、ISPの選択において、料金の安さや回線の

速さ等が主な選択要因になっていると考えられる。 

（３） なお、利用者アンケートの結果によれば１か月当たりの利用料（基本料金、

回線料金、ISP 料金を含む。）は、回答者全体では 4,000 円以上 5,000 円未満が

最も多くなっており、１か月当たりの利用料の平均は 4,133 円となっている。

また、利用回線種類ごとの平均利用料を見ると、CATV インターネット（4,660

円）、次いで FTTH（4,259円）、ADSL（2,905円）となっている。 
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【図表Ⅱ－３－51 インターネット接続サービスの 1 か月当たりの利用料 （注）の

分布】 

 

（注）基本料金、回線料金、ISP料金を含む総支払額 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 

 

 

【図表Ⅱ－３－52 インターネット接続サービスの 1 か月当たりの利用料 （注）の

平均額】 

 

（注）基本料金、回線料金、ISP料金を含む総支払額 

出所：競争評価 2012･2013利用者アンケート 
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２ 競争状況の評価 

 
（市場動向全般） 

１． ISP（固定系）市場の契約数は、2013年度末時点で 3,961 万（対前年度末比 0.8%増）と

なっており、同市場における売上高（インターネット接続事業等）は、2013 年度で 5,260

億円となっている。 

 

（事業者別の動向） 

２． 事業者別の契約数のシェアを見ると、2013 年度末時点で、NTT 系が 27.9%（対前年度末

比 0.9ポイント減）、ベンダー系が 26.8%（同 0.2ポイント増）、KDDI系が 17.9%（同 8.6 ポ

イント増）、ソフトバンク系が 12.8%（同 0.2 ポイント減）となっている。また、HHI につ

いては 1,463（対前年度末比 163増）と増加している。 

 

（評価） 

３． 上記のような状況を勘案し、ISP 市場における市場支配力に関しては、事業者別シェア

の状況のほか、ISP 市場への参入は比較的容易であること、事業者変更のためのサービス

変更コストも移動系通信サービス等に比して高くないこと（メールアドレス変更等の乗り

換えの障壁も WEB メールの普及等により低下。）等も踏まえれば、単独又は協調して市場支

配力を行使し得る地位にある事業者は存在しない。 
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第４章 固定系音声通信市場 
  

 
 



目   次 

 

 

第１節 固定電話市場の分析及び競争状況の評価  .......................................................................... 1 

１ 基本データ（供給側データ）の分析  ................................................................................................ 2 

１-１ 市場の規模  ................................................................................................................................... 2 

１-２ 事業者別シェア及び市場集中度  .......................................................................................... 4 

２ 基本データ（需要側データ）の分析  ................................................................................................ 6 

２-１ 料金等  ............................................................................................................................................ 6 

２-２ 接続料  .......................................................................................................................................... 11 

２-３ 固定電話の利用状況  .............................................................................................................. 14 

３ 競争状況の評価  ................................................................................................................................. 20 

第２節 050-IP 電話市場の分析及び競争状況の評価  .................................................................. 22 

１ 基本データの分析  .............................................................................................................................. 23 

１-１ 市場の規模  ................................................................................................................................. 23 

１-２ 事業者別シェア及び市場集中度  ........................................................................................ 24 

１-３ 料金  ............................................................................................................................................... 25 

２ 競争状況の評価  ................................................................................................................................. 28 

第３節 複数市場に関連するその他のサービス  ............................................................................... 29 

１-１ ソフトフォンの概況  ........................................................................................................................ 29 

１-２ 利用率とサービス分類  ............................................................................................................... 30 

１-３ 事業者別利用割合  ....................................................................................................................... 32 

１-４ 通話回数と通話時間  ................................................................................................................... 33 

２ 競争状況の評価  ................................................................................................................................. 34 

 

 

 
 



第１節 固定電話市場の分析及び競争状況の評価 

 

１．本節では、「固定電話 1市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電

話）」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

 

① 市場の規模（契約数、売上高） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金等 

④ 接続料 

⑤ 固定電話の利用状況 

 

これらの分析結果に基づき、固定電話市場に関し、以下の点について競争状況の評価を行

う。 

（１）単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２）上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1 固定電話とは、NTT 東西加入電話（ISDN を含む。）、直収電話（直加入、新型直収、直収 ISDN の合計）、0ABJ-IP 電話、CATV 電話を

いう。 
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１ 基本データ（供給側データ）の分析  

１-１ 市場の規模 

（１） 契約数 

①  固定電話市場（NTT東西加入電話、直収電話、CATV電話及び 0ABJ-IP電話）に

おける総契約数は、2013年度末時点で 5,654万となっており、対前年度末比 0.5%

減と微減傾向にある。 

また、総契約数を東西別に見ると、東日本地域では 2,848 万（対前年度末比

0.2%減）、西日本地域では 2,806 万（同 0.7%減）となっており、東西ともに減

少傾向が見られる。 

②  次に、各サービス別の動向について見ると、全国、地域別ともに NTT東西加入

電話、直収電話及び CATV 電話の各契約数が減少傾向にある一方、0ABJ-IP 電話

の契約数が増加傾向となっている。 

これは、メタルから光ファイバへのマイグレーションが前年度に引き続き進

行しているものと考えられるが、全体の傾向としては、0ABJ-IP 電話の契約数

（対前年度末比 243 万増，10.1%増）の増加以上に NTT 東西加入電話（同 237

万減，8.3%減）、直収電話（同 26万減，7.2%減）及び CATV電話（同 7万減，10.5%

減）の契約数の減少が大きい状況にある。 

 

【図表Ⅱ－４－１ 契約数及び売上高の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－４－２ 契約数の推移（東西別）】 
 

【東日本】               【西日本】 

  
（注） 東西別の契約数算定に当たっては、2012.3 以前の数値については推計値（※）を、2013.3 以降は電気通信事業報告規

則に基づく報告値を用いている。 

※ NTT東西加入電話、直収電話、CATV電話については、電気通信事業報告規則に基づく報告値を、0ABJ-IP電話につ

いては、NTT東西の数値は同報告規則に基づく報告値を、NTT東西以外の事業者の数値は、競争評価 2011事業者アン

ケート結果に基づく推計値を用いている。 

出所：総務省資料及び競争評価 2011事業者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－３ 契約数の増減率の推移（NTT 東西加入電話、0ABJ-IP電話、CATV

電話、直収電話の別）】 

 

出所：総務省資料 
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１-２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） 固定電話市場（NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話及び 0ABJ-IP 電話）におけ

る契約数の事業者別シェアを見ると、2013 年度末時点で NTT 東西のシェアは 74.6%と

なっており、前年度末と比較すると、1.8ポイント減少している。 

（２） この事業者別シェアを東日本地域と西日本地域別に見ると、各々75.7%（対前年度末

比 1.7 ポイント減）、73.5%（同 2.0 ポイント減）となっており、東日本地域の方が西

日本地域と比較して高い状況となっている。 

（３） 市場集中度（HHI）については、5,926（対前年度末比 147 減）となっており、依然

として高い数値であるが、年々減少傾向にある。 

 

【図表Ⅱ－４－４ 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 

※KDDIには、J:COM（2013年度第４四半期以降）が含まれる。 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－４－５ 事業者別シェアの推移（東西別）】 

 

【東日本地域】             【西日本地域】 

 
（注） 東西別の契約数算定に当たっては、2012.3 以前の数値については推計値（※）を、2013.3 以降は電気通信事業報告規

則に基づく報告値を用いている 

※ NTT 東西加入電話、直収電話、CATV 電話については、電気通信事業報告規則に基づく報告値を、0ABJ-IP 電話につ

いては、NTT 東西の数値は同報告規則に基づく報告値を、NTT 東西以外の事業者の数値は、競争評価 2011 事業者アン

ケート結果に基づく推計値を用いている。 

出所：総務省資料及び競争評価 2011事業者アンケート 
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２ 基本データ（需要側データ）の分析 

２-１ 料金等 

 

固定電話の料金体系について見ると、以下のとおり、主として通信量にかかわらず

定期的（毎月等）に一定額を支払う「基本料」と通信量に応じて支払う従量制（一部

定額制を含む。）の「通話料」の二部料金制となっている 2。 

（１） 基本料 

NTT東西加入電話及び直収電話の場合、使用目的（住宅用・事務用）や電話

サービス取扱所の種類（級局）によって異なる料金が設定されているが、CATV

電話や 0ABJ-IP電話についてはこれらの区分は設けられておらず一律の料金設

定となっている。 

（２） 通話料 

距離区分（県内・県間等）及び着信先（固定・携帯電話・IP電話等）に応じ

て料金が設定されているが、0ABJ-IP電話においては、国内の距離区分は設け

られていない。 

（３） 割引制度 

従来から指定電話割引、夜間割引等の割引プランが導入されているほか、KDDI、

ソフトバンクテレコム、CATV 事業者等においては、自社提供の携帯電話への無

料通話や、近年のスマートフォン等の普及に伴い、FTTH の回線サービス及び IP

電話と移動系データ通信とのセット販売も行われている。 

  

2 例えば、NTT 東西加入電話の「基本料」及び「通話料」は図表Ⅱ－４－10 にあるとおり、各種費用に対応して設定されている。また、「施

設設置負担金」は、従来 NTT 東西加入電話を利用する上で必要とされてきたが、現在は基本料に一定額を上乗せすることにより「施設設

置負担金」が不要となるライトプランも提供されている。 
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【図表Ⅱ－４－６ 主な固定電話サービスの基本料】 

 

（注１） 級局については、３級：大規模局、２級：中規模局、１級：小規模局のイメージ 

（注２） 括弧内はプッシュ回線用の場合の料金 

（注３） NTT東西の加入電話の開通工事費については、既存の屋内配線が利用可能な場合の費用 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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※ ＮＴＴ加入電話については、加入時に施設設置負担金を支払った場合の料金である。な

お、02.2に、毎月の基本料に一定額（640円）を上乗せして支払うことで施設設置負担金

の支払い不要なプラン（ライトプラン）の提供が開始された。施設設置負担金について

は、05.3に72,000円から36,000円に値下げされ、これに併せてライトプランの上乗せ支

払額も640円から250円へと値下げされている。

※ ０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話については、インターネット接続とセットの場合の料金。

10.1 「auひかり（電話

サービス）」に名称変更

※メタルプラス電話は

新規申し込み受付終了（2013.6)
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【図表Ⅱ－４－７ 主な固定電話サービスの基本料】 

 

（注１） NTT東西の提供するひかり電話については、原則フレッツ光等の光アクセス回線（FTTH）の契約が必要であり、他の

サービスとの比較には注意を要する。 

（注３）カッコ内は前年度の値。他は変更無し。 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－４－８ 通話料（区域内・区域外通話料）】 

 
出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－４－９ 主な固定電話サービスの通話料】 

 
（注１） 表は住宅用の料金 

（注２） 左記のグラフについて、金額は前年度から変更無し。 
出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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２-２ 接続料 

NTT東西の保有する固定電話網やアクセス回線を利用する場合、他の事業者 3は NTT

東西に対して接続料を支払うことが必要である。 

（１） NTT 東西の保有する固定電話網を利用する場合、NTT東西の GC又は ICで接続 4

することが必要であり、NTT東西の管理部門に対して接続料を支払う。この接続料

の推移を見ると、NTS コスト 5の接続料原価からの段階的控除や環境変化を踏まえ

た接続料算定モデルの見直しにより 2006 年度以降低下傾向にあったが、固定電話

サービスにおけるトラヒックの減少を背景に 2013年度及び 2014年度も微増とな

っている。 

（２） NTT 東西の加入光ファイバ（いわゆる加入ダークファイバ）を利用して 0ABJ-IP

電話を提供するという接続形態の場合、事業者は NTT東西に対して加入ダークフ

ァイバの接続料 6を支払う。 

前章の図表Ⅱ－３－33のとおり、この接続料の推移を見ると、2011年度以降に

大幅に低廉化している。 

（３） また、直収電話サービスを提供する場合、NTT東西のメタル加入者回線（いわゆ

るドライカッパ）を利用することが必要であり、競争事業者は NTT東西に対して

ドライカッパの接続料を支払う。 

この接続料の推移を見ると、2011年度に土木設備の耐用年数の見直しを行った

ことで大きく低下したものの、2012 年度以降は上昇傾向にあったが、2014年度で

また低下に転じている。 

  

3 NTT 東西の利用部門を含む。 
4 GC 接続 Group Unit Center（加入者交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が、NTT 東西のネットワークと加入者交換局レベルで

相互接続することを指す。 

IC 接続 Intra-zone Center（中継交換局）接続の略。NTT 東西以外の事業者が NTT 東西のネットワークと中継交換局レベルで相互接

続すること。中継交換局とは、GC から回線を集約し、他局に中継している局のこと。ZC（Zone Center）接続ともいう。  
5 Non-Traffic Sensitive コストの略。通信量に依存せず、回線数に依存する費用を指す。 
6 ダークファイバ接続料については、「第３章 固定系データ通信市場」の図表Ⅱ－３－33 参照 
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【図表Ⅱ－４－10 NTT 東西加入電話の主な料金構造】 

 

 

 

 

【図表Ⅱ－４－11 GC 接続及び IC接続による接続料の推移】 

 

出所：総務省資料 
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【図表Ⅱ－４－12 ドライカッパ接続料の推移】 

（注） 回線管理運営費を含む。 

出所：総務省資料 
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２-３ 固定電話の利用状況 

（１） 利用者アンケート結果によれば、固定電話の１週間当たりの利用回数（図表Ⅱ－４

－13）は３回未満の利用者が約半数を占めており、５回未満の利用者で約７割を占め

る。 

次に、１週間当たりの利用時間（図表Ⅱ－４－14）を見ると、５分未満の利用者が

半数を占めており、10分未満の利用者で約７割を占める。 

 

【図表Ⅱ－４－13 固定電話の１週間当たりの通話利用回数】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

【図表Ⅱ－４－14 固定電話の１週間当たりの通話利用時間】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート  
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（２） また、１か月当たりの固定電話の基本料を含む総支払額の平均を見ると、全体でも

約 3,000 円、NTT東西に関しては、3,000 円を下回る結果となった（図表Ⅱ－４－15）。 

したがって、利用回数、利用時間、支払額のいずれを見ても、固定電話の利用はそ

れほど多くない状況にある。 

  

【図表Ⅱ－４－15 １か月当たりの利用料（基本料を含む総支払額の平均）】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

（３） 禁止行為制度創設時（2001（平成 13）年度）においては、総通信回数 1,384億回

に占める移動系（携帯電話及び PHS）の数は 479億回であり、その割合は、34.6%であ

った。 

 しかし 2012（平成 24）年度において、総通信回線数 1,039億回に占める移動系の

数は 590 億回であり、その割合は、56.9%と増大している状況にある。 
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【図表Ⅱ－４－16 音声通信回数の推移（発信端末別）】 

 
※１:IP電話の発信回数については平成 16年に集計開始。 

出典：総務省「通信量からみた我が国の音声通信利用状況」 
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【図表Ⅱ－４－17 固定電話サービスの今後の変更意向】 

  

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－18 変更候補となる回線サービス又は事業者】 

 

  

出所：競争評価 2013利用者アンケート 
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（４） 利用者アンケートにおいて固定電話を利用していないと回答した者（回答者数 205）

に対し、その理由を聞いたところ、「通話は携帯電話で行うから」と回答した者の割

合が９割を超えている（図表Ⅱ－４－19）。また、情報通信機器の保有状況を見ると

固定電話を保有している世帯は単身世帯及び全世帯ともに減少傾向にあり、特に単身

世帯における減少は顕著である。（図表Ⅱ－４－20）。さらに固定電話を保有している

割合が半数となっている単身世帯数が増加傾向にあること（図表Ⅱ－４－21）も踏ま

えれば、今後、固定電話の携帯電話への代替が進む可能性がある。 

 

【図表Ⅱ－４－19 固定電話サービスを利用していない理由】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－20 情報通信機器の保有状況（世帯別）】 

 

（注） 携帯電話は、スマートフォン、PHS、携帯情報端末（PDA）を含む。 

出所：平成 25年通信利用動向調査  
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【図表Ⅱ－４－21 単独世帯数の推移】 

 

（注） 数値は各年 10月 1日時点。 

出所：平成 22年国勢調査 

 

【図表Ⅱ－４－22 現在利用している固定電話サービスに対する満足度】 

 
（注） 直収電話については、昨年度同様、サンプル数が 100未満であったため上記のグラフからは除外したが、満足度は下が

っていた。 

出所：競争評価 2013利用者アンケート  
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３ 競争状況の評価 

 

（市場の規模） 

１． 固定電話市場の総契約数は、2013年度末で 5,654万（対前年度末比 0.5%減）と微減傾向が

続いている。サービス別には、メタルから光ファイバへのマイグレーションが進む中、0ABJ-IP

電話が堅調に増加する一方で、NTT 東西加入電話の減少が続いており、0ABJ-IP電話が NTT東

西加入電話を上回る結果となった。また、直収電話と CATV電話についても減少が続いている。 

 

（事業者別シェア及び市場集中度） 

２． 2013年度末時点における契約数の事業者別シェアを見ると、全国では NTT東西のシェアが

74.6%（対前年度末比 1.9ポイント減）、地域別では NTT東日本 75.7%（同 1.7ポイント減）、

NTT 西日本 73.5%（同 2.0ポイント減）となっており、いずれも減少傾向にあるが、依然とし

て両者がそれぞれ東日本と西日本で高い市場シェアを占めている状況が続いている。KDDI に

ついては、J:COMとのグループ化によりグループとしてのシェアが大きく増加している。一方、

市場集中度は 5,926（同 147 減）と依然として高いものの、引き続き減少傾向にある。 

 

（料金等） 

３． 主な固定電話サービスの基本料は、過去５年以上にわたって一定の金額で推移している。

サービス別に基本料を比較すると、住宅用と事務用のいずれの場合であっても、NTT東西加入

電話、直収電話、CATV電話、0ABJ-IP電話（ひかり電話）の順となっている。 

４． 主な固定電話サービスの通話料は、ごく一部のサービスを除き、過去５年以上にわたって

一定の金額で推移してきている。通話料を比較すると、各社共通で携帯電話への通話が県間

通話、0ABJ-IP 電話あて通話及び市内通話よりも高水準であるほか、事業者間でも一部、料金

の違いが見られる。 

５． 競争事業者が NTT 東西に支払う接続料については、GC接続及び IC接続による接続料は 2012

年度以降微増傾向が続いている。また、ドライカッパ接続料について、2012 年度及び 2013 年

度は増加が続いていたが、2014 年度は減少に転じている。 

 

（固定電話の利用状況） 

６． 固定電話の利用者アンケート調査によれば、全体で見ると、利用回数では週当たり３回未

満、利用時間では週当たり５分未満がそれぞれ５割以上を占める。また、月額の平均利用料

では、2012 年度及び 2013 年度ともにおよそ 3,000 円程度であり、大きな変化はない。 

７． 利用者アンケートによれば、現在利用している固定電話サービスに対して満足している利

用者の割合は、全体で見ると、３割程度であった。その内訳を見ると、0ABJ-IP電話で 35%を

超えていたのに対し、NTT 東西加入電話では 18%程度にとどまっている。 
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８． また、固定電話を保有している世帯は減少傾向にあり、特に単身世帯の保有割合は 45.4%

（対前年度末比 6.9ポイント減）と減少が顕著であり、固定電話を保有していない割合が高

い単身世帯数が増加傾向にあることも踏まえれば、今後、携帯電話の固定電話への代替は、

昨年に続きさらに進む可能性がある。 

 

（評価） 

９． 上記のような状況を勘案し、固定電話市場における市場支配力に関しては、NTT東西が依

然として単独で市場支配力を行使し得る地位にあると考えられるが、第一種指定電気通信設

備に係る規制措置が講じられている中、 

・ NTT 東西のシェアが低下傾向にあること、 

・ 固定電話の利用について、携帯電話等への代替が生じていること、 

・ 固定電話市場にあって増加傾向の続く 0ABJ-IP電話の影響が強まっているが、0ABJ-IP電

話は主に FTTHとセットで提供されているところ、第３章の評価のとおり、FTTH市場にお

いて NTT東西が実際に市場支配力を行使する可能性は低いこと、 

等も踏まえれば、NTT 東西が同市場において実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 

10． なお、事業者別シェアの数値のみを見れば、NTT東西を含むシェア上位の複数事業者が協

調して市場支配力を行使し得る地位にあるが、第３章において分析した FTTH市場における競

争状況を勘案すれば、実際に協調して市場支配力を行使する可能性は低い。 
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第２節 050-IP電話市場の分析及び競争状況の評価 

 

１．本節では、「050-IP電話市場」について分析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下の基本データについて分析を行う。 

① 市場の規模（利用番号数） 

② 事業者別シェア及び市場集中度 

③ 料金 

これらの分析結果に基づき、「050-IP 電話市場」に関し、以下の点について競争状況

の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 基本データの分析 

１-１ 市場の規模 

050-IP電話市場における利用番号数は、2013 年度末時点で 728万（対前年度末比 1.1%増）

となっており、2007 年度以降減少傾向にあったが、増加に転じている。 

 

【図表Ⅱ－４－23 利用番号数の推移】 

 
（注） 2004.3については事業者アンケートに基づく数値であり、2005.3以降は電気通信事業報告規則に基づく報告値を用い

ている。 

出所：総務省資料 

 

【図表Ⅱ－４－24 主に使用する端末による割合（2012年度末、2013 年度末）】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 
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１-２ 事業者別シェア及び市場集中度 

050-IP 電話の利用番号数における事業者別のシェアは 2013 年度末で NTT コミュニケーシ

ョンズが 39.4%（対前年度末比 1.0ポイント減）、ソフトバンク 7が 35.2%（同 3.0ポイント減）、

フュージョン・コミュニケーションズが 10.0%（同 3.0 ポイント増）、KDDI が 7.1%（同 0.5

ポイント増）となっており、2012度末に引き続き、シェア１位は NTTコミュニケーションズ

という結果となった。また、2011 年度末までの上位３社は、ソフトバンク、NTT コミュニケ

ーションズ、KDDI であったが、2012年度末以降入れ替わり、NTTコミュニケーションズ、ソ

フトバンク、フュージョン・コミュニケーションズの順となっている。 

上位３社（NTT コミュニケーションズ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーショ

ンズ）のシェアとその他 NTT のシェアの合計は、2013年度末時点で 88.9%（対前年度末比 1.5

ポイント減）となっている。また、HHIは、3,176（同 181減）となっている。 

 

【図表Ⅱ－４－25 事業者別シェア及び市場集中度（HHI）の推移】 

 
（注１） その他 NTTには、NTTぷらら、NTT-ME、NTTネオメイト、NTTPCコミュニケーションズ、NTTドコモが含まれる。 

（注２） ソフトバンクは、ソフトバンク BB及びソフトバンクテレコムを合算している。 

（注３） KDDIには、CTC（2008年第４四半期以降）が含まれる。 

出所：総務省資料 
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１-３ 料金 

050-IP電話の料金体系について見ると、固定電話と基本的に同様であるが、以下のとおり

となっている。 

（１） 基本料 

ADSL 等の固定ブロードバンド回線を用いて提供される 050-IP 電話の利用には、当該

ADSL等のアクセス回線の契約が必要である。このようなブロードバンド回線の料金には、

メタル回線等のコストが含まれていることから、これに重畳して提供される 050-IP電話

基本料（月額）には当該メタル回線等のコストが含まれていない。このため、メタル回

線等のコストが含まれている加入電話等の基本料と比べると、050-IP電話の基本料は安

価な設定となっており、無料であるものから 400円程度のものとなっている。 

（２） 通話料 

050-IP 電話の通話料金は各事業者間でほぼ横並びの状況であり、近年大きな変化は見

られない。なお、通常一般加入電話への通話料金は、NTT東西の PSTN 交換機を介するこ

とから接続料がかかるが、自網内通話及び IP-IP接続を行っている 050-IP電話事業者が

提供するサービスの利用者との通話においては、当該交換機を介する必要がないことか

ら、無料通話が可能となっている（図表Ⅱ－４－26）。 
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【図表Ⅱ－４－26 主な 050-IP電話サービスの通話料の例】 

 
 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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【図表Ⅱ－４－27 主な 050-IP電話サービスの通話料（対携帯電話及び対固定電話

との比較）】 

 

 
出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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２ 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１． 050-IP 電話市場における利用番号数を見ると、2013 年度末時点で 728 万（対前年度末比

1.1%増）となっており、2007 年以降減少傾向にあったが、増加に転じている。 

 また、050-IP 番号を使用する主な端末について見ると、昨年度は移動系端末が９%程度で

あったのに対し、今年度は約 22%と大きく伸びている。 

 

（事業者別の動向） 

２． 050-IP 電話市場における利用番号数の事業者別シェアを見ると、NTT コミュニケーション

ズが 39.4%（対前年度末比 1.0ポイント減）、ソフトバンクが 35.2%（同 3.0ポイント減）、フ

ュージョン・コミュニケーションズが 10.0%（同 3.0ポイント増）、KDDIが 7.1%（同 0.5ポイ

ント増）となっている。NTT コミュニケーションズとその他 NTTを合わせた NTT全体としての

シェアは、2008 年度末以降増加傾向であったが、2013年度末は減少に転じている。 

上位３社のシェアの合計は 84.6%となっており、2010 年度末以降減少傾向にある。また、

HHI は 3,176（同 181 減）となっている。 

 

（料金） 

３． 料金について見ると、ADSL等のアクセス回線と併せて提供される 050-IP電話の基本料（月

額）は無料であるものから 400 円程度のものとなっているほか、通話料は各事業者間でほぼ

横並びの状況となっている。 

 通話料を対携帯電話と対固定電話で比較して見ると、対携帯電話はソフトバンク BB の BB

フォンを除いて、各社ともに約 50円（３分）であるのに対し、対固定電話は各社ともに約８

円（３分）となっており、大きな差が見られる。 

 

（評価） 

４． 上記のような状況を勘案し、050-IP電話市場における市場支配力に関しては、事業者別の

シェアの数値のみを見れば、複数の事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると

考えられるが、近年の 0ABJ-IP 電話の契約数の増加に伴い、メタル回線による同サービスの

市場としては縮小傾向にあることや、ADSL 市場を含む固定系ブロードバンド市場における競

争状況などを踏まえれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 
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第３節 複数市場に関連するその他のサービス 

 
１-１ ソフトフォンの概況 

移動系／固定系の各市場に関連するサービスとして、近年、ソフトフォンの利用が拡大しつ

つある。 

ソフトフォンの提供するサービスは様々であるが、チャット機能や同時通話等の付加サービ

スを特徴とするもの（サービス例：LINE、カカオトーク、comm）や、アプリ利用者以外の者と

の通話も可能なもの（サービス例：skype、050plus）がある。主なソフトフォンサービスの概

要は以下のとおり。 

 

【図表Ⅱ－４－28 主なソフトフォンサービスの概要】 

 
（注１）30日プランの場合 

（注２）「日本 固定・携帯電話 60分 プラン」（400円/月）より換算 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 

 

  

仕様/アプリ名 LINE カカオトーク comm skype 楽天でんわ 050plus SMARTalk

提供主体 NHN Japan ヤフー等 ＤｅNA マイクロソフト 楽天 NTT-Com
フュージョン・コミュ

ニケーションズ

特色

• 世界で１億人

以上が登録

• 画像や位置情

報、絵文字添

付

• 最大5人同時通

話が可能

・写真、動画、音

声メール等を共

有可能

• 高品質な通話

を謳っている

• 実名登録制推

奨

• アプリ利用者以

外への通話も

可能

• ビデオ通話が

可能

• 回線交換網を使

用し、携帯電話

番号を発信番号

として利用可能

• 通話料100円に

つき、楽天スー

パーポイントが

たまる

• 電話番号（050
番）が付与され、

アプリ利用者以

外への発着信

も可能

• 提携するIP電話

サービス間で

は通話無料

• 電話番号（050
番）が付与さ

れ、アプリ利

用者以外への

発着信も可能

• 提携するIP電

話サービス間

では通話無料

ユーザー登録 必要 必要 必要 必要 必要 必要 必要

電話番号の利用
（加入者以外からの着信可）

× × ×
△

（サービス申込みにより
可能：2,250円/3ヶ月）

○ ○ ○

料金

基本料 無料 無料 無料 無料 無料 300円/月 無料

通
話
料
等

対加入者 無料 無料 無料 無料 無料 無料 無料

フィーチャーフォンの利用 チャットのみ可能 × チャットのみ可能 可能 ○ × ×

対加入者
以外

固定へ 2円/分（注1） × ×
6.7円/分（日本）

（注2）
10円/30秒

8円/3分
8円/30秒

携帯へ 6.5円/分（注1） × × 16円/分

付加機能
グループチャット ○ ○ ○ ○ × ○ ×

同時通話、ビデオ通話 × ○ × ○
（携帯からは音声のみ）

× × ×

（2014年7月現在）
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１-２ 利用率とサービス分類 

ソフトフォンサービスの利用率（利用者アンケートベース）は、回答者全体の 23.2%（2012

年度）から 27.2%（2013年度）と上昇している。この利用率の内訳を見ると、ソフトフォンを

主に固定系端末で利用する者の割合が減少する一方で、主に移動系端末で利用する者の割合が

2012年度に引き続き増加している。 

また、主に利用している端末の種別で見ると、スマートフォンでの利用が昨年より大きく伸

びており、コミュニケーションアプリの浸透が進んでいることが分かる。 

【図表Ⅱ－４－29 ソフトフォンサービスの利用率の推移】 

 
（注）電話番号を使用しないソフトフォンサービスに限る。 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－30 ソフトフォンの利用端末別構成比】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 
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【図表Ⅱ－４－31 サービス特性に基づくソフトフォンサービスの分類】 

 

出所：各社 HP等を基に総務省作成 
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１-３ 事業者別利用割合 

ソフトフォン 8利用者における、サービス提供事業者別の利用割合を見たとき、ソフトフォ

ンを主に固定系端末で利用する者においては Skypeの利用率が、主に移動系端末を利用する者

においては LINE の利用率がそれぞれ高く、2012年度と比べてもその傾向は強まっている。 

また、これらのソフトフォンサービスを利用する理由としては、固定系端末利用・移動系端

末利用ともに「料金が無料又は安いから」が 2012 年度同様に最も高く、料金面の優位性が大

きな要因となっていることが分かる。 

 

【図表Ⅱ－４－32 ソフトフォンサービスの事業者別利用割合】 

＜主に移動系端末利用＞            ＜主に固定系端末利用＞ 

 
出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－33 ソフトフォンサービスのサービス選択理由】 

＜主に移動系端末利用＞           ＜主に固定系端末利用＞ 

 
出所：競争評価 2013利用者アンケート 

8 ここでは、電話番号を使わないソフトフォンのみを集計対象としている。 

71.8 

85.7

18.7 

8.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2012年度(n=209) 2013年度(n=336)

その他

WindowsLiveメッセンジャー

Google Talk

comm

ICQ

カカオトーク

Yahoo！メッセンジャー

Viber

Skype

LINE

75.1 
82.9 

4.3 

12.3 
9.9 

2.8 7.9 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2012年度(n=253) 2013年度(n=211)

その他

WindowsLiveメッセンジャー

comm

ICQ

カカオトーク

Google Talk

Yahoo！メッセンジャー

LINE

Skype

89.6 

13.7 

9.8 

6.5 

3.6 

86.9 

29.2 

15.7 

9.7 

3.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

料金が無料又は安いから

PC等でインターネットを利用しながら、

同時に通話できるから

手軽にビデオ通話が行えるから

手軽にグループ通話が行えるから

固定電話、携帯電話へも通話が可能だから

2013年度(n=336)

2012年度(n=209)

83.9 

39.3 

28.4 

7.6 

3.3 

77.5 

22.2 

20.7 

3.4 

2.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

料金が無料又は安いから

PC等でインターネットを利用しながら、

同時に通話できるから

手軽にビデオ通話が行えるから

手軽にグループ通話が行えるから

固定電話、携帯電話へも通話が可能だから
2013年度(n=211)

2012年度(n=253)

32 
 

                                                   



１-４ 通話回数と通話時間 

利用者アンケートの結果によれば、ソフトフォン利用者の一週間当たりの通話時間では、10

分未満の通話が 87.3%を占めており、2012年度に比べ短時間の通話割合が増えている。 

また、ソフトフォンと固定電話の１週間当たり平均通話時間を比較すると、ソフトフォンは

一週間当たり 11.9分と固定電話の 14.7分を下回っている。このように移動系端末がソフトフ

ォン利用の多数派となることで通話時間は減少傾向にあることが分かる。 

【図表Ⅱ－４－34 ソフトフォン利用者の一週間当たりの通話時間】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 

 

【図表Ⅱ－４－35 ソフトフォン利用者／固定電話利用者の一週間当たり平均通話時間】 

 

出所：競争評価 2013利用者アンケート 
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２ 競争状況の評価 

 
（ソフトフォンの概況） 

１ ソフトフォンの利用は、引き続き拡大傾向にある中で、そのサービスも、インターネットの

アプリケーションの利用者間での通話を基本とするもの、電気通信事業者の提供する音声電話

との対話を可能とするもの等、様々な形態のサービスが多様な事業者から提供されるなど、音

声通話に係る一般的なサービスの一つとして定着しつつある様子がうかがえる。 

 
（利用者の動向） 

２ ソフトフォンの利用状況をみると、利用者アンケートベースで回答者中の約３割がソフトフ

ォンを利用していると回答しており、対前年度比４ポイント増と堅調に一般層への浸透が進ん

でいると考えられる。 

 

３ 一方、その利用環境については、２年前の 2011 年度のアンケートではデスクトップやノート

PC等の固定系端末での利用が全体の 85%で大半を占めていたのに対して、2013年度のアンケー

トでは、スマートフォン等の移動系端末での利用が全体の 58%を占めるなど逆転が生じている。

また、その利用実態については、過去３年で１週間当たりの総通話時間、また１回当たりの平

均通話は共に減少傾向にある。 

 
（評価） 

４ ソフトフォンについては、その利用者が拡大する一方で、その利用環境や利用実態に変化が

生じていること等を踏まえ、今後も引き続きその動向を注視していくことが必要である。 
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WAN サービス市場の分析及び競争状況の評価 

 

 

１．本章では、法人向けネットワークサービスにおける「WAN サービス市場」について分

析・評価を行う。 

２．具体的には、評価のための指標として、以下のとおり、従来の基本データに加え、

近年の WAN 市場の動向を踏まえ、評価に当たっての勘案すべき要素について分析を行

い、評価を行うこととする。 

（１）基本データとして、 

① 市場の規模（契約数） 

② 事業者別シェア及び市場集中度（上位３社シェア、HHI） 

③ 料金 

（２）また、評価に当たっての勘案要素として、クラウドサービスの動向 

についても分析を行う。 

これらの分析結果も踏まえ、WAN サービス市場に関し、以下の点について競争状況

の評価を行う。 

（１） 単独又は複数の事業者による市場支配力の存在の有無 

（２） 上記市場支配力の存在が認められる場合には、その行使の有無 
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１ 基本データ（供給側データ）の分析 

１-１ 市場の規模 

WAN サービスの契約数の推移を見ると、IP-VPN1、広域イーサネット 2及び NTT東西のフ

レッツ・VPN ワイド等 3の各サービスにおいて増加傾向が続いており、2013年度末時点で

124 万（対前年度末比 8.1%増）を超えている。 

また、IP-VPN、広域イーサネット及びフレッツ・VPNワイド等の WANサービス全体に占

めるシェアは、ほぼ横ばいで推移している。 

 

【図表Ⅱ－５－１ WAN サービスのサービス別契約数等の推移】 

 
出所：総務省資料及び NTT東西の公表資料等を基に総務省作成 

 

1 IP-VPN（Internet Protocol–Virtual Private Network） 
電気通信事業者の IP 網を用いて企業の拠点間通信ネットワークを構築するもの。インターネットを経由しないため、インターネット

VPN よりも機密性や信頼性に優れているとされる。 
2 広域イーサネット 

企業 LAN などで利用されているイーサネット方式を使い、地理的に離れた拠点の LAN 同士をつないで企業通信ネットワークを構

築するもの。IP 以外のプロトコルを利用できる。 
3 NTT 東西のフレッツ・VPN ワイド等 

① フレッツ網を利用した企業内通信サービス 

   「フレッツ・VPN ゲート」及び「フレッツ・VPN ワイド」 
「フレッツ・VPN ゲート」は、法人のネットワークやサーバ等を NTT 東西の IP 通信網に接続し、「フレッツ光ネクスト」や「B フレ

ッツ」等のフレッツ・アクセスサービスの契約者との間でセンタ～エンド型の通信を可能とするサービス。「フレッツ・VPN ワイド」は、

「フレッツ光ネクスト」や「Bフレッツ」等のフレッツ・アクセスサービスを利用し、最大1,000拠点を接続することを可能とするサービ
ス（NTT 東西をまたがる拠点間を接続するサービスの提供等も可能）。 

② メガデータネッツ 

同一都道府県内における拠点間を１対１接続するもので、１箇所のホストを中心としたセンタ-エンド型の通信網を構築するこ
とができる。ただし、近年の契約数は、フレッツ・オフィス等の契約数の増加に伴い、大きく減少してきている。 
なお、NTT 東日本においては、フレッツ・オフィス、フレッツ・オフィス ワイド及びフレッツ・グループシステムについて、2014

（平成 26）年 3 月 31 日にサービスの提供を終了した。 
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さらには、各サービスの契約数の増減率を見ると、IP-VPN を除いて増加率が下がって

いる。特にフレッツ・VPN ワイド等については、NTT 東日本の一部サービスの提供終了に

伴い、増加率が 12.0%から 6.7%と大きく減少している。  

 

【図表Ⅱ－５－２ WAN サービスの契約数の増減率の推移】 

 
出所：総務省資料及び NTT東西の公表資料等を基に総務省作成 
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１-２ 事業者別シェア及び市場集中度 

（１） 事業者別シェア 

① WANサービス市場 

事業者別シェアの推移を見ると、NTT東西は 2013年度末時点で 37.6%（対前年

度末比0.3ポイント減）、NTTコミュニケーションズは19.7%(同0.6ポイント減)、

KDDIは 15.8%（同 0.6 ポイント減）、ソフトバンクテレコムは 9.5%（同 1.1ポイ

ント増）、電力系事業者は 5.2%（同±0ポイント）という状況になっている。 

また、NTT系事業者のシェアの合計を見ると、64.0%（同 0.9ポイント減）と

なっている。 

 

【図表Ⅱ－５－３ WAN サービスの事業者別シェアの推移】 

 
※ NTTPCコミュニケーションズ、NTT-ME、NTTネオメイト等 

注 2008年４月、KDDIが中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、 

2009年 3月以降の中部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDIに移行。 

出所：総務省資料及び NTT東西の公表資料等を基に総務省作成 
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② IP-VPN 市場 

WANサービス市場の部分市場である IP-VPN市場の事業者別シェアを見ると、

NTTコミュニケーションズは 2013年度末時点で 42.6%（対前年度末比 1.3ポイン

ト減）となっており、ここ数年減少傾向にある。 

その他、KDDIは 11.6%（同 2.9ポイント減）、ソフトバンクテレコムは 17.5%

（同 2.8 ポイント増）となっている。 

また、NTT系事業者のシェアの合計を見ると、56.7%（同 1.0ポイント減）と

なっている。 

 

【図表Ⅱ－５－４ IP-VPNの事業者別シェアの推移】 

 
    注：NTT東西の提供するフレッツ・VPNゲート及びフレッツ・VPNワイドは含まれていない。 

出所：総務省資料 
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③ 広域イーサネット市場 

WANサービス市場の部分市場である広域イーサネット市場の事業者別シェア

を見ると、KDDI は 2013年度末時点で 33.3%（対前年度末比 1.1ポイント増）と

なっており、ここ数年増加傾向にある一方、NTT東西は 30.9%（同 0.5ポイント

減）となっており、減少傾向にある。ソフトバンクテレコムは、7.9%（同±0ポ

イント）であった。 

また、NTT系事業者のシェアの合計を見ると、43.7%（同 0.7ポイント減）と

なっている。 

 

【図表Ⅱ－５－５ 広域イーサネットの事業者別シェアの推移】 

 
注１： 2005年 10月、旧パワードコムは KDDIと合併。 

注２： 2008年４月、KDDIが中部テレコミュニケーションの株式の一部譲渡を受けたことを踏まえ、2009年 3月以降

の中部テレコミュニケーションのシェアは電力系事業者から KDDIに移行。 

 

出所：総務省資料 
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（２） 市場集中度 

 

① ３グループのシェア 

WANサービス市場における３グループ（NTT、KDDI 及びソフトバンク）のシ

ェアの合計は、９割近くを占めている。2008年度末以降は減少傾向であるもの

の、2013年度末時点で 89.3%（対前年度末比 0.4ポイント減）となっている。 

また、NTT系事業者のシェアが最も高く、近年減少傾向にあるものの、６割

を超えるシェアを維持しており、2013 年度末時点で 64.0%（同 0.9ポイント減）

であった。 

 

【図表Ⅱ－５－６ ３グループのシェアの推移】 

 
※１ NTT東西、NTTコミュニケーションズのほか、NTTPCコミュニケーションズ、NTT-ME、NTTネオメイト等を含む。 

※２ KDDIのほか、中部テレコミュニケーションを含む。 

出所：総務省資料及び NTT東西の公表資料等を基に総務省作成 
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② 市場集中度 

WANサービス市場における HHIは、近年減少傾向であるが、2013年度末時点

では 4,454（対前年度末比 111減）と引き続き高い水準となっている。 

また、部分市場である IP-VPN市場は近年減少傾向であり、広域イーサネッ

ト市場はほぼ横ばいの傾向である。 

 

【図表Ⅱ－５－７ 市場集中度（HHI）の推移】 

 
注１：NTT系事業者を１社としてシェアを算出。 

注２：「全体」は、IP-VPN、広域イーサネット及びフレッツ・VPNワイド等を合算したもの。 

出所：総務省資料及び NTT東西の公表資料等を基に総務省作成 
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２ 基本データ（需要側データ）の分析 

２-１ 料金等 

WAN サービスについては、実際に提供されている料金の推移等を把握することは困難で

あるが、「2005年基準  企業向けサービス価格指数 4」の一部として、日本銀行が公表し

ている IP-VPNと広域イーサネットを対象とする WANサービスの価格指数を見ると、減少

傾向となっている。 

 

【図表Ⅱ－５－８ 企業向けサービス価格指数の推移】 

 

出所：日本銀行「2005年基準 企業向けサービス価格指数」に基づき作成 

 

  

4 「企業向けサービス価格指数」とは、企業間で取引される「サービス」の価格に焦点を当てた物価指数であり、指数の対象となってい

るサービスの価格に、各々のサービスの重要度（ウエイト）を掛け合わせ、集計することにより作成した物価指数である。価格は、サー

ビスの代表的な価格を個別に調査することにより入手し、ウエイトは、指数の対象となっている企業間取引額から算出している。指数

は、個別に調査したサービスの代表的な価格をそれぞれ指数化し、ウエイトで加重平均することにより作成している。なお、詳細は「企

業向けサービス価格指数の解説」（日本銀行）参照。 
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３ 評価に当たっての勘案要素の分析 

WAN サービスの提供形態として、従来の通信回線中心のサービス提供とは別に、クラウ

ドサービスや各種アプリケーション等とともに通信回線サービスを一体的に提供する形

態が登場していることから、WAN サービス市場の評価に当たっても、クラウドサービスの

動向について勘案する必要がある。 

３-１ クラウドサービスの概況 

クラウドサービスは、「利用者が必要なコンピュータ資源を「必要な時に、必要な量だ

け」サービスとして利用できる、従来とは全く異なる情報通信システムの利活用策であ

り」5、ユーザである企業の置かれている状況や要望に応じてシステムを独自に組み合わ

せることができるため、そのサービス内容は多岐にわたるが、提供形態及び構成要素別に

着目すれば、以下のとおり区分することができる。 

 

 【図表Ⅱ－５－９ クラウドサービスの主な類型】 
 

＜提供形態別＞ 

区分 サービス対象等 

パブリック・クラウド 

 

不特定多数を対象として提供。 

プライベート・クラウド 

 

同一企業内または共通の目的を有する企業群を対象として

提供。 

＜構成要素別＞ 

区分 サービス内容等 

PaaS 

（Platform as a Service） 

サーバ、CPU、ストレージなどのインフラをサービスとして

提供｡ 

IaaS 

(Infrastructure as a Service) 

アプリケーションを稼働させるための基盤（プラットフォ

ーム）をサービスとして提供｡ 

SaaS 

（Software as a Service） 

アプリケーション（ソフトウェア）をサービスとして提供｡ 

出所：総務省「スマート・クラウド研究会報告書 ―スマート・クラウド戦略―」（2010年 5月）に基づき作成 

  

5 総務省「スマート・クラウド研究会報告書 ―スマート・クラウド戦略―」（2010 年 5 月）より 
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【図表Ⅱ－５－10 主な WANサービス提供事業者によるクラウドサービスの提供

例】 

 

出所：各社 HPを基に総務省作成 

 
 
 
  

事業者 サービスメニュー サービス内容等

NTT 東日本 Biz ひかりクラウド
「安心データバックアップ」や「安心サーバーホスティング」等のサービスとネットワークサービス「ビジネスイー
サ ワイド」や「フレッツ・VPN ワイド」等を組み合わせて提供。

NTT 西日本 Biz ひかりクラウド

フレッツ・VPN ワイドによるネットワークサービス・アクセス回線・ルーターレンタル(機器＋初期工事＋保守)に
遠隔監視や運用報告までセットにした「オールインワンネットワーク」とワークスタイル、プラットフォームと合わ
せてパッケージとして提供。

NTT コミュニ
ケーションズ

Biz ホスティング
Cloudn

パブリッククラウド型として、仮想サーバ、ネットワーク、バックアップなどの基本的な機能を網羅し、必要なリ
ソースを月額上限付従量課金で利用できる各種管理用APIを提供。

Biz ホスティング
Enterprise Cloud

プライベートクラウド型で、ネットワーク／データセンター／アプリケーション／セキュリティのリソースを一元管
理できる環境、運用サービスを提供。

NTTドコモ ビジネスプラス
グループウェアや勤怠管理、オンラインストレージ、ネットワーク電話帳等のクラウドサービスを提供。

KDDI

KDDI クラウドプラッ
トフォームサービス

サーバ 、バックアップ、ネットワーク、構築・運用・監視メニュー等のシステム構成をオンデマンドで構築して提
供。グローバルネットワーク網も含めて利用可能。「KDDI Wide Area Virtual Switch(WVS)」によりセキュアな閉
域クラウドとして利用でき、データセンター向け帯域を確保できる。

AWS with KDDI

AWS上へIT基盤を設計・構築し、その運用・保守をパッケージとして提供。インターネットを経由せずにAWSの
クラウド環境へ接続できるAWS Direct Connectと、KDDIのイントラネットサービス「KDDI Wide Area Virtual 
Switch（WVS）」との接続が標準となっており、セキュアに利用可能。

ソフトバンク
テレコム

ホワイトクラウド
法人向けにSaaS、IaaS、ゲートウェイ、ネットワークのカテゴリ別に、ソフトバンクグループ内サービス及び外部
サービスを含めて一括提供。ネットワークは「SmartVPN」として提供する各種アクセス回線を選択可能。
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３-２ クラウドサービスの売上高等 

総務省・経済産業省「平成 25年情報通信業基本調査」（平成 26年３月 20日公表）によ

れば、情報通信業を営む企業 6のうち、クラウドコンピューティングサービス 7を提供して

いる企業数は 2011年度の 117社から、2012 年度には 123 社（対前年度末比 5.1%増）に、

またその売上高は、2011年度の 762億円から、2012年度には 802億円（同 5.3%増）に、

それぞれ増加している。 

 

【図表Ⅱ－５－11 クラウドサービスの売上高】 

 
出所：総務省・経済産業省「平成 25年情報通信業基本調査」 

 
  

6 主業か否かを問わず少しでも情報通信業を営んでいる企業をいう。 
7 クラウドコンピューティングサービスとは、「ASP」（アプリケーション・サービス・プロバイダ）、「SaaS」（ソフトウェア・アズ・ア・サービス）、

「HaaS」（ハードウェア・アズ・ア・サービス）等のネットワーク経由で提供するサービスをいう。なお、ソフトウェアの開発から一貫して行う

ものは含まない。 
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３-３ ユーザの利用意向 

総務省「平成 25年通信利用動向調査」（平成 26年６月 27日公表）によれば、常用雇用

者規模 100 人以上の企業 82,183社の中で、全社的にクラウドサービスを利用していると

回答した企業の割合は、2010 年末の 4.2%から、2013年末には 15.0%に増加しており、一

部でもクラウドサービスを利用していると回答した企業も含めると、クラウドサービスに

対する法人ユーザの利用が高まっていることがうかがえる。 

 

【図表Ⅱ－５－12 クラウドサービスの利用状況】 

 
出所：総務省「平成 25年通信利用動向調査」より作成 

 

 

 
 
 
 

  

8 農業、林業、漁業、鉱業及び公務を除く。 

4.2%

9.2%

13.6%

15.0%

10.0%

12.4%

14.7%

18.0%

21.9%

22.1%

20.3%

17.5%

38.0%

36.3%

34.6%

34.4%

25.9%

20.0%

16.9%

15.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年末

（n=2,067）

2011年末

（n=1,892）

2012年末

（n=2,071）

2013年末

（n=2,183）

全社的に利用している 一部の事業所又は部門で利用している
利用していないが、今後利用する予定がある 利用していないし、今後も利用する予定もない
クラウドサービスについてよく分からない
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４ 競争状況の評価 

 

（市場動向全般） 

１． WANサービス市場（IP-VPN、広域イーサネット、NTT東西のフレッツ・VPNワイド等）の

契約数は 2013年度末時点で 124万（対前年度末比 8.1%増）となっており、引き続き増加し

ている。 

また、IP-VPN（48万）、広域イーサネット（42万）及びフレッツ・VPNワイド等（34万）

の WANサービス全体に占める割合は、ほぼ横ばいで推移している。 

各サービスの契約数の増減率を見ると、IP-VPNを除いて増加率が下がっている。 

 

（事業者別の動向） 

２． 事業者別シェアを見ると、NTT東西は 2013年度末時点で 37.6%（対前年度末比 0.3ポイ

ント減）、NTT コミュニケーションズは 19.7%（同 0.6ポイント減）、KDDI は 15.8%（同 0.6

ポイント減）、ソフトバンクテレコムは 9.5%（同 1.1 ポイント増）、電力系事業者は 5.2%

（同±0ポイント）となっている。 

また、NTT系事業者のシェアの合計を見ると、64.0%（同 0.9ポイント減）となっている。 

サービス別では、IP-VPN については、NTT コミュニケーションズは 2013 年度末時点で

42.6%（対前年度末比 1.3 ポイント減）、KDDI は 11.6%（同 2.9 ポイント減）、ソフトバン

クテレコムは 17.5%（同 2.8 ポイント増）となっているほか、NTT 系事業者のシェアの合

計は 56.7%（同 1.0ポイント減）となっている。 

広域イーサネットについては、KDDI は 2013 年度末時点で 33.3%（対前年度末比 1.1 ポ

イント増）と、ここ数年増加傾向にある一方、NTT 東西は 30.9%（同 0.5 ポイント減）と

減少傾向であり、NTT 系事業者のシェアの合計は 43.6%（同 0.8 ポイント減）となってい

る。ソフトバンクテレコムは、7.9%（同±0ポイント）であった。 

WAN 市場全体において、NTT、KDDI 及びソフトバンクの３グループは、約９割という高

いシェアを示しており、2013 年度末時点で 89.3%（対前年度末比 0.4ポイント減）であっ

た。 

また、NTT 系事業者のシェアが最も高く、近年減少傾向にあるものの、６割を超えるシ

ェアを維持しており、2013年度末時点で 64.0%（同 0.9ポイント減）であった。 

HHI は近年減少傾向が続いているが、2013年度末時点では 4,454（対前年度末比 111減）

と引き続き高い水準となっている。 

 

（クラウドサービスの動向） 

３． 情報通信業を営む企業のうち、クラウドコンピューティングサービスを提供している企

業数は、2012 年度は 123 社（対前年度末比 5.1%増）、また売上高は 802億円（同 5.3%増）

と、それぞれ増加している。 
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（評価） 

４． 上記のような状況を勘案し、WAN サービス市場における市場支配力に関しては、事業者別

シェア等を踏まえれば、NTT 系事業者が協調して市場支配力を行使し得る地位にあると考え

られるが、 

① WAN市場全体の中での最多のシェアを占める IP-VPNサービスにおいて、NTT系事業者

のシェアの合計がここ数年、減少傾向にあること、 

② 契約数が増加傾向にある広域イーサネットサービスにおいても、NTT 系事業者のシェ

アが減少傾向にある一方、NTT東西とシェアが拮抗している KDDIのシェアは増加傾向に

あること、 

③ 近年、従来の通信回線中心のサービス提供のみならず、各事業者がクラウドサービス

や各種アプリケーション等との一体的なサービスを新たに展開し始めており、クラウド

サービスの売上高が増加傾向にあること 

等を考慮すれば、実際に市場支配力を行使する可能性は低い。 
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